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この報 告 書 は,日 本 自転 車 振興 会 か ら競 輪 収 益 の 一部 で あ る機 械 工業 振

興 資金 の補 助 を受 け て昭 和49年 度 に 実施 した 「昭和49年 度 情 報処 理 に

関 す る調 査 研究 補 助 事業 」 の 一環 と して と りま とめ た もの で あ り ます。



序

高 度 成 長 か ら安定 成 長 へ と方 向 転 換 して ス ター トした。 わ が 国経 済社 会 が 指向

す る と ころ の1つ に健 全 な る情 報 化社 会 の形成 が あげ られ る。

情 報化 社 会 の ビジ ョンにつ いて は,産 業構 造 審議 会 を始 め と して各 界 に おい て

議 論 され て い るが,こ の重 要 な1つ の柱 は,情 報 の 円滑 な流 通 を計 り,地 域 の情

報 格 差 を解 消 す る こ とで あ る。

当 財 団 で も,こ の 問題 に強 い関 心 の も とに,情 報 処理 に関 す る調 査 事 業 の1つ

と して,昨 年 度 か ら北 海道 情 報 シス テ ム調 査会 の ご協 力 を得 て,地 域 情 報 化 に関

す る調 査 を実 施 し,本 年 度 は北 海道 に お け る賃金 情 報 を事例 に調 査 した。 本 報告

書 は,こ の調 査 の成 果 を取 りま とめ た もの です。

最 後,本 調 査 に ご協 力 を賜 わ りま した。北 海 道 情 報 システ ム調 査 会 お よび同 調

査 委 員 に感 謝 い た します 。

昭和50年3月

財 団法人 日本 情報 処理 開発 センター

副 会 長 斎 藤 有
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は し が き

社 会経 済 の発 展 に と もな い産 業 界,行 政 機 関 に おけ る情報 化 は急 速 に進 行 して

お りま すが,現 状 の情 報流 通 は大 都 市 に集 中す る傾 向 に あ り,情 報 の地 域 格差 を

解 消す る こ とが 緊急 の要 件 とさ れ て お ります。 ま た生 活 の 向上 に係 わ る地 域 情報

に対 す る需 要 も高 ま りつ つ あ ります 。

これ らの地 域情 報 化 の問 題 を解 決 す る には1企 業,1団 体 に お け る情 報 化 を推

し進 め るの で は な く,そ の地域,ま た は全 国的 視 野 に おい て関 連 機 関 が相 互 に分

担 し,補 完 し合 い,有 機 的 な連 携 を も ちなが ら,推 進 す る こ とで は な い か と考 え

られ ます。

そ れ には キ ー ・ス テ ー シ ョン とな る地 域 に おい て も,そ れ に対 処 す る公共 的 共

同利 用 の推 進 とい うこ とが,ま ず,必 要 にな っ て くる と考 え ます 。

この た め,当 調 査 会 では,財 団法 人 日本 情 報処 理 開発 セン タ ー が進 め て い る

「地 域 情 報 シ ステ ム の設計 等 に関 す る調 査 研 究」 の一環 と して北海 道 地 域 の賃 金

情 報 を事例 と して調 査 ・研 究 を実 施 い た しま した。 今 後 は ネ ッ トワー ク形 成 上 の

問題,情 報 処 理 方 式 の 問題 な ど につ い て さ らに具体 的 な調 査 研 究 を継 続 す る予 定

と してお ります。

本調査報告書の上 梓にあた り,調 査,分 析に当 られた地域情報 システム調査委

員会長谷部委員長 は じめ委員 各位 な らびに,ア ンケー ト調査,面 接調査 に貴重 な

ご意見 をいただいた各企業 の ζ協力 に対 し厚 くお礼 申 し上 げ るとともに,本 報告

書が各地域 の方 々の ご参考 にな り,か つわが国の地域情報化の進展 につ なが ると

とを期待 してお ります。

昭和50年3月

北海道情報システム調査会

会 長 佐 藤 健 二
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は じ め に

全国 的 な情 報 化 が急速 に進 展 す るな か で,地 域 に お け る情 報 化 の推進 は,2つ の

課題 に直 面 して い る。 そ の1つ は,拡 大 す る地 方 の情 報 ギャ ップ,あ る いは情 報 の

地 域 格 差 を解 消 す る とい う,情 報 化 の立 ち遅 れ を是 正 す る方 向 へ の対応 で あ り,他

の1つ は,地 域 社 会 の特 性 に適 合 す る よ うな,情 報 の収 集 ・処理 ・利 用 に か ん す る

シ ス テ ム を構 成 す る とい う,地 域 特 性 を生 か す 方 向 へ の接近 で あ る。

需 要 され る情 報 そ れ 自体 が,地 域 的 な特 異 性 を多 く含 む場 合,あ る い は情 報 の利

用 に当 た っ て,地 域 的 な特 殊 性 へ の配慮 が必 要 な場 合,こ の地 域特 性 とい う観 点 は,

特 に重 視 さ れ る こ とにな ろ う。 情 報 の地域 特 性 を生 か し,地 域 社 会 に役 立 つ 公共 的

利 用 を促 進 す る た め に は,地 域 的 な ニ ーズ の態 様 を 適確 に把 握 す る と同 時 に,そ の

よ うな ニ ー ズ の特 殊 性 に適 合 す る情 報 処理 方 式 を開発 し,さ らに経 済 性 を も考 慮 し

た うえ で の,効 率 的 な地域 情 報 シス テ ム を設計 しな け れば な らな い。

しか し,48年 度 に実 施 した 「北 海道uateけ る民 間企業 の情報 需 要 調 査 」 の結果

(注)で も明 らか な よ うに,地 域 的 な情 報 ニ ー ズは実 に多種 多 様 で あ り,こ れ ら各種

情 報 を も うらす る地 域 情 報 シ ス テ ム のデ ザ イ ン は,あ ま りに も複 雑 多 岐 に わた り,

きわ め て困難 な作 業 に な っ て しま うの で,あ らか じめ対 象領 域 を局限 す る必 要 が あ

ろ う。今 回 の調 査 研 究 に おい て,そ れ を賃 金 情報 の範 囲 に限 定 し よ うと した の は,

つ ぎの よ うな理 由 に よる。

昨 年 度 の調 査 で は,必 要度 が比 較 的高 い と考 え られ るlo種 類 の情 報 に つ い て,

「もっ と欲 しい」 「今 で十 分 だ」 「必 要 と しない」,と い う3つ の回答 の い ずれ か

を求 め,「 もっ と欲 しい」 お よび 「今 で十 分 だ」 の回 答 にたい して は,さ らにそ れ

ぞ れ数項 目 に分 け て,ど の よ うな内容 の情 報 を必 要 と してい るか,あ る い は利 用 し

てい る か を調 べ た。 回 収 調査 票 の うち,「 もっ と欲 しい」 か 「今 で十 分 だ」 と回答

した 企 業 の割 合 を もって,情 報 の必要 度 をは か る とす れば,第1位 は 「経 済情 報 」

の99.7%,第2位 は 「各種 統 計情 報 」 の92.8%,第3位 は 「人 口 ・労働 力情 報 」

90.0%と い う順 序 にな る。

内容 項 目に立 ちい って観 察 す る と,「 経 済 情 報 」12項 目の なか で,最 高 は 「道
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内景 気 の動 向」58.5%,「 各 種 統 計 情 報 」30項 目の うち,最 高 は 「産 業 別 ・職 種

別 賃 金 」 の43.4%で あ り,ま た 「人 口 ・労 働 力情 報 」5項 目の なか では,「 賃 金 ・

給 与 動 向」 の78.3%が ぬ きん で て高 い。 と ころ で,景 気 の動 向 にか ん す る情報 は,

そ れ 自体 ま だ十 分 に定 型化 さ れ て い ない の で,取 り扱 い が す こぶ る困 難 で あ ろ う。

そ れ に ひ きか え,賃 金 情報 の ほ うは形 式 的 に も明確 で あ り,類 型 化 も比 較 的容 易 で

あ る とい え よ うo

さ らに,賃 金 ・給 与動 向 につ い て,全 国 に か んす る もの,北 海 道 全 体 に か んす る

もの,市 町 村 よ り広 い地 域 ブ ロ ック にか ん す る もの,市 町村 にか んす る もの に分 け,

どの情 報 を必 要 と しあ るい は利 用 して い るか を尋 ね た結果,全 国 にか んす る もの

4。.3%,北 海 道 に かん す る もの58.5%,地 域 ブ ・ ・ク にか んす る もの24・9%・ 市 町

村 に か んす る もの22.o%と い う回 答 を得 て お り,規 模 別 に観 察 す る と,中 規 模企 業

や小 規 模 企 業 で も,全 国 にか んす る賃 金 ・給 与動 向 の情報 をか な り望 ん で い る こと,

ま た,市 町村 にか ん す る情報 の必 要 度 は あ ま り高 くない とはい え,企 業 規 模 が大 き

くな るに した が い,次 第 に高 くな ってい る こ とな ど,注 目すべ き特 徴 が 見 い 出さ れ

るの で あ るo

各硫 計情報 の必要度 について 顕 著 鵠 徴 は ・製造業 の業種別 あるいは品 別

の生産 ・出荷 ・在庫 デー ・や,品 目別家計消費支蹟 どの必要磨 かな り低 く・産

業別 ・職 種 別賃 金 のそ れが き わ立 っ て高 い こと,し か も,規 模 の大 小 を問 わ ず,ま

た どの地 域 に おい て も,業 種 分 類 別 に み て も,「 も っ と欲 しい」 統 計 項 目 の第1位

が,産 業 別 ・職 種 別 賃金 に な っ て い る ことで あ った。 これ は一 面 に おい て,道 内 民

間企 業 の情 報 ニ ーズ の後 進性 を物 語 る もの で あ り,他 方 にお い て,道 内 の賃 金 情 報

提供 サ ー ビス に問題 が あ る こ とを示 唆す る。

なぜ な ら,第1章 の北 海 道 に お け る賃 金 統 計 資料 で述 べ る とお り,道 内 に おい て

利 用 で きる賃金 統計 資 料 は,け っ して少 な い わけ で は ない 。 に もか か わ らず,32.7

%も の企業 が,産 業別 ・職 種 別 賃 金 にか ん す る統 計 を,も っ と欲 しい と望 ん で い る

ので ある。 既 存 資料 の内容 に問 題 が あ る のか,伝 達 方法 に問 題 が あ る のか,利 用 の

仕方 に問題 が あ る のか,あ る い は単 に所 在 が知 られ て い ない た めな の か,い ずれ に

して も,賃 金 関係 統 計 情 報 につ い て,既 存諸 資料 の改 良 ・補 完 と同 時 に,そ れ らの

連 絡 ・異 同 な どを配 慮 しなが ら,利 用 しや す い形 で供 給 す る とい う,ニ ー ズ に適 合
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した情 報 提 供 シ ステ ムを考案 す る こ とが,要 請 され るので あろ う。

この よ うに見 て くる と,地 域 情 報 シス テ ムの設計 とい う課題 にた い して,素 材 そ

の もの の性 格,現 時 点 にお け る必要 度,地 域 的 な特 性 な どの諸 点 か ら,賃 金 情 報 を

と り上 げ るの が 適当 で あ る と考 え られ る。 もち ろん,問 題領 域 を局限 すれ ば,あ り

うべ き地 域情 報 シス テ ム の特 徴 が,い く分 ゆ が め られ て画 か れ る県 念 も あ ろ う。 し

か し,こ れ は困 難 な課 題 へ の第1次 接 近 に ほ か な らな い。 さ らに領 域 を広 げ,成 果

を積 み あげ る た め の,ひ とつ の基 礎 作 業 に相 当 しよう。

北 海 道 にお け る民間企 業 の賃金 情 報 にか ん す る実 態 と,そ の問題 点 を明 らか にす

るた め,わ れ われ は ア ン ケー ト調 査 と,イ ン タ ビュー調 査 を実 施 した。本 報 告 の第

ll章 では,ア ン ケ ー ト調 査 の 概要 を説 明 し,そ の詳 細 な分析 には,第m章 お よび第

N章 を当 て てい る。 第V章 は,こ の 「賃 金 情 報 に関 す る調 査 」 の結果 をふ まえ な が

ら,や や一 般 的 な形 に お いて,賃 金 に か ん す る地 域情 報 シス テ ムの構 想 を試 みた も

ので あ る。 イ ン タ ビ ュー調 査 の結 果 は,各 車 の 説 明 に その都 度利 用 さ れ て お り,か

つ ア ンケ ー ト調 査票 の設計 に も,十 分 に生 か され て い る。

まず,北 海道 に おけ る賃 金統 計 資料 を概 観 す る ことか ら始 め よ う。

(注)日 本情 報 処理 開発 セ ンター 「イ ン フォ メー シ ョン ・ユー テ ィ リテ ィに関す る報 告書(1)

北 海 道 に おけ る民 間企 業 の情 報需 要 調査 」 昭和49年3月

∫
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1北 海道における賃金統計資料

わ が国 の賃 金 は い わ ゆ る企業 内賃 金 とい われ る よ うに,職 種別 とか横 断 的 な賃 金

とい っ た もの で ない た め に,職 種別 賃 金統 計 で も,そ の まま職 種 別 賃金 とは い え ぬ

多 くの要 素 か ら組 み た て られ た もの で あ る。 仕事 ・職 務 内容 とい う よ り,属 人的 要

素 に よ り賃 金 が き め られ てい る。 しか し,最 近 は世 間 相場 に よっ て賃金 が決 定 され

る ウエ イ トが 高 くなっ て い るか ら,賃 金統 計 の整 備 や利 用度 は,企 業 と して も必 要

性 が よ り大 き くな って きてい る。 そ こで賃 金 情 報 につ い て検 討 す るま え に,現 在 ど

の よ うな賃 金統 計 資 料 が あ る のか につ い て,統 計 利 用 の見地 か らみ て み よ う。 北海

道 に つ い て の賃 金 関 係 の統 計 調 査 資料 は,全 国 的段 階 で なされ る調 査 の な か に北海

道 分 と して 集 計 公 表 さ れ利 用 され る もの と,全 国 での み集計 され地 域 的 に は 利用 さ

れ ぬ もの が あ る。また北海道 段 階,あ るい は例 え ば札 幌 市 とい った 地域 を対 象 とす る

統 計 資料 に分 け られ る。 全 国1本 でま とめ られ た もの で も,そ の内容 に よっ て は,

地 域 的 に 区別 され な くて も利 用 可 能 な もの も ある。

した が っ て,調 査対 象 や累 計結 果 につ い て,地 域 的 な段階 に よっ て賃 金 資 料 を区

別 す る こ と もで き る し,賃 金 の内 容 や性 格 にか か わ っ て統計 資料 を分類 す る こ と も

で きる。後 者 の 分 類 で は,賃 金水 準(額)に 関 す る もの と,賃 金構 造 ・賃 金 制 度 に

関 す る もの と を区別 す る。 さ らに賃金 の み で な く,賃 金 に関連 性 の ある生 活 費,物

価 ・生産 性 ・経 営 状態 な どに範 囲 をひ ろげ て み る こ と もで き よ う。 本 報 告 で は これ

に よって 示 した。 この ほか,統 計 調 査 が官 庁統 計 か 商工 会議 所 の よ うな団 体 に よっ

て作 られ た が,労 働 組 合 か と い う ように,統 計 作 成 主体 に よる区別 が で きる だ ろ う。

主 要 な賃 金関 連 統 計 資料 の一 覧表 と して掲 げ た の が,表1-1で あ る。 この なか

には,北 海 道 ある い は札 幌市 とい っ た地域 を対 象 と した もの,全 国 的 な もの で あ る

が地域 的 に集 計 結 果 の利 用 出来 る もの と,全 国 しか 集計 され て い ない がそ の 内 容 に

よって は利 用 可 能 な もの を と り あげ た。 また巻斗 時 期 に なる と,労 使双 方 が 賃金 に

対 す る考 え方 を あ らわ した 賃 金 白書類 や,統 計 資料 と巻 斗 に関 す る解 説 を 加 え た 出

版 物 もか な り出 され てい る。 これ らの うち賃 金 関 係 資料 を,そ の一部 で は あ るが表

1-2に 示 した。 これ らの 中 に は,北 海 道 に関 す る統 計 資料 は 殆ん ど記 載 さ れ てい

な い状 態 で あ る。
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今 後 は,北 海 道 関 係 の 賃 金統 計 調 査 資料 を整 備 してい くこ と と,新 た な 必 要度 に

よる質 の 高 い統 計調 査 の 実施 が 必 要 で あ ろ う。 毎 月 ま たは毎 年 実施 して い る もの と,

不 定 期 に行 な わ れ てい る もの が,こ れ も必 要 に応 じて今 後検 討 す べ きで あ る。

表1-1賃 金関 連 の統 計調 査 一 覧Q
O印 は全国調査であるが北海道分がわかるもの

項 目 統 計 調 査 の 名 称 実 施

賃金水準(額) ○毎月勤労統計調査 労働省

に関す るもの ○地方毎月勤労統計調査 北海道開発調整部調査統計課

賃金構造に ○賃金構造基本統計調査 労働省

関す る もの ○屋外労働者職種別賃金 労働省

○林業労働者職種別賃金 労働省

賃金事情調査 中央労働委員会

職種別民間給与実態調査 入事院

○民間給与実態調査 国税庁

中小企業賃金実態調査 北海道労働部

職種別民間給与実態調査 北海道入事委員会

○中小企業労働市場別賃金速報 労働省

賃金制度に 賃金労働時間制度総合調査 労働省

関する もの

モデル賃金 モデル賃金(賃 金白書) 道内商工会議所 ・全国主要都市商工会議所

初 任 給 ○新規学卒者の初任給調査 労働省

初任給調査 道内商工会議所
♪

昇 給,ペ ー 賃金引上げ等実態調査 労働省
0

ス ア ツ フ 職種別民間給.与実態調査 人事院

賃上げ要求 ・妥結状況調査結果報告 北海道経営者協会

賃上げの実態については北海道労働部,

労使団体等で行なわれている。

賞与 ・一 時 毎月勤労統計調査特別集計 労働省

金 ○賃金構造基本統計調査 労働省

この実態は労使団体で調査が行なわれる

退 職 金 退職金及び年金事情調査 中央労働委員会

退職金調査結果 北海道経営者協会

燃 料 ・寒 冷 道内商工会議所,道 労働部 「中小企業賃

地手当 金実態調査」,道 立総合経済研究所調査

資料
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項 目 統 計 調 査 の 名 称 実 施

労働費用等

経営関係

労働費用調査(労働者福祉施設制度等調査)

法人企業統計調査

主要企業経営分析調査

中小企業経営分析調査

北海道法人企業経済調査'

北海道における中小企業の経営指導

労働省

大蔵省

日本銀行

日本銀行

北海道開発調整部調査統計課

北海道商工観光部

労働生産性

に関するもの

北海道生産性統計 北海道生産性本部

6

家計(生 活

費)に 関す

るもの

○家計調査

011

0全 国消費実態調査

○貯蓄動向調査

○消費 と貯蓄の動向一消費者動向予測調査

○貯蓄に関する世論調査

○独身勤労者の消費生活

北海道主要耐久消費財調査

標準生計費に関する調査

○住宅統計調査

総理府統計局

北海道開発調整部調査統計課

総理府統計局

∬

経済企画庁

貯蓄増強中央委員会

経済企画庁

北海道開発調整部調査統計課

人事院,北 海道人事委員会

総理府統計局

物価関係 ○小売物価統計調査

○全国小売物価統計調査

北海道消費者物価指数

総理府統計局

n

北海道開発調整部調査統計課

労働時間に

関す るもの

○毎月勤労統計調査

○賃金構造基本統計調査

賃金労働時間制度総合調査

週休2日 制等の調査

国民生活時間調査(35.40.45年 調査)

労働省,北 海道

労働省

労働省

道内商工会議所,北 海道労働部

日本放送協会放送世論調査部

一9一



表1-2賃 金 関 係 の統 計 資料 で市販 され て い る もの

■

編 集 名 称 発 行 所

労 働 省 労働統計調査月報 労務行政研究会

〃 労働統計年報 労働法令協会

〃 労働統計要覧 大蔵省印刷局

日 大 労 働 協 会 労働資料速報(月2回) 日本労働協会

労 働 法 令 協 会 賃金通信(旬 刊) 労働法令協会

産業労働調査 所 賃金実務(月2回) 産業労働調査所

〃 賃金事情(旬 刊) 〃

労務行政研 究 所 労政時報(週 刊) 労務行政調査所

東洋経済新報 社 賃金総覧(年 刊) 東洋経済新報社

総合労働研究 所 団体交渉のための賃金資料(年1回) 総合労働研究所

労務行政研究 所 巻斗実務の解説と資料(年1回) 労務行政研究所

古 川 昇 編 賃金検討資料 日本法令様式販売所

日本賃金研究 センター編 春季賃金交渉資料 産業労働調査所

(注)こ れ以 外 に もあ るが 比 較 的入 手 しやす い もの を示 した。

1賃 金 水準 に 関す る統 計 資 料

「毎 月勤 労統 計 調 査 」は 戦 前 か らの歴 史 を もつ もの で,約50年 の長 期 に わ た

b,そ の 問 い くつ か の変 遷 を た どって きた。 そ の推 移 を簡 単 に示 す と,大 正12

年7月 に内務 省 社 会 局 が北 海 道 ほか22府 県437工 場,73鉱 山 を対 象 に 「職

工 賃 銀毎 月調 査 」 を行 っ た のが 最 初 で ある。 これ以 前 に も賃 金 につ い て は,農 商

務 省 が 行 っ てい た 定 期 的 賃 金 調 査 は いわ ゆ る職 人 的 な職 種 につ い て み て い たが,

この調 査 は職 種 を問 わ ず に工 場 労 働 者 全 体 に つ い て,ま た鉱 夫 全 体 を対 象 に して,

集 計 を行 い,産 業 別 労働 者1人 当b平 均 賃金 を計 算 した もの で あ る。 大 正14年

この調 査 は内 閣 統 計 局 に 移管 し 「賃 金 毎 月調 査 」 と変 更 し,昭 和2年 に官 営 工 場

と交通 関 係 事業 所 を追 加 した。 昭和14年 に大改 正 を行 っ た。 す で に戦 時 下 に あ

った た め,調 査事 項 と して労 働 力 の移動 や 勤 務 の実 態 を把 握 す る こと に 中心 が お

かれ て お り,賃 金 面 で は賃 金 諸 手 当賞与 支 払 総 額 だけ と して簡 素 化 を行 っ た。 集

計 面 では,職 工50人 以 上 と50人 未満 に 区 分 して規 模 別 賃 金 をみ,29道 府 県

とな った。 昭 和14年6月 か ら 「労 働統 計 毎 月実 地 調 査 」 と名称 をか え,大 正

lo年 か ら日本 銀 行 で実 施 して い た 「労働 統 計 」 と重 複 す る と ころが 多 い ことか
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ら,か つそ の調 査 は終 了 した もの と して,こ の調 査 の なか に くり入 れ た もの で あ

る。 対 象 は33道 府 県 となb,い ま まで の調 査 が 事 業主 の 申告 制 で あっ た の を統

計 調 査 員制 を採 用 し,実 施 ・他計 調 査 に き りか えた。 昭和16年11月 か らは調

査 対 象 地域 を全 国 に拡 大 し 「労働 統計 毎 月調 査 」 と した。 戦 争 もか 烈 を きわ めた

昭和19年7月 か ら 「毎 月勤 労 統計 調 査 」 と改称 し,従 来 か ら行 わ れ て いた 労働

関 係 の調 査統 計 が整 理統 合 され,調 査 項 目 と簡 素化 が はか れ る と と もに,調 査 方

法 が再 び事 業 主 の 申告 方式 に変 更 され た。 しか し12月 迄 は 中止 され,こ の調 査

が戦 後 にひ きっ がれ た もの で あ る。 本 格 的 に実施 され たの は22年 か らで,こ の

改正 の主 な る点 は,(1)従 業 員30入 以 上 の事 業 所 が対 象 とな っ た。(2}対 象産 業 と

して商 業,銀 行 ・信 託業,電 気 ・ガス ・水 道 業 が 加 え られ た。(3}労 働 者 のみ で な

く職 員 も対 象 と した。(4)賃 金 につ い て は,こ れ ま で は賃金 支 払 額 の み で あ った が,

これ か らは 「毎 月 きま っ て支給 す る給 与」 「そ の 月 にか ぎ り支 給 され る給 与 」

「現 金給 与 総額 」 「現 物 給 与 」 に区 分 され た。 調 査 対 象 は4,594事 業 所 で ある。

昭和25年 の改 正 は,調 査 項 目を雇 用 ・労働 時 間 ・給 与 に関 して毎 月 の変 動 を 明

確 にす る こ と では っ き りさせ た。 な お,22年 よ り各 部 道府県 の労 働 基 準局 が 実

施 して い た 「賃 金毎 月調 査 」 を全 国 的 に統 一 し,都 道府 県別 の比較 が行 え る よ う

に した。 改正 の主 な る特 徴 点 と して は,(1)標 本 理論 を採 用 し事 業 所統 計 調 査 を基

本 に して層 化一 段 抽 出法 に より無 作 為抽 出 で調 査 事業 所 を選定 した こ と。 ② 従 来

は単純 平均 で あっ たが母 集団 へ 復 元 す る よ うに した。(3)調 査 対象 事 業 数 は約8,000

とな り大 巾 に増 加 した。 ㈲実物 給 与 はの ぞか れ た。

昭和26年 の改 正 は,(1)統 理 府統 計 局 か ら全 面 的 に労働 省 に移 管 され た。(2)各

労働 基 準 局 で実施 され てい た もの が 「毎 月勤 労統 計 調 査 地方 調 査 」 とな り,調 査

の実施 機 関 も全 国調 査 と同 じ く都 道府 県 に移 され た。 したが っ て 「毎 月勤 労統 計

調 査 」 は 「毎 月勤 労統 計 調 査 ・全 国調 査 」 と名称 が変 わb,26年4月 分か ら全

国調 査 と地 方 調 査 が行 われ た。 な お地 方調 査 は県 の実 情 に応 じて10人 ま で対 象

規 模 を さ げた と ころ もあ る。(3)調 査 事 業 所 は全 国 調 査 約8,000,地 方調 査 約

15,000事 業 所 とな っ た。(4}調 査 対 象産 業 は鉱 業,製 造 業,卸 売 お よび小売 業

金 融 お よび保 険 業,不 動産 業,運 輸 ・通 信 ・そ の他 の 公益 事 業 の6大 産 業 と なっ

たo
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27年 の改 正 では,(1)建 設 業 を対 象 に入 れ た。(2)全 国調 査結 果 の公表 の迅 速 化 を

は か る た め に調 査 事 項 の一 部 を簡 素化 した。 ㈲ 常 用労 働 者 のほ か に臨 時 お よび 日

雇 労 働 者 につ いて の 項 目を加 え た。(4)鉱 業,建 設 業,製 造 業 の3つ の産 業 につ い

て,常 用 労働 者 を生 産 労働 者 と管 理 一・事務 ・技術 労働 者 に区 分 した・

29年 の改 正 で は,全 国 ・地 方 調 査 の調 査 事 項 を統 一 し.項 目に企 業 規 模 を も

うけ た 。

32年 の改 正 に より小 ・零 細 規模 事 業 所 の調 査 が行 なわ れ た。 常 用 労働 者5～

29人 を雇 用 す る事業 所 につ い て の毎 月調 査 と して 「毎 月勤 労統 計調 査 全 国調 査

乙 調 査 」 と,同 じ く1～4人 を雇 用 す る事 業 所 につい て年1回7月 時 点 で調 査 を

す る 「毎,月勤 労 統 計 調 査 特別 調 査 」が 行 われ る よ うに な っ た。 した が っ て全 国調

査 は 甲調 査 と改 称 され た。 なk・,47年7月 に沖 縄 県 が調 査 地域 に くみ いれ られ

たo

以 上 に よ り現 在 行 われ て い る 「毎 月勤 労 統 計 調 査 」 の変 遷 の概 要 を示 した が,

労働 統 計 の 中心 と して,そ の時 々の社 会 の変化 や 要 請 に応 じて改正 な り新 規 の調

査 が行 な われ て きた の で あ る。

北 海 道 分 につ い て実 施 され てい る毎 勤 地 方 調 査 は,北 海 道 におけ る毎 月 の雇 用

給 与 お よび 労働 時 間 に っ いて 明 らか にす るた め に.鉱 業,建 設 業,製 造 業,卸 売 ・

小 売 業,金 融 ・保険 業,不 動 産 業,運 輸 ・通 信 業,電 気 ・ガス ・水 道 ・熱 供 給業,

サ ー ビス業 につ い て,常 時30人 以 上 の 常 用 労働 者 を雇 用 す る事 業 所 か・ら抽 出 さ

れ た約610事 業 所 にっい て行 な われ て い る。 この結 果 は 月毎 に北 海 道,開 発調

整 部調 査統 計 課 よ り公 表 さ れ,「 北 海 道統 計 」 に記 載 され てい る。

集計 され てい る のは,産 業 別 常 用 労働 者 の現 金 給 与総 額,き まっ て 支給 す る給

与,特 別 に支 払 われ た 給与 の男 女 別 と総計 分 の1人1ヵ 月平 均 給与 額 と 日雇 労 働

者等 の1人1日 平均 現 金 給 与額 。 鉱 業 ・建 設 業 ・製 造 業 につ いて は生産 労 働 者 と

管 理 ・事 務 及 び技 術 労働 者 に区 分 して前 述 の項 目が わか る。 労働 時 間 等 につ い て

は総 実 労働 時 間数,所 定 内 労働 時 間 数,所 定 外 労働 時 間数,出 勤 日数 が 賃 金 と同

じ よ うに集 計 され る。 ま た雇 用 関 係 と して前 月末 推計 労働 者 数,本 月 中の 増 加,

本 月 中の 減 少,本 月末 推 計 労 働 者数 が男女 別 と総計 に つ い てみ,日 雇 に つ いて は

月間 推計 延 人 員 をみ て い る。 鉱 業,建 設 業,製 造 業 に つい て は生産 労 働 者 と管理 ・
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事務 及 び技 術 労 働 者 に区 別 して,労 働 者数 を公表 して い る。 賃 金 に つ い ては,産

業 別 規 模 別 に常 用 労 働 者 の1人1月 当 りの平 均 額 が示 され て い る。 規 模別 とは

30～99人,100～499人,500人 以 上 の3規 模 で あ る。 なお,こ の ほか

に45年 平均 を100と した産業 別 名 目賃金 指数,常 用雇 用 指 数 と,労 働 異 動 を

示 す産 業別 入職 率 と離 職率 が示 され てい る。

調 査 事 項 の うち賃 金 に つ い ての 定義 の み を こ こに示 して お こ う。 「現 金給 与 総

額 」 とは,所 得 税,社 会 保 険 料,組 合 費 等 を差 し引 く以 前 の総 額 を い う。 「きま

って支 給 す る給 与 」 とは,労 働 契 約,労 働 協 約,給 与 規 則 な どに あ らか じめ定 め

られ て い る支給 条 件 ・算 定 方法 に よっ て支給 され る給 一与 で,超 過 勤務 手 当 は含 ま

れ る。r特 別 に支 払 われ た給 与 」 とは,調 査期 間 中 に支 払 わ れ た賞 与,一 時 的 も

し くは突 発 的 理 由 に よ り,あ らか じめ定 め られ た契 約 や 規 則等 に よ らな い で,労

働 者 に現 実 に支 払 わ れ た給 与 の こ とで ある。 「現 金 給 与総 額 」 は 「きまっ て支給

す る給 与 」 と 「特 別 に支払 われ た給与 」 の合計 額 で あ る。

利 用⊥ の注 意 と して は,(1)常 用 労働 者 あ るい は 日雇 労働 者 とい っ て も,こ の調

査 の うえ で の定 義 が な さ れ てい る こ と。 ②調 査 事 業 所 の抽 出 替 え が,事 業所 統 計

調 査 に も とつ い て3年 ご とに行 われ る た め,調 査 事 業 所 の 交替 す る こ と より,新

旧両 事 業 所 の調 査 結 果 に ギャ ッ プが生 ず る こ とに な る。 これ を調 整 し長 期 的 な時

系 列 的連 続性 を もたせ る た め に修正 を行 って い るが,年 次 に よっ て は修 正 を 行 っ

て いな い もの が あるo

北 海 道 の賃 金 水 準 を,月 別 に産 業別 ・規 模別 ・性 別 ・生 産 労 働 者 と管理 ・事 務

お よび技 術 労働 者 別 や,定 期 的 給与 と不 定 期 的給 与別 と,か な り広範 囲 に把 握 出

来 る の で利 用 の上 で は参 考 に な る。

2賃 金 構造 に関 す る統計 資 料

「毎 月勤 労統 計 調 査 」 は毎 月 の賃 金 を時系 列 的 に と らえ る とす れ ば,「 賃 金構

造 基 本統 計調 査 」 は年1回 特 定 の1ヵ 月 分 で あ るが,年 令,勤 続年 数,学 歴,性

別,規 模別,労 働 時 間 ・地 域 別 等 い くつ か の項 目と賃 金 の関連 性 を,詳 細 に いわ

ゆ る賃金 構 造 を とらえ る こ とが 出来 る資料 で ある。 と くに昭 和40年 代 には北海

道 分 につ い て もみ る ことが 出 来 る点 で便 利 で ある。 この調 査 は 昭和23年 以 来毎
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年実 施 して きた 賃金 構 造 に関 す る もの で,調 査 の 名称,対 象 地域,調 査 項 目,結

果 表 の 分類 や 区 分 等 は,23年 以 来 今 日ま で い くた の変 遷 を して きた もの で ある。

これ らにつ い て は本 報 告 書 の主 眼 で は な いが,概 要 を と らえ る観 点 か ら参 考 に な

る と思 われ るの で,付 表(表1-3よ り表1-6)に ま とめ て お いた の で こ こで

は省 略 す る。 この調 査 は年 度 に より調 査 の規模 が こ とな る が,48年 は45年 の

調 査 をや や上 まわ る大 規 模調 査 で,49・50年 は小 規 模調 査 が行 わ れ る予定 で

あ る。 しか し時 系列 的 な 比較 も行 わ れ る よ うに配慮 さ れ て い る。 た だ この調 査 の

印刷 発表 が巻斗 の時期 に充 分 利 用 出来 な い点 はお しま れ る。 しか し速 報 が翌 年 の

月 頃 に出 され る ので概 略 の こ とは わ か る。 この調 査 は 時代 の要 請 を反映 して お り,

48年 調 査 で産 業別 の集 計 区 分 を細 分化 して収 録 したb,年 令 階 級別 区 分 を9区

分 か ら12区 分 に細 分化 した こ とは,中 高年 令 層 の賃 金 問 題 に対 応 した もの で あ

る。 標準 労 働 者 年令 階 級 を55才 か ら65才 に のば した こ とや,地 域 を単 に北海

道 な り青 森 県 のほ か に,労 働 市 場 の 広域 化 に と もな い,小 地 域 別 ・大 地域 別 を も

のせ たて い る等 はそ れ で あ るo

全国 的 に とbま とめ られ た もの は,昭 和48年 分 で み れ ば全9巻(冊)の 刊 行

の うち全 国 は 第1巻 か ら第4巻 と別 巻 に示 され てい るが,第1巻 は産 業 大 分 類 が

第2巻 産 業 中 ・小 分 類,第3巻 産 業 中 分 類 で,第4巻 は職 階 別,職 種 別.そ の他

の結 果 が み られ る。 第5巻 か ら第9巻 ま で は,都 道 府 県 別(産 業 大 ・中分 類,職

種,地 域 別 そ の 他)が 記 載 され,北 海 道 は第5巻 に東 北 と関 東 の 一部 とと もにの

っ てい る。北 海 道 分 と して利 用 出来 るの は,年 令 別 き ま っ て支 給 す る現 金給 与 額,

所 定 内給 与 額,年 間 賞.与そ の他 特 別 給 与額,所 定 内 給 与 額階 級 別 労働 者 分布 の特

性 値,職 種別 きま っ て支 給 す る現 金 給 与 額 お よび所 定 内 給 与額,年 令階 級 別 き ま

って 支給 す る現 金給 与 額,所 定 内給 与額 お よび年 間 賞与 そ の他特 別 給 与額(パ ー

トタ イ ム労働 者 を含 む,企 業 規模5～9人),新 規 学 卒 者 の初 任 給 額(所 定 内給

与 額),小 地 域 の年 令 階 級 別 きま っ て支 給 す る現 金 給 与額,所 定 内 治.与額 お よび

年 間 賞与 そ の 他特 別 給 与 額,1時 間 当 た り きまっ て支給 す る現 金 給 与 額(パ ー ト

タ イム女 子労 働 者)等 で あ る。

なお,企 業 規 模計 と1,000人 以上,100～999人,10～99人 の規 模別

に年 令別,性 別 に産 業別 の 勤続 年 数,労 働 者数 を み る こ とが 出来 る。
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北 海 道 の賃 金構 造 につ い て み られ る調 査 資料 と しては,業 種 ・規 模 等 の 限定 が

あるにしても,北 海 道 労働 部 が 実施 して い る 「中小 企 業 賃金 実 態 報 告書 」 が あ げ ら

れる。この調 査 は昭 和32年 か ら行 わ れ てい るが,32・33・34年 度 は現 行 に

くらべ て全般 的 に大 規模 の調 査 で あった。 た だ し規 模 別 は5～9人 と10～29

人 と30～99人 まで の 区 分 を し,業 種 も32年 は製 造 業,卸 売 ・小 売 業,サ ー

ビス業 のみ で,33年 は鉱 業,製 造 業,卸 売,小 売 業 ,運 輸通 信 業,サ ー ビス業

で あ り,34年 は建 設 業,製 造 業,卸 売 ・小 売 業,サ ー ビス業 と対 象 産 業 が こ と

な った が,職 種 も管 理職 員,職 員.販 売 店 員,一 般 労務 者,見 習 労 務 者 ,単 純 労

務 者,特 殊 技 能 労務 者,臨 時 ・日雇 等 に 区分 して お り,99人 未 満 を対 象 と して

は か な り統計 上 無理 な面 もみ られ るが,戦 後,北 海 道 の賃 金 調 査 と して は詳 細 を

きわ め た もの で あっ た。 そ の 後 は調 査対 象 を製 造業 に限定 し,規 模 も10～299

人 ま で を対象 に して,毎 年1回 実 施 して き てい る
、もの で あ る。

48年 度 の もの につ い て み る と,調 査 目的 と して は ,北 海 道 の 中小 企 業 の うち

で製 造 業 に雇 用 され て い る常 用労 働 者 の賃 金,労 働 条件 等 につ い て ,そ の実 態 を

明 き らか にす る た め に行 わ れ て お り,対 象 は全道 にお け る製 造 業 の民 営 事業 所 の

うち10人 以 上300人 未 満 の常 用 労 働 者 を雇 用 す る事 業 所 で,47年 事 業 所統

計調 査 か ら抽 出 を行 っ て い る。母 集 団 は 単独 事 業所4,045,常 用 労働 者 数 約

98,000人 で あ る。 調 査 時期 は48年7月31日 現 在 で,初 任 給 につ い て は4月

そ の他 は7月31日 以 前1ヵ 月 間,ベ ー ス,ア ップや特 別 給 与 につ い て は47年

8,月1日 か ら48年7月31日 ま で の1カ 年 間 につ い て調 査 を した。 なfo ,集 計

につ い ては総 理 府統 計 局 に委 託 して い る。

調 査票 は事 業 所票 と個 人 票 よりな り,事 業所 票 か らは常 用 労働 者数,初 任 給,

特 別 給 与,労 働 時 間.賃 金 引 上 げ 等 を み,臨 時 ・日雇 労働 者 では 労働 者数 と1日

当 り賃 金 支 給 総額 をみ てい る。 個 人 票 か らは性 別,労 働 者 の種 類,扶 養 家族 数,

年 令,勤 続 年 数,学 歴,定 期 給 与 と して所定 内給 与 と所定 外給 与,特 別 給 与 と し

て は夏 期 手 当,年 末手 当,決 算(期 末)手 当,燃 料 手 当,実 労働 日数,労 働 時 間

数 と しては 所定 内 ・所 定外 実 労働 時 間数 をみ て い る。

集計 区分 と して は,製 造 業 を食 料 品 製 造 業,木 材 ・木 製 品 製 造業,出 版 ・印刷 ・

同関連 産 業,窯 業 ・土 石 製 品 製 造 業,機 械 製造 業 と これ 以 外 の製 造業 の6業 種 に
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区 分 してい る。企 業 規 模 は,全 常用 労 働 者 の数 に よ り10～29人,30～49人

50～99人,100～299人 の4区 分,全 道 を支 庁 単位 で道 央,道 南,道 北,道

東 地区 の4区 分,労 働 者 の区 分 は 管理 ・事務 ・技術 労働 者 と生 産 労働 者 に区 分 し,

性 別 とさ らに学歴 区 分 は最 終学歴 に応 じて中 学 卒,高 校卒,短 大卒,大 学 卒 の4区

分,年 令 は17才 以 下,18～19才 と20～39才 迄 は5才 間 隔,40才 代 ・

50才 代,60才 以 上 と9区 分,勤 続 年 数 は9区 分,賃 金階 級 区 分 は19,999円 以

下 と100,000円 以 上 とそ の間 は5,000円 きざみ の18区 分 と して集 計 を して い る。

集計結 果 は賃 金 と して は,初 任 給 を中位 数 でみ て い る が,業 種 別 ・性 別 ・学歴 別 ・

ブ ロ ック別 で 示 され る。年 令,勤 続 年 数,労 働 時 間,労 働 者 の種 類別 定 期 給 与,年

間平均 特 別 給与 額 と労 働 者数,勤 続 年 数 別 ・年 令階 級 別 平均 賃金 と労働 者数,賃 金

階 級 別 年令 別 労 働 者 数,年 令階 級別 特 別 給 与等 で あ る。 な お特 別 給 与 の う ちで燃 料

手 当 は世 帯 主,準 世 帯 主,独 身者別 に規 模 別 業 種 別 地域(支 庁)別 に示 され てい る。

した が っ て 中小 企 業 の賃 金構 造 をみ る の には,製 造業 の み とい った制 約 が あ る と

は いえ,利 用 す る項 目 に よっ て はか な り くわ し くみ られ る。 この調 査 で 使用 され て

い る項 目や 名称 の内 容 は毎 勤 と殆 ん とか わ らない 。 なお調 査 期 間中 の実 労働 日数 が

20日 未満 の 常 用 労働 者 につ い て は除外 す る。 この 資 料 の公表 は上 記 の報 告 書 の ほ

か に,北 海 道 労働 部 の 広 報紙 「ろ う ど う北 海 道 」 や後 述 の 北海 道労働 白書 の統 計 の

ところ に でて い るo

わ が国 の賃 金 は職 務 の 内容 とか職 種別 とい っ た もの との 関 連性 が うす い た め,職

種別 に賃 金 を調 査 す る必 要性 が比較 的 少 く,職 種 別 に賃 金 を調 査 した と して も,は

た して どれ 程 「職 種 」 に よって賃 金 が 決定 され て い るのか が不 明確 で ある。 しか し

なが ら,職 種別 賃 金 資 料 の整 備 や活 用 は 今後 重 要 性 を高 め る もの とみ られ る。 数 少

い職 種別 賃 金 の代 表 的 な資 料 と して,人 事院 給 与 局 編 「民 間給 与 の実 態 一 昭 和49

年職 種 別 民 間 給.与実 態調 査 の結 果 一 」 が あ る。 この調 査 は民 間 にお け る職種 別 賃 金

の実態 を明 らか に して,公 務 員給 与の検 討,資 料 を うる こ とを 目的 と して,毎 年 実

施 され て い る もの で あ る。 した が っ て,公 務 員 と類似 の仕 事 を して い る民 間事業 所

の従業 員 の賃 金 と公 務 員 の 賃 金 を直 接 的 に比較 で き る資料 を定 期 的 に うる必 要 が あ

る。 そ の ため に人 事院 が独 自に職 種 別 民 間 給 与 実 態調 査 を23年 以 降実 施 して きた

もの で ある。 調 査 内 容 ・調 査 時 点等 一貫 して い なか っ たが,昭 和28年 調 査 か ら調
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査 規 模 も拡 大 した。39年 ま では事 業 所 規模 も50人 以 上 で あ った が,40年 以

降 は企 業 規 模100人 以 上 でか つ事 業 所 規 模50人 以 上 の と ころ とな り,職 種 も

23年 は25職 種 で あ っ た のが49年 に は91職 種 ,Z367事 業 所,調 査 実 人

員558,486人 とな っ て い る。 この調 査 の特 色 と して は,(1)公 務 と共 通 す る職 種

を と らえ,職 務 の内 容 ・責 任 の度 合 い ・資 格 要件 等 に より調 査 職 種 を設定 してい

る。(2)職 種 と して は事 務 ・技術 関係 に重 点 をお くが教 員,医 師,看 護婦 等 の職 種

もみ て い る。(3)給 与 額 は給 与 総 額 の ほ か に時 間外 手 当,役 付手 当等 につ い て給 与

項 目別 に調 査 してい る。(4)集 計 は規 模 別 ・学 歴別 ・性 別 ・年 令 別等 に行 っ て い る。

⑤個 人別 調 査 の ほか に給 与 ベー ス.賞 与 支給 額,そ の他 諸 手 当 の制 度 等給 与 につ

い て調 査 してい る。(6)一 般職 国 家公 務 員 の給 与に関 す る報 告 と勧 告 の 基礎 資料 と

す る関 係上,調 査 終 了後1ヵ 月半 の短 期 間 で集 計 公表 され てい る等 で あ る。

調 査地 域 は全 国 で全 産 業 を対象 に,500人 以上2,499事 業 所,100～499

人3,780,50～99人656.合 計6,935事 業 所 を抽 出調 査 して い る。 民 間

企 業 の み を対 象 と し,調 査職 種 は91職 種 で,こ の うち初 任給 関 係 職種 は18職

種 で あ る。 事 業 所 別 の調 査 事 項 は.毎 月 きま って支 給 す る給 与 の支給 総 額,賞 与,

臨 時給 与 の支 給 総 額 お よび支 給従 業 員 数,春 季給 一与改定 の 状況,地 域 差 関連 手 当

の支給 状 況,住 宅 手 当 ・家族 手 当 ・通勤 手 当 の支 給状 況,勤 務 時 間 ・週 休2日 制

の状 況 等 で ある。 集 計結 果 表 と して は,職 種 別 従業 員数,平 均 年 令 お よび平均 治

要 月額,企 業 規 模別 ・職 種 別 ・年 令階 層別 平 均 給与 月額(例 え ば支 店長,事 務 部

長,事 務 課 長 ・事務 係 長 ・主 任 ・係 員 ・和文 タイ ピス ト等 にっ い て)。 規 模 別 は

500人 以 上 と500人 未満 に分 け,職 種 も学 歴別 年 令 別 等 で集 計 を行 ってk・ り,

1ヵ 月当 たbで な く職 種別 学歴 別 年 間給 与額 階 層別 人 員 分布 等 もな され て い る。

この ほか扶 養 手 当,住 宅,通 勤 手 当 につ い て の定 め方,支 給 額 の 分布 等,年 間 の

休 日日数 や週 休2日 制 に つ い て もみ て い る。

北海 道 につ い て の職 種 別賃 金 の調 査 資料 は 比較 的 乏 しいが,こ れ を補 う調 査 と

して,北 海 道 人事 委 員 会 が 北海 道庁 職 員 の給 与勧 告 を行 う際 に,民 間 給与 の調整

を毎年 行 っ て い る 「職 種 別 民 間 給与 実態調 査 」が あ る。 これ は毎 年,北 海 道 人事

委 員会,札 幌 市 人事 委 員会,人 事院 給 与局 お よび人 事 院 北 海 道 事務 局 が行 って い

る もの で,4月 現 在 の民 間 給 与 の 実態 を調 査 してい る もの で ある。 調 査 対 象 は,
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企 業規 模100人 以 上 でか つ事 業 所 規 模50人 以 上 の道 内 の民 間事 業 所 の うち全

産業1,515事 業 所,対 象 職 種91職 種(う ち初 任給 関 係職 種18)49年 の 調

査 人 員14・820人 で母 集 団 の推計 数 は93,066入 で あ る。 集 計 結 果 は,全 体 お

よび500人 以 上 と500人 未満 で 出 され てい る。 規 模別 職 員 ・工 員別 の平均 給 .与

月額 と特 別 給 の支 給 額 。職 種 別 。規模 別 ・学歴 別 初任 給 ・職 種別 ・学歴 別 の給 与

月額 等(こ れ は支 店 長 ・工 場 長 ・事 務 部 長 ・事 務 課長 ・係 長 ・主 任 ・係 員 や和 文

タ イ ピス ト,電 話 交換 手,機 械 工 作 一般 工,大 工一 般 工 ,ボ イラ技 師,守 衛 等 人

事 院 の調 査 と同 じよ うな職 種 がみ られ る)。 た だ この調 査 は学歴 別 等 に区 分 して

い るの で対 象 人 員 数 が少 い と ころ もあ り.利 用 に際 して注意 す る 必要 が ある。職

種 とい う より も職 階,資 格 別 とい った面 か らの資料 と して も参 考 にな るo

「屋外 労働 者職 種 別 賃 金調 査 」 は,労 働 省統 計 情 報部 が屋外 労働 者 とい われ て

い る建 設 業,港 湾 運 送 関係 事 業 お よび陸上 運 送関 係 事 業 の事 業 所 に雇 用 され てい

る常用 と 日雇 労働 者 の賃 金 を職 種別 に調査 し.地 域 別,雇 用 形 態 別,賃 金 形 態別

等 にそ の実態 を明 らか にす る た め に実施 され てい る もの で ある。 労働 日数,労 働

時 間数,賃 金 にっ い て毎年8月 分 につ い て調 査 して い る。 職 種別 賃 金調 査 が比 較

的 実施 され に くい わ が国 の 賃 金調 査 と して は注 目すべ き1つ とみて よい。 なお,こ

の調査の前 身は,昭 和23!tE11月 に 「日雇 労務 者 賃 金調 査」 と して 発 足 した もの で ,

現 在 ま でに調 査 事 業 所 の規 模,職 種 の種 類 数 や抽 出 方法,集 計 事 項 に変 更 が み ら

れ たが そ の内容 は省略 す る。47年 か らは沖縄 県 につ い て も実 施 し.調 査 の規 模

は昭和38年 か ら大 巾 に拡 大 した。 地 域 別 の集 計 公 表 は府 県 別 に な され,北 海 道

と して は北 海 道1本 で み る こ とが 可 能 で あ るが,港 湾 運 送 関 係事 業 は港湾 別 に み

てい る。 北 海道 関係 は小 樽,函 館,室 蘭,釧 路,苫 小牧 の港 湾 別 に み る こ とが 出

来 る。

事 業 所 は建 設 業 は常 用 労働 者5人 以 上,港 湾運 送 関 係 と陸 上 運 送 関 係 事 業 で は

10人 以 上 を雇 用 す る民 営 事業 所 で ,調 査 対 象 の抽 出方 法 は事 業 所 を第1次 抽 出

単 位,労 働 者 を第2次 抽 出 単位 とす る 層化2段 抽 出 法 で,事 業 所 の層化 は都 道府

県(港 湾 は港 湾別)お よび 事業 所 規 模 別 に行 い,労 働 者 の層化 は職 種別 に行 な っ

てい る。 産 業別 調 査 事 業 所 数 は 昭和37年 で建 設30,792,港 湾 運 送 関 係.872 ,

陸 上運 送関 係4,555で 合 計36,219,労 働 者数 は376,116人 で ある。調 査 事
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項 は事 業 所 票 と個 人票 に分 かれ,後 者 は年 令,雇 用形 態,賃 金 形 態,住 込 又 は通

勤 の別(建 設 業 の み),実 労 働 日数,実 労働 時間数,き まっ て 支給 す る現 金 給 与

額 な どで あ る。 調 査 対 象職 種 名 は建 設 業27業 種,港 湾 関 係8 ,陸 上関 係6で あ

る。建 設 業 の 若干 の職 種 名 を示 す と,土 工,重 作業 人 夫(男) ,軽 作業 人 夫(女)

大工,と び工,左 官,配 管 工,機 械運 転 工.鉄 筋工,建 具 工,ボ ー リン グエ ,職

長,各 種 見 習等 で あ る。港 湾 関 係 は ウイ ンチ マン,船 内荷役 作業,陸 上 荷 役 作 業

員,タ リー マ ン,雑 役 等。 陸 上 関 係 は大 型 ・小型 貨物 自動車 上 乗 作 業 員 ,荷 造手

等 で あ る。 一

集計 結 果 表 は建 設業 でみ る と,全 国的 な もの は規 模別 に通 勤 ・住 込 別 や 定額 制

請 負制 別 等 に くわ し く公表 され るが,府 県別 には合計 と職 種 別 に,合 計 ・常 用 ・

日雇 別 に1人1日 平 均 現金 給 与 額,1人1月 平均 実 労働 日数,1人1日 平均 実 労

時 間数,推 計 労 働 者 数 が み られ る。 利 用 上 の注意 と しては ,(1}き ま って支 給 す る
べ

現 金 給 与額 とは手 取 り賃金 で な く,調 査 期 間 に支 払 われ た現 金 額 か ら所 得 税 ,社

会 保 険 料 な どを控除 しない もの で,賞 与 等 の臨 時給 お よび現物 給 与 は含 め な い。

(2)8月 末 に在 籍 した労 働 者 にっ い て み るの で短 期 間雇 用者 と8月 中 にそ の事 業 所

に雇 用 され た 労働 者 にっ い ては この事 業 所 に雇 用 され る以 前 の就 労 日数 は算入 し

てい な い。(3)37年 以 前 と38年 以 降 の調 査 を時系 列 的 にみ る場合 は ,事 業 所規

模 が異 な って い る点 に注 意 す る必 要 が あ るo

なお ・この ほ か に屋 外 労働 に関 す る職 種別 調査 と して,労 働 省統 計 情 報 部 が実

施 して い る 「林 業 労働 者職 種 別 賃 金 調 査 」 が あ る。 この調 査 は ,林 業 に属 す る労

働 者 の賃 金,労 働 日数 等 を職 種,賃 金 形 態別 等 に調 査 しそ の 実 態 を明 らか にす る

もの で あ る。 昭和29年 か ら毎 年10月 に調 査 を行 って きた もの で あ る が ,そ の

間 に改正 が行 われ,29年 は22都 道府 県 が対 象 地域 で あっ たが 現 在 は41と な

って い る。調 査職 種 は伐 木 造 材夫.チ ェ ン ソー伐木 夫(自 己所 有 と会 社所 有別)

人 力集 運 材夫,機 械 集 運 材夫,畜 力集 運 材夫(自 己所有) ,代 出雑 役 夫 の7職 種

で ・調 査 対 象 期 間 は現在 は7月1日 か ら9月30日 まで の間 で ,調 査 項 目は職 種.

通勤 ・山泊 地 区別,賃 金形態,実 労働 日数,き ま って支 給 す る現金 給与 額(超 勤

額 を含 む)等 で,地 域別 では 北 海道 分 が わか る。

「中小企 業 労 働 市 場別 賃 金速 報 一(産 業 別,職 種別,熟 練 産 別)一 」 は ,労 働
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省労 働 基 準 局 賃 金 福 祉 部 が 昭和39年 以 降 毎 年調 査 を行 っ てい る もの で,北 海 道

につ い て は 北海 道 労 働 基 準 局 が実 施 して い る。 これ は同 一地 区 に多数 の同 種 の 中

小 企 業 が密 集 して い る なか で地 域 経 済 に重 要 な役 割 を果 して い る もの に っい て,

職 種 別,熟 練 度 別 に賃 金 の実態 を調 査 した もの で あ る。 賃金統 計 の うちで,全 国

的 に わ た り主 要 な 中小企 業 の産 地 にお け る賃 金 相 場 を職 種別,熟 練 度 に とらえ,

速 や か に公 表 す る調 査 と して特 徴 の あ る もの で あ る。 この調 査 で 中小 企 業 とは労

働 者 の規 模 で300人 未満 をさ して い る。 ま た地 区 とい って も,必 ず し も一 つ の

地 域 に い わ ゆ る集 団 化 してい る とは 限 らな い よ うで ある。

調 査 項 目 と して は給 与 額,新 規 学 卒 者 の6月 分 所定 内給 与 額,熟 練 度 別 の賃金

をみ て い る。 所 定 内給 与額 とは所 定 労 働 時 間 内 の 労働 の対 価 と して 支給 され る賃

金 をい い,具 体 的 には基 本 給,業 績 給,役 付 給,特 殊 作 業 手 当,家 族 手 当,通 勤

手 当,住 宅 手 当,精 勤 手 当,そ の他 の 生活 補 助 手 当 等 を さす。

な お未 熟 練 とか熟練 とい うの は熟 練 度 を示 す もの だ が.そ の基 準 と して は,そ

の業 界 で調 査 職 種 の各熟 練 度 に到 達 す る た め に大 部 分 の労 働 者 が必 要 とす る経 験

年 数 を基礎 と して い る。・しか し個 々の労働 者 の熟 練 度 にっ い て は,各 熟練 度 を示

す 基準 及 び尺 度 と,調 査 で事 業 場 で き いた 事実 等 に よ り総 合 的 に判断 した もの で

あ る。 例 え ば熟 練 労働 者 の意 味 は,従 事 す る職 種 につ い て1人 前 の労 働 者 と して

の標 準 的作 業 能 力 を 有 す る者 と し,半 熟練 者 とは見 習 期 間又 は養 成 期 間 を経 過 し

た が,作 業 遂行 能 力 と して は熟 練 労 働 者 に含 まれ な い者 また は これ と同 等 程 度 の

作 業 遂行 能 力 を有す る者 と してい る。

調 査結 果 内 容 と して は,(1)対 象企 業 の規 模 別 事 業 所 数,(2)年 間売 上 高,(3)福 利

厚 生施 設 の状 況,(4)1人1ヵ 月平均 実 労働 日数,実 労働 時 間数,1ヵ 月 平均 の き

ま っ て支 給 す る給 与額,⑤ 新 規 学 卒 者 の 所定 内給 与額(男 女 別)(6月 分).(6}

職 種 別k・ よび熟練 度 別 所定 内給 与額(10月 分 で職 種 別 に熟練 産 別4区 分 でそ れ

ぞ れ第1◎ 四分 位 と第3・ 四 分位 の賃金 と中位 数 を示 してい る),(7}wa種 の概 要

と熟 練 度 別 ・経 験 年 数 と労働 者 数 を示 して あ る。

利用 上 の注 意 と して は.(1)前 述 した ご と く業 界 の慣 行 等 に より熟練 産 別 必 要経

験 年 数 に差 異 が あ るの で,比 較 をす る際 に は考 慮 す べ きで ある。 ② 労働 日数18
ノ

日未満 の者 は調 査 対 象 と してい な い。(3)規 模 の300人 以 上 は対 象 に しない等 で
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あ り.対 象労 働 者 数 の 少 い と ころ は平均 額 で 示 して ある。

北 海道 分 につ い て は,43年 に は函館 地 区細 網製 造 業(30企 業),浦 河地 区

一般 製 材業(73)
,札 幌 地 区 印 刷 業(190)。47年 は浦 河 地 区 一 般 製材 業

(36企 業),札 幌 地 区印 刷 業(226),旭 川地 区 家具 ・建 具 製 造 業(91)。

48年 は旭 川地 区 家 具 ・建 具 製 造 業(112),札 幌 地 区機 械 金 属製 品 製 造 業

(52),札 幌 地 区 印刷 業(193)が 調 査 され てい る。

「民 間給 与 の実 態 一国税 庁 民 間給 与 実 態統 計 調 査結 果 報 告 一 」は,国 税 庁 が民

間企 業 の年 間 の給 与 の実態 を所 得 別,企 業 規 模別 ・業種別 ・事 業規 模 別 等 か ら明

らか に し.租 税 負担 の 検討 や税 務 行 政 運 営 の基 本 資 料 を 目的 と した もの で あ り,

各年 度 毎 に税務 統 計 か ら見 た もの で あ る。 毎年 実施 し昭和48年 で 第25回 目で

あ り,29年 か ら指 定統 計 とな っ て い る。 昭 和48年 分の 資料 で調 査 対 象 を み る

と,48年12月31日 現 在 の 給与 所 得 者(所 得 税 の納 税 の有 無 を問 わ ぬ)で あ

る。 た だ し 日雇 労 務 者,国 家 公務 員,地 方 公 務 員,公 社職 員 や,全 て の従 事 員 が

源 泉 所 得 税 の納 付 税額 が ない 事業 所 の従 事 員 は 除か れ てい る。 調 査方 式 は標 本調

査 に よ り,業 種 は全産 業 で,給 与 は給 料 ・手 当 と賞与 の合 計 額 で あ り,こ の金額

は昭 和48年1年 間 の支給 総 額 で給 与 所 得 控 除 前 の金額 で,非 課 税 分現 物 給 一与は

含 まれ てい な い。 平均 給 与 とい うのは,給 与 支給総 額 を給 与 受 給 人員 で除 した も

の で あ る。 この調 査 か らわか る の は,(1)平 均 給 与,② 所得 階 層 別 分布,(3)小 規 模

事業 所(家 族 従 業 者 の うち,専 従 者 給 与 を受 け た者 を含 む)に つ い て も調 査 を行

っ てお り,(4}法 人 ・個 人 の区別,資 本 金別,企 業規 模別 に給 与の実 態 が わか る。

結 果 表 の主 な る もの は,㈲ 平 均 給 与,(n)所 得 階級 別 給 与所 得 者 数(1年 を通 じて

勤 務 した給 与 所得 者),日 給.与所 得 者 の所 得階 級 別 分 布,⇔ 給 一与所 得 者 の納 税 者

数 ・税 額,困 所得 控 除,内 平均 扶養 人 員数,肘 給 与 所 得 者 の地域 分 布 一国 税局別

管 轄 の11局(ブ ロ ッ ク別 と もい え よ う)一 札 幌 局 は北海 道 を示 してい る。

北 海 道 分 と して利 用 出来 るの は,北 海 道 の平均 給 料,手 当.平 均 賞与 額 及 び平

均 給 与 額(年 間),企 業規 模 別 業 種 別 事 業 所規 模別 平均 給 与 所 得 者数,所 得 階級

別納 税 者 と非 納 税 者数,所 得 階 級 別 給 与 額 と税 額 で あ り,し た が って 中小 企 業 に

つ い て の年 間 所 得 額 をみ る こ とが 出来 る。

利 用上 の注 意 事項 の若干 を示 す と,(1)給 与所 得 者 の うち1年 を通 じて勤 務 した
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給.与所 得 者 とは,昭 和48年 の1月 か ら12月 ま で 引続 き勤 務 した もの(1月 か

ら12月 分 ま で給一与 の支 給 を受 けた 者)を い い,年 の 中途 で就職 ま た は退職 した

者 は1年 未満 勤 続 者 とい って い る。 単 に給 与所 得 者 とい うと きは両 方 を合計 した

もの で あ る。 ② 業 種 の分 類 は企 業 の 業 種 に より分 類 した もの で,事 業所 の業 種 に

よって は い な い。(3)標 本 事 業所 を抽 出す る際 には,業 種区 分 に よ らない で事 業 所

の 従業 員 数 の区 分 に よっ て層別 して い るた め に,農 林 水 産 業,鉱 業 等 の標 本 事 業

所 は非 常 に少 ない 結 果 にな っ てい る点 に注 意 して お く必要 が あ る。

「賃 金 事 情調 査 」は,中 央 労働 委 員 会 が労働 争 議 の調 整 の参考 に 資す るた め に,

昭 和27年 以 来 毎 年,全 国 の主要 大企 業(資 本 金5億 円以 上,1000人 以 上)に

っ い て全産 業 で み て い る もの で,49年 版 で は511社 の うち369社 が回 答 して

い る。 主 な る集 計 内容 は,従 業 員 の構 成,月 間労 働 時 間数,基 準 内 ・外 賃 金,役

付 手 当額,役 職 別 基 準 内賃 金,家 族 手 当,年 令 ・学歴 別 等 の基 準 内賃 金,基 準 内

モ デ ル賃 金(年 令 ・勤 続 ・扶 養 家 族 数 別 の 組 み合 せ と学歴 別 ・性別 ・生 産 と事 務

技 術 労働 者別),初 任 給,賃 金 増 額 状 況(昇 給 ・賃 上 げ 分等),一 時金 の配 分 状

況(夏 季 ・年 末 分),年 令別 基 準 内 賃 金 の特 性 値(産 業 別 ・業 種別 ・年 令 別 ・学

歴 別 に平均 賃 金,第1四 分 位数,中 位 数,第3四 分 位数 等)と,特 定年 令(18・

25・30・35才)の 基 準 内賃 金 の特 性 値 を産 業 別 業 種別 に み て い る。 地 域 別

に は み られ ず,ま た主 要 な大企 業 に限定 され て い るが,モ デ ル賃 傘等 他 資料 にみ

られ ぬ項 目が 年 次別 に と らえ られ る。 しか し比 較 検討 ・利 用 の際 は充 分注 意 す べ

きで ある。
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表1-3賃 金構 造基本統計調査内容の変遷

調査 の名称 と調 査範囲(地 域)

年 次 別 調 査 の 名 称 地 域

昭和23年 ～25年 個 人 別 賃 金調 査 全 国(23年),全 国(24年),一 部 府 県(25年)

26～28年 職 業 別 賃 金 調 査 特 定 地 域(26年),特 定都 市,特 有 ブロック(27年),全 国(28年

29年4月 職種別等賃金実態調査 全 国

個 人 別 賃 金 調 査 〃

30～32年4月 職種別等賃金実態調査 〃

33年4月 賃金 構 造 基 本 調 査 〃

34・35年4月 〃 〃

36年4月 賃金 実 態 総 合 調 査 〃

37・38年4月 特 定条 件 賃 金 調 査 〃

39・40・41・42年4月 賃金構造基本統計調査 〃

43・44・45年46年6月 賃金構造基本統計調査 〃

47年6月 賃金構造基本統計調査 全国(沖 縄県 を含 む)

48年6月 賃金構造基本統計調査 全国

(注)第3表 か ら第6表 は,・昭和48年 賃 金 構造 基 本 統計 調査 報 告書 よb引 用 ・作 成 した もの。



表1-4特 定年度 の賃金構 造基本統計調査 の内容(1)

昭和23～25年
29年4月

33年4月

個 人 別 賃 金 調 査
職種別等賃金実態調査

個 人 別 賃 金 調 査
賃金構造基本調査

産 業 鉱業 鉱業,建 設業 鉱業,建 設業

調 製造 業,ガ ス ・電気,水 道 業, 製造業,卸 売および小売業 製造 業,卸 売 ・小 売業

商業,金 融 業,運 輸 通信 業, 金融および保険業 金 融,保 険 業,不 動産 業,

査
25年 は卸 売 お よび小 売 の

一部 とサ ー ビス業 の一 部 と

不動産業

運輸通信およびその他の公

運 輸通 信 業

電 気,ガ ス,水 道業

範
の計14産 業 益事業

規 模 30人 以上の事業所 ]n人 以 上 10人 以 上

囲 ただ し25年 は1人 以 上

事業所の種類 民営(23,25年) 民官公営 民官公営

官民合計(24年)

産 業 23年27産 業 職種 別 一計,大6,中43 計,大8,中29,小21

24年38産 業 個 人 別 一計,大6,中36

25年12産 業

職 階 な し な し な し

職 種 23,24年 な し 共通13職 種 共通2職 種

25年 の職 種は サー ビス業 特 有346職 種 特 有198職 種

結 の18職 種

規 模 23年3区 分 計1,000人 以上 計1,000人 以 上

果 24年 計 の み 500～999人100～499人 100～999人10～99

表 25年7区 分 30～99人10～29人 特 別 集 計 と して500～999

100～499!∧ ∨30～99ノ ～∨
土
早 10～29人

に

お
労働者の種類 労務 者,職 員(23年)

な し(24,25年)

け 性 別 男 女 別 男 女 別 男 女 別

る
年 令 年令階級別 年令階級別 年令階級別

11区 分23年 9,4,3区 分 8区 分6区 分

分 12区 分24年 特別集計は9区 分

類
9区 分25年

勤 続 勤続年数階級別 勤続または経験数 な し

区 9区 分(24,25年) 階級別9区 分 ただし特別集計は勤続年数

分

・

階級別9区 分

学 歴 23,25年 な し 4区 分 職員(男)お よび男子労働

24年 あ り 小学新中卒 者 は29年 の調 査 と同 じく

旧中新高卒 4区 分

旧高専短大卒 その他は2区 分

旧大新大卒 小卒新中卒,旧 中新高卒以

上

(注)特 定 集 計 と して全 国の 個 人別 につ い ては10～29,30～99人,100～499人,500～
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37・38年4月

特 定 条 件 賃 金 調 査

42年4月

賃金構造基本統計調査

45年6月

賃金構造基本統計調査

48年6月

賃金構造基本統計調査

33年 に同 じ

33年 のほ か サー ビス業

を追加

42年 に 同 じ 45年 に 同 じ

10入 以 上 5人以上 5人 以上 5入 以上

民官公営 民官公営 民官公営 民営公営

計,大7,中10 計,大9,中40,小27 計,大9,中28

小16

計,大9,中38,

小33

な し な し 部 長,課 長,係 長,職 長 45年 に同 じ

な し 共通12職 種

特 有112職 種

共 通9職 種

特 有140職 種 翻 醗離1・ 典
サー ビス業関係22職 種

(5～9人)

計1,000人 以 上

500～999人100～

499人30～99人

10～29人

⇔ 計1,000人 以 上,100

～999人10～99人

5～9入

た だ し職 種 別 集 計 に は5～

9入 は な い 。

42年 に 同 じ

ただ し職 階 は鉱 業,建 設

業,製 造 業

500人 以上 は そ の他 の

産 業(サ ー ビス を除 く)

100人 以上

45年 に同 じ

労務者,職 員 生産労働者

管理 ・事務 ・技術労働者

42年 に 同 じ 45年 に同 じ

男 女 別 男 女 別 男 女 別 男 女 別

年令階級別

9区 分

X

8区 分6区 分 年令階級別9区 分

特定年令別41区 分

年令階級別12区 分

特定年令別51区 分

年令階級別の特定

勤続年数階級

勤続年数階級別9区 分

経験年数階級別5区 分

42年 に同 じ 45年 に 同 じ

33年 に同 じ

労 働 者,男 子 労働 者 お よ

び管理 ・事 務 ・技術 労 働

者(男)は4区 分

4区 分は33年 に 同 じ

そ の他 は2区 分 で33年

に 同 じ

男子 労働 者 お よび管 理 ・

事 務 ・技 術 労働 者(男)

は4区 分

そ の他 は2区 分

男子,女 子 労働 者 お よび

管 理 ・事務 ・技 術 労働 者

(男 ・女)は4区 分,そ

の他 は2区 分

999入,1,000～4,999入,5,000人 以 上 の 区 分 で あ る 。
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表1-5特 定年度 の賃金構造基本統計調 査の内容 ②
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昭和23～25年

個 人 別

賃 金 調 査

29年4月

職種別等賃金

実 態 調 査

33年4月

賃 金 構 造

基 本 調 査

37・38年4月

特 定 条 件

賃 金 調 査

42年4月

賃金構造基本

統 計 調 査

45年6月

賃金構造基本

統 計 調 査

48年6月

賃金構造基本

統 計 調 査

結

果

表

革

事

項

平 均 年 令
'

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

平 均 勤 続 年 数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

実 労 働 時 間 数
た だ し0
25年 な し ○

A

O ○ ○ ○ ○

所 定 内 労 働 時 間数 な し
,

な し な し な し な し ○ ○

労 働 日 数 ○ ○ ○ な し な し
○ ただ し5～9

人企業 規模 のみ
○

きま っ て支 給 す る現

金 給 与 額
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

所 定 内 給 与 額 な し な し な し ○ ○ ○ ○

超 過 労 働 給 与 額 な し な し な し ○ な し な し な し

'

1時 間当りきまって支給

す る 現 金 給 与 額
な し な し な し な し な し

○ ただ しパー ト
タイム労働 者のみ 045年 に同 じ

特 別 に 支 払 われ た

現 金 給 一与 額
○ な し な し な し ○ ○ ○

ベ ー ス ・ ア ッ プ額

算 入 状 況
な し な し な し な し な し ○ ○



表1-6主 要 統 計 表 の 時 系 列 比 較

ぎ 全 国 府 県 別 地域別

目
口ヵ次

労働者の属性別 職 階 職種別 醐醐 賞 鋤 撒
パ」トタイ

ム労働者
労働者の

属性別
職 難 ノくム 小 大

別次

別 ] 2 3 4 5 6 1 2 3 1 2 3
任

輪

準

端 与

働

日男1

働

時

1間男1

1 2 ; 3 4
種

別

卒

襯 霧毅
別

袈
別

39年 ○ ○ ○ ○ ○ ○

40 ○ ○ ○ ○ ○

41 ○ ○ ○ ○ ○ 1

42 ○ ○ ○ ○ ○

43 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

44 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

45 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

46 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

47 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

48 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

(注)(イ)労 働 者 の属性 別

(ロ)職

O

⇔

団

8

ω

1.年 令階級別 きまって支給する現金給与額,所 定内給 与額及び年間賞与その他特別

給与額 り く一 トタイム労働者を含む)

2.年 令階級別 きまって支給する現金給与額,所 定内給与額及び年間賞与その他特別

給.与額

3.年 令階級及び勤続年数階級別きまって支給する現金給与額及び所定内給.与額

4.年 令階級及び所定内給与額階級別労働者数

5.年 令階級及びきまって支給する現金給与額階級別労働者数

6.勤 続年数階級及び所定内給与額階級別労働者数

階1.職 階及び年令階級別 きまって支給する現金給与額,所 定内給.与額及び年間賞与そ

の他特別給与額

2

3

学 卒 初 任 給

標 準 労 働 者

賞 与

労 働 日 数 別

労 働 時 間 数

前 トタイ曙 ・.

職階及び勤続数階級別 〃""

職階及び所定内給与額階級別労働者数

新規学卒者の初任給額(所 定内給与額)

標準労働者の所定内給与額及び年間賞与その他特別給与額

年令階級及び勤続年数階級別年間賞与その他特別給与額

労働 日数階級別労働者数

労働時間数階級別労働者数

年令階級別1時 間当たりきまって支給する現金給与額及び年間賞与その他特別給

与 額(パ ー トタイ ム女子 労 働 者)

2.1時 間 当 た りき ま って支 給 す る現金 給 与 額階 級 別労 働 者 分布 の特 性 値(パ ー トタ
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イ ム労働 者)

〈府 県 別〉

(リ)'労働 者の 属性別

(ヌ)職 種 別

ρり 学 卒 初 任 給

㈲ ㌫ ト㎡ イ亀

(ワ)地 域 別

1.き まって支給する現金給与額,所 定内給与額及び年間賞与その他特別給与額

2.年 令階級別 きまって支給する現金給与額,所 定内給与額及び年間賞一与その他特

別給与額

3.所 定内給与額階級別労働者分布の特性値

4.年 令階級及び勤続手数階級別きまって支給する現金給与額及び所定内給与額

職種別きまって支給する現金給与額及び所定内給与額

新規学卒者の初任給額(所 定内給与額)

1時間当たりきまって支給する現金給与額(パ ー トタイム女子労働者)

〈小地域別〉 年令別階級別きまって支給する現金給与額,所 定内給与額及び

年間賞一与その他特別給与額(小 地域)

3賃 金制 度 に 関す る統 計 資 料

賃金 水 準(額)に つ い て の調 査 ・資料 は比 較 的 多 いが,賃 金体 系 とか賃 金 制 度 ・

労働 時 間制 度 に関 す る もの は きわ め て少 く,と くに地 域 的 な もの は殆 ん どない と

いえ る(た だ最 近 の週 休2日 制 導 入 に関 して,そ れ の み の調 査 は 多 くの と ころ で

な され てい るが)。 か か る調 査 で定 期 的 に実 施 され地 方 的 に み られ る もの が な い。

しか し,こ れ らの もの は比較 的 全 国 資 料 に よっ て検討 出 来 る もの とい え よ う。 定

期 的 に行 われ て い る もの と して,労 働 者 の 「賃金 労働 時 間制 度 総 合 調 査 」が ある。

これ は従来 か ら実施 して きた3っ の調 査 を統 合 して,昭 和41年 か ら行 って いる

もの で あ る。 す な わ ち,「 給 与 構 成 調 査 」は23年 か ら毎 年1回 行 われ,「 労働

時 間制 度 調 査 」は28年 よb毎 年1回 行 わ れ た が,29・31年 は 実施 しなか っ

た。 「賃 金制 度調 査 」は 不定 期 的 に行 われ,32年 に 「給 一与制 度 特 別 調 査 」,

38年 に 「賃 金制 度調 査 」が行 われ た。 これ らを統 合 して,41年 以 降総 合 調 査

が行 われ,賃 金構 成,賃 金 体系,週 所定 労 働 時 間,週 休 制 等 につ い て毎年 調 査 を

した。45年 にそ の実 態 を よ り適 格 に把 握 しうる よ うに調 査 内 容 を改 訂 し,ま た

調 査単 位 を従 来 の事 業 所 か ら企 業 単 位 に変更 した。

この調 査 の 目的 とす る と ころ は.主 要産 業 に おけ る企 業 の 賃 金,労 働 時 間 や こ

れ に関 連 す る諸制 度 の基 本 的 事 項 を総 合 的 に調 査 して,労 働 条件 に関 す る制 度 の

現 状 を明 らか にす る こ とで あ る。 調 査 の範 囲 は 日本 全域 で,産 業 は鉱 業,建 設業,
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製 造 業 等8大 産 業,30人 以上 の常 用 労働 者 を雇用 す る民 営 企 業 で あ る。事 業 所

統 計 調 査 結 果 を母 集団 と し,一 定 の抽 出率 で約5,000企 業 を無 作 為抽 出 した も

の で あ る。 調 査 対 象 期 日 ・期 間 は毎 年9月30日 現 在 で ある。 調 査 事 項 は基 本 給,

賃 金 の改 定,賃 金体 系,労 働 時 間 制 度 で ある。 賃金 分 類基 準 はつ ぎの よ うにな っ

てい る。(1)基 本給 は3区 分 で,(イ)仕 事給 と して3種 類 に区分 し,(m)属 人 給 は2種

、類,内 総 合 給2種 類。 ②業績 給 は3区 分 で個 人能 率 給,団 体 業 績 給,そ の他 とな

っ て い る。(3勤 務手 当 は4区 分 で役 付手 当,特 殊 作 業 手 当.特 殊 勤 務 手 当,技 能

手 当 で ある。(4)生 活手 当 は5区 分 で家族 手 当,地 域 手 当,通 勤 手 当,住 宅 手 当,

そ の他 の生 活補 助 手 当。(5)奨 励 手 当(精 皆勤 手 当)。(6}そ の他 の諸 手 当。(7)超 過

勤 務 手 当。{8)そ の 他 とな って い る。 基本 給 体系 の分 類 基準(こ れ は基 本給 を構 成

す る各種 賃 金 の組合 せ で ある)は,(1)仕 事 給 体系 と しての6区 分 してい る。 内訳

け は単 一 型 仕 事 給体 系3種 類 と併 存 型 仕 事給 体 系3種 類。(2)属 人 給 体 系 は2種 類

(3)総合給 体 系 で3種 類 。(4)業 績 給 体系 となっ て,大 区 分 と して4つ に分 け て分析

を行 っ て い る。

結 果 表 の主 な もの は,産 業別 ・規模 別 ・基 本 給体 系 の種 類 別 基 本給 体系 数 と適

用労 働 者 数,産 業 ・規 模 賃 金 の 種 類別 賃 金 の構 成比 率,産 業 お よび手 当 の 種 類別

各種 手 当 の採 用率,産 業 ・昇 給 方法 の変 更 の有無 お よび変 更 内容 別 基 本 給 体系 数,

産 業 ・規 模 お よび主 な週 所 定 労働 時 間階 級 別企 業 数,産 業 ・規 模 お よび週 休制 の

形 態別 労働 者数,産 業 ・規 模 お よび交 替 制勤 務 の形 態別企 業 数,所 定 外 労働 に対

す る賃 金 割増 率 別 企業 数 等 で あ る。 この 調 査 は前述 の よ うに,45年 か ら調 査単

位 を事 業所 か ら企 業へ 変 更 して い る ので,調 査結果 につ い て比 較 を行 う際 には注

意 す る必要 が あ る。

4モ デ ル 賃 金

札 幌 商 工 会議 所 企 画調 査部 は39年 以 来毎 年 「モ デ ル賃金 調 査 」 を行 い.こ れ

をr賃 金 白書 』と して初 任 給調 査,燃 料 手 当 ・寒 冷 地 給 の支 給 状 況,道 内 の商 工

会 議 の モ デ ル賃 金 や全 国 の 主要 商工 会議 所 の モ デル賃 金 をの せ,比 較 出来 る よ う

に してい る。 ま た参考 資料 と して賃 上 げ の要求 ・妥結 状 況 ・標 準生 計 費,賃 金傾

向 値表(財 団 法 人労 働 法 令 協 会 作成)を のせ てい る。 年 度 に よって は,若 干 労働
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者 の意 識 調 査 結 果 等 の,会 議 所で実施 した調 査結果 を の せ,利 用 に便 宜 を与 え てい

る。 モ デ ル賃 金調 査 は 北海 道 では函 館.苫 小牧,室 蘭,帯 広,釧 路,旭 川等 の商

工会議 所 で初 任給 等 の調 査 と と もに実 施 してい る。

モデ ル賃 金調 査 は,札 幌 の場合 は札 幌 に所 在 す る事 業 所 にっ い て各学 歴,年 令,

勤続 年 数 ご との条 件別 賃 金調 査 を行 い,各 企 業 の 合理 的 な賃 金管 理 をは か るため

に参考 資料 を供 す る に あ る。 例 えば 新制 大 学 卒,27才 勤 続年 数5年,扶 養 家族

1人 の男 子 とい うモ デ ル条 件 をあ らか じめ設 定 し,そ の条 件 に した が っ て賃金 を

調 査 した もの で ある。 賃 金調 査 の記 入 方法 は.モ デル設 定 条 件 に あっ た者 の 賃金

を記 入す る の を原 則 とす るが,も し条 件 とあ う者 が い な い場 合 は,そ の条 件 に最

も近 い標 準 的 な 実存 者賃 金 と賃金 規 則等 か ら推 算 し,条 件 に合 致 した想 定 賃 金 を

求 め る とい う方法 を とっ てい る。 モ デ ル賃 金 は所定 労働 時 間 内勤務 に対 して支払

われ る もの を調査 してい るが,家 族 手 当,物 価 手 当,住 宅 手 当,交 通 費,精 皆勤

手 当,奨 励 給等 は 除 か れ て い る。

調 査 対 象 は札 幌 市 内 の 常 用従業 員30人 以 上 の 事 業 所(卸 ・小 売業 は20人 以

上,出 先 事 業 所 は当 該事 業 所 の従業 員10人 以 上)で,「 札 幌 商 工 名鑑 」か ら昭

和48年 は1,200社 を抽 出 して調 査 を行 っ たが,有 効回 答 事 業 所368と なり,

これ を集 計 して い る。調 査 期 間は48年5月 末 現 在 で あ り.集 計 規 模 は50人 以

下 が37.5%,51～100人13.2%,101～300人20.1%で.1,000

人以 上 が17.9%と なb,100入 以 下 が多 い。 調 査 項 目と しては,(1)学 歴 ・年

令 ・勤 続 年 数 別 モ デ ル賃 金。 ②高 年 令 層 の学歴 ・勤 続 年数 別 賃 金(3)中 途 採 用 者

の初 任 賃 金(4}最 近1年 間 の賃 金 引 き上 げ に つい て(5)賞 与 の支 給 状況(6)通 勤

手 当 ・家 族 手 当。{7)所 定 労働 時 間等 で あ る。

平 均額 の計 算 は,各 学 歴,年 令,勤 続 年数 ご とに各企 業 の賃 金 を算 術 平 均 した

もの で あ る。 この 資料 を利 用 す る に あた っ て,規 模 が大 き くな る と企 業 で 比較 的

モデ ル条 件 に合致 す る実在 者 の賃 金 が え られ る が,中 小 規 模 で は各 年 令 層 が い な

い とい っ た点 が あ るの で,注 意 す る必 要 が あ る。 ま た モデ ル賃 金 とい う名称 か ら

誤 解 され,利 用 面 で誤 ま りが 生 ず る場合 もあ るの で,こ の調 査 内容 を充 分 よ く理

解 した上 で利 用 す る こ とが 大切 で ある。 な お全 国 の主 要 商工 会議 所 で同 じ内 容 で

調査 して い るの で,利 用 に際 して便 利 で あ る。
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5初 任 給 等 に 関 す る統計 資 料

新 規 学 卒 者 の 「初 任 給調 査 」は,労 働 省 職 業 安 定局 が 昭和29年3月 以 降 毎 年行

っ て きた。39年3月 卒 の調 査 は,労 働 省 統計 調 査 部 が 「雇 用 動 向 調 査 」の一 環

と して行 い,40年 か ら44年 ま で は職 業 安定 局 が 「新規 学 卒 者初 任 給調 査 」 を

行 った。45年3月 以 降 は,全 国 の公 共職 業 安定 所 か ら職 業 安 定 局 労働 市場 セ ン

ター業 務 室 に失 業 保 険 被保 険 者 資格取 得 の 申告 が あ った デー ター の 「賃 金 月額 」

欄 等 の記 入 事 項 に よって集 計 す る こ と となっ た。 全 国的 には規 模別 ・学歴 別 ・性

別 ・地域 別 に集 計 され て い る の で,初 任 給 の額 と と もに諸格 差 が わ か る。 地域 別

で は,都 道府 県 別 に学 歴 別 性 別 に公表 され てい るの で ,北 海 道 の場 合 は ど くに本

道 の初 任 給 と関 東 とか愛 知 ・大阪 等(流 出者 の 多 い地域)の 初 任 給 比較 が で き る

の で参 考 にな る。 な お.時 系 列 的 にみ る こ とが 出来 るが ,調 査 対 象 ・方法 が こ と

な って い る の で注意 す る必 要 が あ る。 初任 給 にっ い て は各 商 工 会議 所 や 道労 働 部

等 で毎 年調 査 を実 施 して い るo

賃 金 の 引 上 げ につ い て は.巻 斗 方 式 が 昭和30年 以 降 行 わ れ20年 の経 過 の な

か で定 着化 して きた。 した が っ て労 使 団 体 や労 働 省 ,北 海 道庁 等 で,賃 上 げ の実

態 を把 握 し賃 金問 題 解 明 の資料 を作 成 して い る。 これ らの な か に は ,賃 金 決定 の

要 因 とか賃 金(世 間)相 場 とは ど うい う もの を意 味 してい るか 等 も調 査 して い る

の も あ る。 内容 的 に注 目す べ き もの に,労 働 省 の 「資 料春 斗 賃上 げ の実 態 一賃金

引上 げ 等 の 実 態 に関 す る調 査結 果 一 」が あ る。 これ は44年 以 降調 査 が行 わ れ て

い る。 この調 査 の 目的 は,労 働 組 合 の な い もの も含 め た民 間企 業 の賃 上 け 額
,賃

上 げ事 情,賃 上 げ の経 営 へ の影 響 等 の把 握 に あ る。 調 査範 囲 は ,48年 には企 業

の ほか に,個 別 賃 金 要 求 とい った労 組 の と り くみ 方 等 も補 完 す る ため ,労 働 組 合

も対 象 と した。 企 業 の調 査 対 象 は全産 業 とみ て よ く ,製 造 業,卸 売 ・小 売 業 は

30人 以上,そ の他 は100人 以 上 の企 業 にっ い て み てい る。 労 働 組 合 は個 別 賃

金要 求 を行 った鉄 鋼 労連 ・合 化 労連等 の8組 織 に属 し,300人 以 上 の組 合 員 を

有 す る企 業 単 位 の労働 組合 で ある。企 業 の 方 は約4,200企 業 を抽 出 し ,回 収率

約70%で,調 査 結 果 の数 値 は抽 出率 の送 数 で復元 推計 と してい る。 労働 組 合 は

約250を 対 象 と し,回 収率 約60%,48年 調 査 の対象 期 間 は,1人 当 た り賃

上 げ額(率),賃 金改 定 事 情,賃 上 げ に際 して の付 帯 的要 求 等 は48年9月 以 前
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1年 間 の もの,賃 上 げ の企 業 経 営 へ の 影 響 の程度 は今 後1年 間,そ の他 の項 目は

原 則 と して過 去1年 間 を とっ て い る。 主 な る調 査 結 果 項 目は,(1)賃 上 げ額(率)

② 賃 上 げ の妥 結 ・決 定 時期 。(3)賃 上 げ 決 定 に当 た り企 業 が重 要 視 した事 項(世 間

相 場 とか企 業 の業績 等)は な に か。(4)賃 上 げ の企 業経 営 に対 す る影響 や人 件 費増

に対 して とった対 策。 ㈲最 低 保障 賃 金 とか標 準労 働 者賃 金等 の個 別 賃 金 要 求 の 内

容 と妥結 状 況。(6)賃 上 け に際 して の賃 金 以 外 の要 求 内容 等 で,く わ し く行kわ れ

て い る。全 国的 な 資料 で ある が,産 業 別 規 模 別 等 に み る と賃 金決 定 事情 と して,

北 海 道 と して も充 分利 用 し うる もの で ある。

6家 計 費 に関 す る統 計 資料

賃 金 と生 活費 との関 連 は密 接 で あ るが,勤 労 者の 生 活費 を把 握 す るた めに は

「家計調 査 」資 料 が あ る。 全 国 的 な資 料 として は,総 理 府 統計 局 の 「家計 調 査 報

告 書 」が あ るが,北 海 道分 は 毎 月 分 につ い て全 世 帯 と勤 労者 世 帯 につ い て調 査 ・

集計 を行 っ て い る北海 道 ・開 発 調 整 部調 査 統計 課 の 「北 海 道家 計 調 査 」が あ る。

これ は 「北海 道 統 計 」 に発 表 され てい る。 この調 査 の前 身 は,昭 和21年 に総 理

府統 計 局 が実 施 した全 国28都 市 の 「消 費 者 価 格調 査」であb,こ の と き本 道 は札

幌 市 と夕張 市208世 帯 につ い て行 われ た が,24年 か ら対 象 を500世 帯 に し

て 「北 海 道特 別 消 費 者 価 格調 査 」 を実 施 した。 そ の 後26年11月 に改正 を行 い

「北 海 道 消 費 実態 調 査 」 と改 称,28年4月 か ら従 前 の品 目分 類 を用途 分 類 に変 え

て,名 称 を 「北海 道 家計調 査 」 と した。37年11月 に大巾 な拡 大 改正 を行 っ た。

標 本 世 帯 の抽 出 は 層別3段 抽 出 に ょ り行 って い る。 毎 月 の北 海 道 家計 調 査 は,全

世帯 は 消費 支 出 の集 計 を,勤 労 者 世帯 は収 入 ・支 出 の集計 を行 っ て い る。 収 入 ・

支 出 の項 目は表1-7に 示 す とお りで あ る。年 度 別 の 家計 調査 は市部(大 都市 ・

中 ・小 都 市)と 郡 部 別,地 域 別 に は道 南 ・道央 ・道北 ・道 東 の4地 域,月 別 の収

入 ・支 出 ・全 道年 間実 収 入5分 位階 級別 平 均1ヵ 月間 の収 支,世 帯 人員 数 別,世

帯主 年 令階級 別,世 帯 主産 業 別,世 帯 主職 業 別,全 道 住宅 所有 階 級 別 平 均1ヵ 月

間 収支 が ある。 この ほか に,全 世 帯 につ い て1世 帯 当 り年 間品 目別 支 出 金額,購

入 数 量 お よび平均 価 格 にっ い て 全 国 と北 海 道 分 が み られ る。 なお,家 計 調 査 の補

完調 査 と して,年 度 別 の 「家庭 用燃 料 に関 す る実 態調 査 結 果 」 も行 わ れ,北 海 道
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におけ る燃 料手 当 ・寒 冷 地 手 当 を検 討 す る資 料 と して参考 にす る こ とが 出来 る。

こ こで は家庭 用 燃 料 の 種類 別 構 成,住 宅 の構 造 ・建 方 ・建築 年 数別,暖 房 設 備 の

あ る部 屋 数別 の燃 料 の種 類 ・年 間平均 消 費 額 が 示 され てい る。

この ほか に,北 海道 の非農 林 漁 家 の 消費 者 世 帯 の主 要 耐 久消 費材 の所 有 の実 態

を 明 らか にす る こ とを 目的 と した 「北海 道 主 要耐 久 消 費財 調 査 」 が あ る。 調 査 時

期 は そ の年 度 の12月31日 現 在 で あ り,自 計 申告 に よる方 法 で38市 町2,268

世帯 を対 象 と して,(1)主 要耐 久 消 費材48品 目の所 有数 量,(2)主 要 耐 久 消 費財

48品 目の47年 中 の購 入 数 量 及 び48年 中 の購 入 予 定数 量 を調 べ てい る。 調 査

品 目 もそ の年 次 に あ う よ うに新 設 ・削 除 を行 い.年 間収 入階 級 別,世 帯 主 の年 令

別,世 帯 主 の職 業別,世 帯 人員 数 別 等 の所 有数 量 をみ て い る。

なお,実 態 生計 費 の ほ か に標 準 生 計 費 の 調 査 が行 われ毎 年発 表 され てい る。 こ

れ は人 事院 や各 都 道 府県 の入 事 委 員会 が,公 務 員,地 方公 務 員 の給 与 改 定 につ い

て の勧 告 をす る際 に作 成 してい る もの で あ る。 北海道 につ い ては,北 海 道 人 事委

員会 が毎 年4月 分 の札幌 市 にお け る独 身 男 子(18才 程度)の 標準 生計 費 を発 表

してい る。 これ は一 種 の理 論 生計 費 的 な部 分 がみ られ る もの で,独 身 男子1人1

日当 り標 準 カロ リー を,国 民 栄養 調 査 成 績 や 日本人 の栄養 所 有量 を 参 考 と し,ま

た北 海 道 と して は寒 地 の プラス ・ア ル ファ 的 部分 も含 め2,942calと した。 こ

れ をどの ようにして食 品摂 取 をす る の か は,マ ー ケ ッ ト ・バ ス ケ ッ ト方 式 に より,

札 幌 市 のそ の年 の4月 の実勢 価 格 を用 い て,独 身男 子1人1日 当 り食 料 費 を49

年4月 は519.33円 と し,食 料 費 は これ に365/12日 を乗 じて算 定 した。 食 料 費

以 外 は,総 理府 統 計 局 の 家計 調 査 にお け る49年4月 の費 目別 平 均 支 出金 額(日

数 の調 整 や世帯 人 員 を4人 に調 整)に,費 目別 ・世帯 人 員数 別 換 算 乗 数 を乗 じて

算定 した もの で あ る。 各 地 の標 準 生計 費 は世 帯 人 員数 別 の標 準生 計 費 の算 出 もな

さ れ て い る が,各 地 で作 成 され る食 料 費 マー ケ ッ ト・バ ス ケ ッ ト等 にっ い て検 討

す る こ と も参考 にな る だ ろ う。

な お,総 理府 統 計 局 の 「家計 調 査報 告 」は毎 月発 表 され,地 域 的 比較 が 出来 る

し,1年 間 をま とめ た 「家 計調 査 年報 」 も刊 行 され,家 計 費 の分析 に便 利 で ある。

「全 国 消 費 実態 調 査 」 は総理府統 計局 が実施 している。 これ は農 林 漁 家 を除 く全

国 の消 費 者 世帯 の 家計 の 実 態 を調 査 して い る。 第1回 は34年 で,5年 お きに行
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い39・44年 に行 った。 「家計 調 査 」 の主 目的 が時 系 列 の動 きを み るた め調 査

対象 数 は 少 い が ・この調 査 の標 本 数 は約46,000世 帯 と多 く ,収 入,世 帯 規模,

住 宅.地 域 別 等 に詳 細 にみ て い る。 単 身者 世 帯 も約3 ,600調 査 してい る。 調 査 内

容 は家計 の収 入 と支 出 ・主 要 耐 久 消費 財 の所 有 数 量 ,品 目別 の購 入 先,世 帯 構 成

と住 宅 等 で ある。44年 には貯 蓄 と借 入 金 現在 高 を加 え た。調 査 期 間 は2人 以 上 て'

の世帯 は9・10・11月 の3ヵ 月間(単 身 者 は10・11月 の2ヵ 月 間)
。 結

果 の公 表 は ・44年 は9巻 に分 け刊 行 してい る。 「家 計調 査 」の結果 とこ となb
,

家計 収 支 を世帯 の 各種 の属 性 に よっ て分 類 組 合 わ せ を し ,家 計 の実態 を詳 細 に 明

らか に し,地 域 別 資 料 もあ るの で北 海 道 分 も くわ しくわ か る。 た だ し北 海 道 と し

ては ・調 査 期 間 が冬 の準 備 期 に当 るの で この点 に問 題 が あろ う。

独 身勤 労 者 の消 費 生 活 の 実態 につい ての調 査 は ,調 査 自体 が 困難 で あ るた め か,

資料 は極 め て乏 しい が,経 済企 画 庁調 査 局 が,普 通 世 帯 を対象 に して行 っ て い る

「消 費 者 動 向 予測 調 査 」を補 い,個 人消 費 の全 体 動 向 をは撮 して景 気 動向 判 断 の

基礎 資 料 にす る た め に,40年 秋 か ら年2回(春 ・秋)調 査 を実施 して きた もの

で あ る。 現 在 公 表 印 刷 され て い るのが 「独 身勤 労 者 の 消費 生 活(第17回) 一昭

和49年3月 実 施独 身 者 消 費 動向調 査報 告 一 」で あ る。 調 査 対 象 は東 京 ,大 阪,

札 幌 ・北 九州 ・福 岡 の各 都 市 に ある従業 員100名 以 上 の 事 業 所 で ,働 く30才

未 満 の未 婚 サ ラ リー マ ン約300万 入 の な か か ら,199事 業所 を選定 ,3,710

人 を抽 出 して ・毎 年3月 と九月 の2回 を調 査 期 間 と し,事 業 所 を とfoし て依頼 ・

回収 を行 って い る。 有 効 回 答率 は大 体80%前 後 で あ る。 幸 い札幌 市 が含 まれ ,

各 都市 別 に も集計 され て い るの で,札 幌市 の 分 か ら北海 道 の若 年層 の生 活 実態 を

うか が う こ とが 出来 る。 主 な調 査 内 容 は,(イ)収 入 ・支 出。・回衣 料 品 の購 入 状 況 。

臼耐 久 消 費 財 の保 有 と購 入状 況。 ⇔ レジ ャー の動 向 。 困貯 蓄保 有 動 向 とボー ナス

の使途 。(ぺ 消費 者信 用 等 で あ る。

札幌 市 の場 合 は,49年3月 の調 査 には 男128人,女105人 計233人

(東 京 は1,523人)が 調 査 対 象 となb,年 令別 では19才 以 下7 .7%,20～24

才51・5%・25～29才40・8%。 収入 と支 出 の場 合 には .家 族 とい っ し ょに

い る人 々 と ・寮 ・アパ ー トな どで生 活 してい る もの に区別 してみ るのが特 色 の1

つ とい え る。 前述 した調 査 項 目の ほ か に .耐 久 消 費 財 の6ヵ 月 間 の購 入 予 定 と購
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入 実績,49年3月 末 現在 の耐 久 消費 財 の保 有率,6ヵ 月間 の旅 行 実績 と旅 行 計

画,冬 期 の ボ ー ナ ス の受給 率 とその 使途,49年3月 末 の貯 蓄 保有 率,保 有額,

借 入 金,月 賦 未 払 残 高,6カ,月 間 の月賦 購 入実 績 とけ い こ ご と(習 い もの)等 が

わ か る。 したが っ て,家 計 調 査 そ の 他 で は握 す る こ とが 出来 ない独 身 者 層 の生 活

の し方 や レ ジャ ー や貯 蓄 動 向 が把握 出来,初 任 給 等 に利 用 出来 る。

「貯 蓄 動 向 調 査 報 告 」は,総 理府 統 計 局 が 家計 調 査 の 付帯調 査 と して,毎 年

12月 末 現 在 の消 費 者 世帯 の貯 蓄 ・負 債 の現 在高,過 去1年 間 の増 減額 や住 宅 ・

土 地等 へ の投 資 等 を主 な る項 目 と して調 査 を行 い,そ の動 向 を明 き らか に す る も

ので あ る。33年 か ら行 われ,全 国 で約5,500が 対 象 とな り,地 域 別 には北 海 道

ほ か9地 方 の ほ か,京 浜 ・中京 等 をい れ る と13ブ ロ ッ ク別 にみ る こ とが 出来,

比較 が可 能 で あ る。

「貯 蓄 に関 す る世論 調 査 」は.貯 蓄 増 強 中央 委 員会 が全 国一 般 家 庭 の貯 蓄 の実

態.貯 蓄 の考 え 方等 を把 握 して貯 蓄 推 進 に役立 て よ うとす る もの で あ る。28年

か ら毎 年 実施 され,全 国 を12ブ ロ ックに区 分 して い る。 集計 結 果 は世 帯 主 職 業

別 ・年 令 別 ・年 間所 特 別 に貯 蓄 の 有無,保 有貯 蓄 の総 額.預 り先,貯 蓄 目標 額.

臨 時 収 入 か らの貯 蓄 割 合,貯 蓄 の 目的等 をみ て い る。 北海 道 分(約400世 帯)

は,北 海道 貯 蓄 推 進 委 員会 が全 国集 計 か らと りだ して結 果 を刊 行 して い る。 最 近

は統 計 表 を のせ て い な い が,北 海道 と して利 用 す る こ とが 出来,他 地方 と も比較

が可能 で あ るo

7経 営 に 関す る統 計 資 料

経 営 分析 に関 す る北 海 道関 係 の 資料 と して は北 海道,商 工 観 光部 の 中小企 業 に

関 す る経 営 指 標 が あ る。 「北 海 道 にお け る 中小 企 業 の経営 指 標 一付 原 価 指標 一 」

で,こ れ は本 道 に おけ る中 小企 業 の経 営状 況 の実 態 を計 数 に より と らえ,財 務 諸

表 を 中心 に して調 査 を行 い,諸 計 数 を業 種別 の経 営 指 標,原 価 指標 を含 め,中 小

企 業庁 が 作成 して い る全 国 中小企 業 の経 営 指標 と比 較 対照 す る こ とに より,一 般

中小企 業 者 の経 営 合 理 化 の指針 を うるた め に分析 を行 っ た もの で あ る。 この資 料

は 昭 和37年 度 よb隔 年作 成 公 表 してい る もの で,2年 間分(45・46年 分)

を とり ま とめ てい る。 道 商工 観 光 部 が社団 法 人 北 海 道 商 工指導 セ ンター に調 査 を
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一 ー ー ー ー ー ー ー ー ーーーーー一

委 託 し,道 内商 工 会議 所,商 工 会 お よび北 海 道建 設 信 用保 証 株式 会 社 の協 力 をえ

て実施 してい る もの で あ る。

調 査 対 象 は,(イ)以 前 か らの集 計 企 業 の うちで計 数 が 比較 的 よ く整 理 され.回 で

き る限 り専 業のもの とし,道 内 の 商 工 会議 所等 の協 力 を えて 各地 の商 工 名 鑑 よ り無

作 為抽 出 を した4,701企 業 の う ち1,386企 業 を回収 した(昭 和47年 度 版 の場

合)。 なお建 設 業 に つ い て は,北 海 道建 業 信 用保 証 株 式 会 社 の了 解 をえ て同社 が

調 査 を した資 料 を全 面 的 に利用 した もの。 主 な る調 査項 目は製造 業 の場 合 で示 す

と.(1)貸 借対 照表,(2)損 益 計 算 書,(3)製 造 原価,(4)生 産 高,(5)加 工 高 等 で あ る。

これ らの 資 料 か ら経 営 比率,原 価 指標,変 動 費,限 界 利益 率,損 益 分 岐 点 等 を示

し,業 種 別 に平 均 計 数 が示 され てい る。黒 字 企 業(45・46年 度)の 平 均 値.

欠 損 企 業 の平均値,総 平均 の平均 値 が求 め られ て い る・ これ らの分 析 結 果 と業 種

別 平 均 一 覧 表 が だ され てい る。 な お,労 務 関 係 と しては,(1)売 上高 対 人 件 費 比率

(2)加工高 対 人 件 費 比率,(3)総 従 業 員1人 当b(男 子 ・女 子 従業 員1人 当 り)月 間

平均 給 与 額.(4)総 従 業 員平 均 年 令,男 ・女 子 平均 年 令,㈲ 従 業員1人 当 り機 械 装

備 額 が 示 さ れ てい る。 商業 にっ い て は,(1)に は売 上総 利 益 対 人 件 費 比率 が.㈲ に

従 業 員1人 当 り有形 固定 資産 額 が み られ る。 した が って,北 海 道 にお け る経営 分

析 を通 して の賃 金 関 係 資 料 と して 有 効 な もの で あ る。 な お利 用 に際 しては,ω こ

こで は総 従業 員1人 当 り月 間平 均 給 与 額 とは,福 利 厚 生 費 を ふ くめ た総 人 件 費 を

総 人員 数 で除 した もの で あ る。 ② 男 子 ・女 子従 業 員1人 当 り月 間給 与 額 とは,調

査 票 に記 入 され た賃 金(福 利厚 生 費 ・賞 与等 を含 ま ない もの)の 平 均 で,そ れ ぞ

れ そ の算 出根 拠 が こ とな っ てい る。(3)同 一企 業 で も2年 度 の 間 にお い て,欠 損 の

生 じた年 度 は欠 損企 業,黒 字 の年度 は黒 字企 業 とい う よ うに異 な っ た扱 いを して

い る。 この点 を補 うた め,46年 度 につ い ては黒 字 ・欠 損 の 両企 業 の数 値 を 合計

した総 平 均 を算 出 してい る。 な お この ほ か に,道 開 発調 整部 調 査統 計 課 の 「北 海

道 法 人企 業 経 済調 査 」が ある が省 略 す るo

北 海 道分 と しは集 計 さ れ て い な い が.賃 金 の大 巾 上昇 に と もな い.賃 金 の み で

な く法 定福 利 費 ・法定 外 福 利 費 ・退 職 一 時金 ・募 集 費 ・訓 練 費 等 を含 めた 労 働 者

1人 当bの 労 働 費 用 が どの位 か か るか をみ るの は参 考 に な る。 そ の よ うな 資料 と

して.労 働 省 は 「労働 費 用調 査 」 を,40年 よ り8大 産 業 につ い て3年 週 期 で行
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っ た(製 造業 は40・43・46年 に調 査)。 現 在 は 「労働 者 福祉 施 設 制 度 等調

査 」 と して毎 年 実施 し.企 業 の福祉 関 係制 度 につ い て,そ の種 類 ・内容 ・利 用 状

況 等 を調 査 す る と と もに,前 述 した企 業 の労 働 費 用 にっい て種 類 別 に支 出額 を調

査 して い る。 全 国 の数 字 しか み られ ぬ が利用 出来 る。

なお.毎 年 労働 省 が 「労 働 白書 」 を.北 海 道労 働 部 が 「労 働 白書 」を刊 行 して

い る・ 労働 省 の は毎 年 中心 に な る課題 を と りあげ て い るが ,と くに最 近 は 参考 資

料 と して所 得 分布 の均等 度 の尺度 につ い て とか,地 域別 勤 労 者福 祉 指 標 等 を とり

あげ て い る。 道 の は労働 省 に準 ず るが,中 小企 業 の 賃 金調 査 等 の各 種 統計 資 料 が

の せ て あ り参 考 に な る。

表1-7北 海 道 家計 調 査 の収 入 と支 出 の分 類 項 目

(収 入 の部)

収 入 総 額

実 収 入

勤 め 先 収 入

世 帯 主 収 入

定 期

臨 時

賞 与

妻 の 収 入

他 の世帯員収 入

事 業 内 職収入

事 業

内 「 職

他 の 実 収 入

財 産 収 入

社会保障給付

受 贈

仕 送 り 金

そ の 他
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実収 入以外の収入

貯 金 引 出

保 険 取 金

借 入 金

月 賦

i掛 買

有 価 証 券 売 却

財 産 売 却

そ の 他

繰 入 金



(支 出の部)

支 出 総 額

実 収 入

消 費 支 出

食 料 費

主 食

米 類

麦 雑 穀

ノこ ン

そ の 他

副 食 品

生鮮 魚介

塩干 魚介

肉 類

乳 卵

野 菜

乾 物

加工食品

調 味 料

し 好 食 品

子

物

類

料

食

費居

菓

果

酒

飲、

外

住

家 賃 地 代

設 備 修 繕

水 道 料

家 具 什 器

光 熱 費

電 気 代

ガ ス 代

他 の 光 熱

被 服 費

和 服

洋 服

シヤツ下着

他 の 衣 料

身の回 り品

雑 費

保 健 医 療

理 容 衛 生

交 通 通 信

自動車関係費

教 育 費

文 房 具

教 養 娯 楽

一38一

た ば こ

仕 送 り金

負 担 費

損害保険料

そ の 他

交 際 費

非 消 費 支 出

勤労 所得 税

他 の 税

社会保障 費

そ の 他

実支出以 外の支 出

貯 金

保 険 掛 金

借 金 返 済

月 賦 払

掛 買 払

有価証券購入

財 産 購 入

そ の 他

繰 越 金



II「賃金情報 にかんす る調査」の概要





il 賃金情報に関する調査の概要

1調 査 の ね らい と 項 目.

北 海 道に お け る 民間企 業 の 「賃 金 情報 に関 す る調 査 」 は,昨 年 度 実 施 した 「情

報需 要 に関 す る調 査 」 に ひ きつ づ き,問 題 領域 を賃 金 情 報 に限定 し ,、,その需 要 と

利 用 の実 態 をさ らに一層 堀 り下 げ,効 率 的 な情 報提供 シ ス テ ムの解 明 につ い て,

基 礎 的 な資料 を得 る た め のア ン ケ ー ト調 査 で あ る。

設 問 の第1は,賃 金 に か んす る統 計 資 料 ・情 報 の利 用程 度 に つ い て,(イ)良 く利

用 してい る,(ロ)利 用 して い る,◎ 利用 して い ない,の3段 階 に分 け て回 答 を求 め

る。一 般 に,賃 金 関 係 の資料 ・情報 は,人 事 ・労務 管理 上 の資 料 と して利 用 され

るだ け で な く,経 済 情 勢 を把 握 す るた めの一 素 材 と して も使 われ る。 この2つ の

用 途 は ・全 く異 な っ た性 格 を もって お り,は っ き り区別 して,そ れぞ れ に追究 さ

れ ね ば な らない もの で あろ う。 本 調査 にお け る設 問 の組 み立 てば ,人 事 ・労 務 関

係 の用 途 を中心 に してい るo

したが っ て設 問 の第2は,賃 金 改定 に際 して重 視 され る諸 要 因 につ い て,12

項 目の なか か ら,主 な もの を3つ を選 び,順 位 づけ を行 な うこ と で ある。重 視 要

因 とそ の順位 は,も ちろん 時期 に よっ て変化 す るの.で,明 確 な 回答 を得 る ため,

今 年 の賃金 改 定 の場 合 に限 定 す る。 これ に関 連 す るの は設 問 の第4で あっ て,賃

金 改 定 に当 た り,他 企 業 と賃 金 情報 の交 換 を行 な っ たか ど うか,さ らにそ の交換

相 手 企 業 の業 種 ・規 模 ・地 域 を問 う もの で ある。賃 金 情報 にか んす る企 業 間交 換

の重要 性 は,ア ン ケ ー ト調 査 に先立 つ イ ン タ ビ ュー調 査 に よっ て,す で に確認 さ

れ て い るo

設 問 の第3は,賃 金 関 係 の 資料 にか ん す る もの で,こ こで は過 去1年 間 に使 用

した デー タ の種類,そ の地 域 区 分,な らび に資料 の名 称 とい うよ うに,大 き く3

つ に分 け,デ ー タ の種 類 と して は,各 種 分 類 別 賃 金10項 目,賞 与 ・手 当 な ど4

項 目,賃 金 制度 関係7項 目,そ の他3項 目,あ わ せ て24項 目 に回答 して も ら う。

つ ぎに地 域 区 分 と して は,地 域 あ るい は 市 内 の範 囲,全 道 的 な もの,全 国的 な も

の,k・ よび これ ら3者 の組 み合 わせ を考 え,さ らにそれ ら地域 に かん す る必 要 度
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の順位 づ け を行 な う。 具体 的 な 資 料 の名 称 と しては,官 庁 資料8項 目,各 種 団体

資料8項 目,一 般 刊 行書 な ど7項 目を掲 げ て い る。 これ らは,過 去1年 間 に各企

業 にお い て実 際 に集 め た資 料 に か ぎ られ る。

官 庁 資料 の うち,労 働 省 の 「毎 月勤 労統 計調 査 」 あるい は北 海 道 の 「毎 月勤 労

統 計 ・北 海道 分」,各 種 団 体資 料 の うち,商 工会 議 所 の 「モ デル賃 金(賃 金 白書)」

につい て,そ れ らの知 名 度,利 用度,有 用 度,利 用経 路,な らび に資料 に たい す

る要 望 とい うよ うに,深 く堀 り下 げ てい る の が,設 問 の第6で あ る。 もっ と多 く

の資料 につ いて,か つ もっ と細 目 に わ た り,そ の ニ ー ズ と充 足,デ ー タ入 手 の経

路 な どを探 る ことが,効 率 的 な情 報 提 供 シ ステ ムのデ ザ イ ン に とって不 可欠 で あ

ろ う。 け れ ど も,そ れ は あま りに も煩 雑 に な っ て しま うお そ れ が あ り,ま た な に

よ り も,そ うした調 査 設計 の た め に必要 な,賃 金 情報 にか んす る全 般 的 な態 様,

と くに北 海道 におけ る諸条 件 につ い て の基 礎 資料 を,ま ず もっ て固 め る こ とが急

務 で あろ うと考 え,上 記 の2資 料 に限 定 し,回 答 の比較 的容 易 な範 囲 に と どめる

こ とに な っ た。 なお,毎 勤統 計 とモ デ ル賃 金 のほ か に,良 く利 用 す る資 料 が あれ

ば,そ の資 料 につ い て有用 度,利 用 経 路,要 望 な どを記 入 して も らい,調 査 の不

備 を若干 な が ら補 足 してい る。

過去1年 間 の現 状 に つ い て は,設 問 の第3で と.り上 げ,ま た代表 的 な資料 に か

ん して は,設 問 の第6に お い て,要 望 事 項 に も触 れ て い るが,全 般 的 に,今 後 ど

の よ うな賃 金 関係 の資料 あ る いは情 報 を必 要 とす るか につ い ては,設 問 の第5に

お いて,求 人 の必 要 のた め の もの,初 任 給 決 定 の 際 の もの,賃 上 げ の際 の もの,

賃 金体 系 や支 払 い方 法 を き め る際 の もの,そ の他 とい う項 目分 け を した 上で,項

目 を選 び かつ 具体 的 に記入 して も ら うこ とに した。 た だ し,こ の具体 的記 入 につ

い て は,適 当 な例 示 な どを付 加 すべ きで あ っ た と反 省 して い る。例 え ば,職 種 ・

職 階別 に詳 しい デ ー ぞ とか,地 域 別 に細 分 化 した もの とか,個 別 企業 の実 例 にか

ん す る もの等 々 で あ るが,そ の趣 旨 を簡 潔 に表現 す る こ とが や や困 難 な こ と と,

回答 を誘導 す るおそ れ が あ る こ とを顧慮 し,む しろ 自由 に,調 査 票 設 計 者 の イ メ

ー ジ をは るか に越 え て,現 存 賃 金 情 報 の不 備 や不 足 を指 摘 して も ら うほ うが,望

ま しい ので は なか ろ うと も考 え,や や不 親 切 な設 問形 成 にな って しま った 。後 で

述 べ る とお り,具 体 的記 入 は 項 目選択 よ りか な り少 な い とい う結 果 に な って い る・
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最 后 に設 問 の第7と して,資 料 あ るい は情 報 を現 在利 用 して い な い企 業 のみ を

対 象 に して,利 用 して い ない理 由 を尋 ね る。 た だ し設 問 の第1で,賃 金 に か んす

る統計 資料 ・情 報 を利 用 して い な い と回答 した 企業 は,か な らず し も最 后 の設 問

に短 絡 す る わけ で は ない。 設 問 の 第2に 回答 で きる場 合 も ある し,設 問 の第6の

一 部 に も回 答 で き よ う。 ま た場 合 に よ っ ては,設 問 の第3の 一 部 に回答 す る こと

も可能 で あ り,将 来 の利 用 を考 え てい る場 合 は,設 問 の第5に たい す る回答 を期

待 し うるで あ ろ う。

な お,調 査結 果 の 分析 に際 して参 考 とな る よ うに,労 働 組 合 の有 無,お よび人

事労 務 の専 門担 当 者 の有 無 を記 載 して も らっ てい る'が,結 果 的 に は あ ま り有 用 で

な か っ たo

2回 収 状 況 と集 計 分 類

今 回 の ア ン ケー ト調 査 は,昨 年 度 実 施 の それ を一層深 め る もの で あ り,そ う し

た関 連 と,さ ら に事 務 処理 上 の問題 を も考 慮 して,調 査 対 象 の選 定 に つい て は,

昨 年 度 調 査 の回 答 企業 を 中心 に,地 域 別,業 種 別,規 模別 を勘案 しなが ら,若 干

補 足 す る とい う便法 を採 用 した 。

昨年 度 の ア ンケ ー ト調 査 で は,道 内企 業 につ い て は,札 幌 市,函 館 市,小 樽 市,

旭 川 市,稚 内市,北 見市,室 蘭 市,苫 小牧 市,帯 広 市,釧 路 市 の商 工会 議所 の名

簿 か ら,各 層 の代 表 的 な企 業 を524社 選 定 し,ま た道外 企 業 の出 先 事 業 所 につ

い て は,札 幌商 工 会議 所調 べ の資 料 か ら,231社 を有意 抽 出 した。 あ わせ て

755企 業 の うち,回 収 締 切 り 日ま で に返送 さ れ た調 査 票 は318で あb,集 計,

・分 析 は この318企 業 分 に か ん して行 なわ れ たが,そ の後120社 か らの 返送

を受 け,最 終 的 に回答 企 業 は438社 に達 してい る。本 年 度 の 調査 に おい ては,

これ に お お よそ30%ほ ど追加 し,567企 業 にた い して調 査 票 を発 送 したの で

あ る。

今 回 の回収 締 切 り日は,昭 和49年11月25日 で あ って,こ の ときま での回

答 企 業 は256社,回 収 率 は45.1%と い うこ と にな ろ う。 た だ し昨 年 と同 じ よ う

に,時 間 的 な 関 係 か ら,集 計 ・分 析 に使 用 しえな かっ た追 加 回 収分 ま で含 め る と,

回収 率 は50%を 超 え る。 回 答 を寄 せ られた 各 企業 の ご協 力 にた い して,深 く謝
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意 を表 した い。

上記 の 回収 調 査 票256企 業 分 の集 計 は,こ れ を地 域 別,業 種 別,規 模 別 にそ れ

ぞ れ分 類 し,か つ そ れ らをク ロス させ て 使用 で き る よ うに す る。 ま ず地 域 別 には ,

表ll-1の よ うに な り,札 幌 市 の道 内企 業,札 幌 市以 外 の道 内 企業,道 外 企 業 の

出先 事 業 所 に と りま とめ た。 以 下 と くに 誤 解 の生 じるおそ れ が な い場 合,そ れ ら

1を 「札 幌 市」 ,「 札幌以 外 」,「 道 外 」 とい う よ うに略 称 す る。

つ ぎに業 種 別 で あ るが,回 答 企 業 を 日本 標 準産 業 分類 に よっ て区分 す る と ,表

ll・-2に 示 す とお り に な る。 前年 度 調 査 の結 果 に な らい,こ れ を建 設 業 お よび製

造 業,卸 売 ・小 売 業,'そ の 他 の第3次 産業 に大 別 した。 卸 売 ・小 売 業 を除 く第3

次産 業 とい うグ ル ー プの なか で,サ ー ビス業 の しめ る ウ ェイ トは か な らず しも大

き くは な いが,前 年度 報 告 書 との関連 か ら,こ れ を 「サ ー ビス業 そ の他 」 と略 称

す る。

規 模 別 分 類 にか ん して.前 年 度 の 調査 では,中 小 企 業基 本 法 の 規 定 な ど を参 考

に し,建 設 業 お よび 製 造 業 に っい て は,従 業 員100人 未 満 を小規 模 ,100人

以上300人 未満 を 中規 模,300人 以 上 を大 規 模 と し,ま た卸売 ・小 売 業 とそ

の他 の 第3次 産 業 につ いて は,50人 未満 を小 規 模,50人 以 上100人 未 満 を

中規模,100人 以 上 を大 規模 と い う よ うに,そ れぞ れ3段 階 に区分 した が,そ

の結果,建 設 業 お よび製 造 業 では,大 規模 の ウエ イ トが小 さ く,そ の他 の 第3次

産 業 では,逆 に大 規 模の ウエ イ トが か な り大 き くな り,バ ラ ンス を 欠 く形 に な っ

て い た。 製 造 業 の道 内 企 業 の規 模 が,全 般 的 に小 さ な もの であ る こ と,ま た 商業

に おけ る規 模 区 分 を,そ の ま ま他 の 第3次 産 業 業種 に準 用 す るの は ,適 切 な処 置

でなかったことな どを反省 して,今 回 の 調 査 では,表ll-3の ような4区 分 を採 用 した。

す なわ ち,ど の業 種 に つ い て も,50人 未 満,50人 以 上100人 未 満,.100人 .

以上200人 未 満,お よび200人 以 上 とい う4段 階 に分 け,必 要 に応 じて,業 種 ご

と に異 な る3段 階 区 分 な り,2段 階 区 分 なbに 再 集 計 で きる よ うに した。 表ll-

3 .は,地 域 別 ・業 種 別 と規 模別 とをク ロス させ て,回 答 企 業 の分 布 を一 覧 的 に示

した もの で あ るo
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地 域 別 分 類表1-1

地 域 回 収 数 集 計 分 類 構 成 比

道 内 企 業

札 幌 市

旭 川 市

小 樽 市

函 館 市

室 蘭 市

釧 路 市

帯 広 市

北 見 市

苫 小 牧 市

そ の 他

道 外 企 業

99

9

12

17

15

13

11

8

9

9

54

99 38.7・

103

,'

40.2

54 2L2

合 計 256 256 100.0

業 種 別 分 類表u-2

業 種 回 収 数 集 計 分 類 構 成 比

建 設 業

製 造 業

卸 売 ・ 小 売 業

金 融 ・ 保 険 業

不 動 産 業

運 輸 ・ 通 信 業

電気 ・ガス ・水道業

サ ー ビ ス 業

6

70

124タ

13

5

21

2

15

76 29.7

124 48.4

56 21.9

合 計 256 256 100.0
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表u-3 規 模 別 分 類

地 域 ・業 種 50人 未満
50人 以 上

100人 未満

100人 以 上

200人 未 満
200人 以上 合 計

札 幌 市 の道 内 企 業

建 設 ・製 造 業 7 13 10 6 36

卸 売 ・小 売 業 10 9 10 10 39

そ の 他 の 業 種 2 7 4 11 24

札幌以外 の道内企業

建 設 ・製 造 業 9 11 10 2 32

卸 売 ・小 売 業 18. 18 9 9 549

そ の 他 の 業 種 4 3 3 7 17

道 外 企 業

建 設 ・製 造 業 0 3 2 3 8

卸 売 ・小 売 業 10 7 11 3 31

そ の 他 の 業 種 6 2 3 4 15

合 計 66 73 62 55 256

(構 成 比) (25.8) (28.5) (24.2) (21.5) (100.0)
〆

3調 査 結 果 の 概要

設 問 の第1,貴 社 で は賃 金 に か ん す る統 計 資料 ・情 報 を利 用 し てい ます か,に

た い して,41企 業 が 「良 く利 用 して い る」,144企 業 が 「利 用 して い る」 と答

え,53企 業 は 「利 用 して い な い」 と答 え た。 また,18企 業 は 無 回答 で あ ったo

道 外 企業 の 出先 事 業 所 では,利 用 して い な い とい う回答 が,回 答 数 の半 ば を 占め

てい る。 昨年 度 の調 査 に おい て も,道 外 企業 だけ は,も っ と欲 しい 統計 情報 の第

1位 は,産 業 別 ・職種 別 賃 金 で は な くて,僅 差 で は あ るが人 口 ・世 帯 数 の 推 移 で
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あ っ たo

設 問 の第2,貴 社 で今 年 のベ ース ・ア ップ また は賃 金 改定 を した 際 に,つ ぎの

項 目の うち どれ を重 視 しま した か,主 な もの3つ に1・2・3の 順位 をつけ て下

さい,を み る と,順 位1に つ い て は,企 業 の業 績(支 払 い能 力)が 圧 倒 的 に 多 く,

つ い で世 間相場,物 価 の上 昇 が 多 く,順 位2に つい ては,物 価 の上 昇 と世 間 相 場

が 同 じ程 度 に多 く,企 業 の 業績 がそ れ に次 ぐ。 ま た順位3に つ いて は,全 体 的 に

回答 が分 散 し,物 価 の上 昇 と企 業 の業 績 とが,同 じ程 度 で他 よ りやや多 く,つ ぎ

に労 働 力 の確 保 ・定 着 性 を高 め るた め とい う項 目が くる。

これ らは しか し,順 位 別 に切 り離 して観 察 した もの であ り,さ らに1位 項 目一

2位 項 目 一3位 項 目と い う組 み 合 わせ の あ り方 も,注 目すべ きで あ ろ う。 それ に

つ い て は,第 皿章 で の詳 細 な整 理 にゆず る。

設 問 の第3,貴 社 で過去1年 間 に使 用 した(会 社 で実際 に集 め た)賃 金 関 係 の

資料 は どん な もの で,ど こか ら集 め ま した か,の うち,そ の1デ ー タ(資 料)の

種 類 に つ い て は,初 任 給 が最 も多 く,つ いで業 種 別 賃 金,年 令 別賃 金 が 多 く,や

や下 が っ て,石 炭 手 当 ・寒 冷地 手 当,賞 与,勤 続 年 数 別 賃金 な どがつ づ く。

設 問 第3の そ の2,地 域 的 な 区分(集 め た資 料 の範 囲)に つい て は,地 域(あ

る い は市)と 全 道 の両 方 に かん す る ものが最 も多 い。 さ らに,地 域(あ るいは市)

にか ん す る資 料,全 道 的 な 資料,全 国 的 な 資料 の うち,実 際 に(資 料 が入 手 可 能.

と して)ど れ が最 も必要 です か,と い う問 い にた い しては,地 域(あ る い は市)

の資 料 を第1位 とす る企業 が,き わ立 って 多 くな っ て い る。 この必要 な地域 区 分

と,実 際 に集 め て い る地域 区分 との関連 は,興 味 あ る問題 で あ るが,第N章vato

いて と り上 げ る こと に しよ う。

設 問 第3の そ の3,具 体 的 な 資料(情 報)の 名称 につ い て,官 庁資 料 で は,北

海 道 の 「中小 企 業 賃 金 実 態調査 」 が圧倒 的 に多 く,第2位 の人 事院 「民間給 与実

態調 査 」 は,前 者 の お お よそ 半 分 にす ぎず,毎 勤統 計 は さ らに少 な い。 ま た,各

種 団 体 資料 では,商 工 会 議 所 の 「モ デル 賃金(賃 金 白書)」 が きわ立 っ て多 く,

全 体 を通 じて も抜 群 の 水 準 で,全 企 業 の63%が これ を挙 げ,そ れ は具 体 的 な 資

料 を 回答 した企 業 の78%に 相 当 す る。 つ ぎの北 海 道 経営 者 協会 「賃 金資 料 」 は,

そ の 半 分 をわず か に上 回 る程 度 で ある。
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同 じ く一 般刊 行書(民 間 で 出版 した書 籍,雑 誌,新 聞 な ど)で は,業 界 誌 あ る

い は業 界新 聞 が最 も多 く,そ れ は上 記 の 「中小 企 業賃 金実 態 調査 」 よ り若干 少 な

く,同 じ く 「賃 金 資 料」 よ りや や多 い。 回答 さ れ た具体 的 な資料 の延 べ 数 を,こ

の設 問 での 回答 企 業 数 で除 す と,1企 業 当 た り,官 庁 資料 を1.6点,各 種 団体 資

料 を2.1点,一 般刊 行書 な どを1.4点 ず つ挙 げ て い る ことに な ろ う。

設 問 の 第4,貴 社 で は賃 金 改 定 に際 して,他 企 業 ・他 組 合 と賃 金 の情 報(あ る

い は資 料)を 交 換 しま した か,に た い して,行 な った と回答 した の は129企 業,

行 な わ な い と回答 し た の は100企 業 で,27企 業 が無 回答 で あっ た。 そ して情

報 交 換 を行 な っ たさ きは,同 業 種 の もの が圧倒 的 に多 く,規 模 と して は同 じ くら

い の と ころが きわ立 って多 く,地 域 と して は市 内(あ るい は 同地 域 内)の 企 業 が

最 も多 い。 業種 と規 模 と地 域 の組 み 合 わせ につ い て は,第 皿章 で くわ し く説 明す

る こ とに したいo

設問 の第5,貴 社 で は今 後 どの よ うな賃 金 関 係 の資料(あ る い は情 報)を 必要

と します か,具 体 的 に ご記 入 下 さ い,に つ い て は,第1節 で 触 れ た よ うに,設 問

自体 が や や不 備 で あっ た た めか,回 答 な しが92企 業uateよ び,項 目記 号 に○ 印

をつ け た 企業 で も,そ の半 数以 上 が 具 体 的 な記 入 を行 な わ な か っ た。○ 印 では,

賃上 げ の 際 の ものが 最 も多 く,つ い で初 任給 の決 定 の 際 の もの とな り,具 体 的 な

記 入 で は,初 任給 決 定 の そ れ が最 も多 くな っ てい る。

設 問 の第6は,毎 月 勤労 統 計 調 査 と商 工会議 所 の モ デ ル賃 金 に つ い て,こ の資

料 の ある こ とを知 っ てい る か ど うか,現 在 この資料 を利 用 してい るか ど うか,こ

れ らの資料 が役 に立 って い る か ど うか,こ れ らの資料 に どの よ うな注 文 が あ るか,

これ らの資料 を使 用 す る場 合 ど こか ら引 用 す るか,を 尋 ね る もの で あ るが,毎 勤

統計 の知名 度 は意 外 に低 く56.6%,利 用 率 は さ らに下 が っ て2L1%,非 常 に役立

っ てい る とい う回 答 と役 立 って い る とい う回 答 を あわせ て,そ の有 用率 をみ る と

13.2%に と ど'まるo

他方 モ デル 賃金 のほ うは,81.1%の 知 名 度 を もち,60.5%の 利 用 率 で,上 記 の

意 味 に おけ る有 用率 は4L4%で あ る。 な お,毎 勤 統計 や モデ ル賃 金 以 外 で,良 く

利 用 す る資料 が あれ ば,そ の資料 名 を具 体 的 に記 入 して,そ れ らにつ い て の有用

性,要 望,引 用 の方 法 な どを 回答 して も ら うことに したが,資 料 名 の記 入 は延 銘
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件 をか ぞ え る。 しか し,そ れ らの なか で 目立 って多 い ものは ない 。

資料 に つ い ての要 望 は,毎 勤 統 計 につ い て も,モ デル賃 金 に つ い て も,ま たそ

れ 以 外 の資料 につ い て も,共 通 して第1位 が,公 表 の時期 を早 め てほ しい とい う

こ とで あ り,第2が,ベ ー ス ・ア ップ関 係 とか 初任 給 の資料 を ま とめ て提 供 して

ほ しい こ と,そ して第3位 が,わ か りや す い解 説 や利 用 の仕 方 をつけ てほ しい と

い う注文 で ある。 また,ど こか ら引 用 す る か につ い て は,い ずれ も直接 資 料 自体

が 圧倒 的 に 多 い。

設 問 の第7は,資 料 あ るい は情 報 を現 在利 用 して い ない企 業 に つ いて,そO利

用 して い ない理 由 を尋 ね る。 設 問 の第1に た い して,利 用 して い ない と答 え た の

は,前 に述 べ た とお り53企 業 で あるが,こ こでは そ の理 由 と して,「 賃 金 は本

社 で きめ る ので 必要 な い」 が25企 業,「 労組 がな く,経 営 者 が きめ る の で必要

な い」 が5企 業,「 どん な資料 が あ る のか,わ か らな い」 が3企 業,そ の他 が5

企 業,回 答 な しが15企 業 で あ った。 そ のほ か に,設 問 の第1で 無回 答 の18企

業 の うち,10企 業 が第7の 設 問 に答 え,「 賃金 は本 社 で きめ るの で必要 な い」

とい う理 由 を,9企 業 が 指 摘 してい る。 こ の本 社 で賃金 が きめ られ るた め,賃 金

にか ん す る資 料 や情報 を必 要 と しない企 業 は,い うま で もな く,そ の ほ とん どが

道 外 企業 の 出先 事業 所 で あ る。 　
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III賃金決定の実態 と情報の必要性



・



皿 賃金決定 の実態 と情報 の必要性

企 業 にお け る情 報 の必 要性 は 様 々な側 面 や局 面 で高 ま っ てい る。 そ う した需

要 性 の高 い情 報 の 中 で重 視 され る ものの 一 つ と して賃 金情 報 を あげ る こ とが で

きる こ とを1章,皿 章 で述 べ て きた。

前回 の 「北 海 道 にお け る民 間企 業 の情 報需 要 調 査 」 にお い て も,人 口,労 働

力情報(人 口動態,労 働 市 場,労 働 力構 成,賃 金 ・給 与 動 向 な ど)の うちで,

「もっ と欲 しい 」 もの と して,「 賃 金給 与動 向 」 を あげ る ところ が,企 業 の規

模 や業種 や地域 に関 係 な く圧倒 的 多数 を占 め てい た。

た ×そ こでは,さ らに具 体 的 に どの よ うな内容 の 資 料 が必 要 か に つい て は,

不問 に付 さ れ てい た。

今回 の調 査票 で は,そ う した点 を解 明 すべ く,賃 金決 定 の際 に とい う限 定 の

下 で具 体 的 に どの よ うな点 を重視 し,そ の た め に どの よ うな情 報 を どの よ うな

手 段 で収 集 して い たか,と い った点 を質 問 して い る。

そ こで本 章 では,こ う した 点 に かSわ って分析 を試 め る。 そ して検討 の とっ

かXbと して,特 に賃 金決 定 にお け る重視 項 目 と,そ れ との 関連 で の情 報収 集

手 段 と して他 企 業 との情 報 交 換 の関 係 に限定 して観 察 す る もの とす る。 た だ質

問票 の性 質 上,重 視 項 目 と情 報 交換 とが単線 的 に結 び つ くか ど うか は,か な ら

ず しも明 らか で な いが,後 に も考 察 す る よ うに 「世 間相場 」 とい った よ うな非

常 に漠 然 と した内 容 を もち,定 量 化 の む つか しい項 目が重 視 され て い る状 況 で

一方 に おい て ,他 企 業 との情 報 交 換 が 活発 で ある とい うこ とか ら,そ れ らの関

連性 は暗 示 的 な もの といえ よ う。

さ らに,必 要性 の度 合 をみ るた め に は,こ う した賃 金決 定 の た め の情 報 を積

極 的 に収 集 し ょ うと して い るか ど うか が問 われ ね ば な らな い が,ど の よ うな資

料 を必 要 と してい るか ま た は期待 して い るかの 記入状 況 に よっ て,各 企 業 の資

料 に対 す る必 要性 をさ ぐる こ と とす る。 以上 の諸点 は調 査 票 の上 か らは,お よ
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そ設 問2,設 問4,設 問5を 検 討 す る こ とに関 連 してい る。

まず実 態 をつぶ さ に観 察 す る ことか らは じま る。 ・

1ベ ー ス ア ップ 又 は 賃 金 改 定 に あた つ ての 重 視 項 目

企 業 に お い て,実 際 に今 年度 の ベ ース ア ッ プまた は 賃 金改 定 に際 して どの

よ うな点 を重 視 した か,と い うこ とか らさ ぐ ってみ ょ う。

これ は 調査 票 の設 問2で 行 っ てい る。 設 問2は,(イ)～ θ ま での12項 目を

掲 げ,主 な もの3つ に1,2,3の 順 位 をつ け る こ とに な っ てい る。 こ う

した設 問 に対 して は,2段 が ま え で集 計 が可 能 で あろ う。

最初,重 視 項 目の み に注 目 して集計 し,次 い で層 別(業 種 別,地 域 別,規

模別)に 項 目に相 違 が あ るか ど うか をチ ェ ックす る わ け で あ る。

項 目の み に注 目す る場 合 に も2つ の観 点 か ら集計 さ れ る。 す なわ ち項 目の

順位 づけ にお い て,ど の項 目が,何 順 位 に つ いて い る か をみ る もの と同 じ項

目の同 じ順 位 づ け が何 社 あ った か をみ る もの とに分 け られ る。

まず,重 視 項 目の順 位 づ け に つ い てみ よ う。 〔皿一1〕 。 総 合計 では,第

1位 につ け られ た ものは,「 企 業 の 業績(支 払 い能 力)」(3go%),「 世 間

相 場 」(24.1%),「 物 価 の上昇 」(21.0%)で,こ の3項 目が 圧倒 的 に多 い。

第2位 には,「 物 価 の上 昇 」(24.9%),「 世 間 相場 」(2ts.O%),「 企 業 の業

績 」(15.1%)と 続 い て い る。 第3位 で は,「 物 価 の上 昇 」(15.3%),「 企

業 の業 績 」(14.9%),「 労 働 力の 確保 定 着性 を高 め るた め 」(12.2%),「 世

間相 場 」(11.7%)。 これ でみ るか ぎb,総 合 計 で は 「企 業 の 業績 」,「 世 間

相場 」,「 物 価 の 上昇 」 の順 で重 要 項 目と な って い る よ うで ある。

そ れ では同 一項 目,同 一 順 位 が何 社 あ った が,す なわ ち実 際 に ど うい う順

位 でつ け られ て い る もの が 多か った か をみ てみ ょ う 〔表 皿 一12,表 皿一13,

表 皿一14〕 。

やはb『 第1位 「企 業 の業 績 」 一第2位 「世 界 相 場 」 一第3位 「物 価 の上

昇 」 』が最 も多 く,『 企 業 の業績 一物 価 の 上昇 一過 去 の 賃 金実 態 」,『 世 間
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相 場 一物 価 の上 昇 一企 業 の業績 』,『 物 価 の上昇 一世 間 相場 一企 業 の業 績 』

の 順 で あ る。

次 に,層 別 にみ て,何 か特 徴 が あ るで あ ろ うかoま ず,地 域 別 には,ほ と

ん ど総 合 計 で同 一一で あ る 〔表 皿 一1〕 。 札 幌 市 内 の道 内企 業 で は第3位 に

「労 働 力 の確 保定 着 性 を高 め る ため 」 が多 くな ってい る(12.5%)。 札 幌 以 外

の道 内 企 業 は特 に 目立 った点 は ない が,第3位 に ,「 過去 の 賃 金実態 」,

「労働 力 の確保 定着性 を高 め るた め 」が 多 くつ け られ て い る。 道 外企 業 では

第2位 に 「企 業 の業績 」 とな らん で 「初 任給 」 が多 くで てい る(12.0%)。 第

3位 は比較 的散 らば っ てお り,(イ)(ロ)日←)θ←)(ヌ)などが つけ られ てい る。

また,地 域 別 に み た同 一 項 目,同 一 順 序 は〔表 皿一12,表 皿一13 ,表ll-14〕

札 幌 市 内 で は 「第1位 「企 業 の業 績 」一 第2位 「世 間 の相 場 」 一第3位 「物

価 の上 昇 」 」が圧 倒 的 で10件,『 世 間 相場 一物 価 の上昇 一企業 の業 績 』4,

件,『(ロ)一(イ)一(・う』,「 ⇔ 一(イ)一(ロ)』,『(・)-r`(ur)一(イ)』等 の3件 と続 いて い

る。 札 幌 市 以 外 では,「 企 業 の業績 一物 価 の上 昇 一過去 の賃 金実態 』が一 番

多 く5件,次 い で 『◎ 一(ロ)一(イ)』4件,『(イ)一(ロ)一(・ う』,『 日 一(ロ)一←)』の

3件 で あ る。 道 外企 業 で は,特 に 目立 っ た点 は な い。

以 上 の こ とか ら,地 域 別 には,札 幌 市 内 と札 幌 以 外 に,重 視 項 目に若干 の

差異 が み とめ られ る程 度 で ある。 す な わ ち,札 幌 以 外 におけ る 「初任 給 」 や

「過去 の賃 金実 態 」の重 要視 で あ る。

次 に,業 種 別 で み る と,や はb総 合 計 と類 似 して い る 〔表 皿一2〕 。 た ×

建 設 ・製 造 業 に,第2位 に 「過去 の賃 金実 態 」 をか なbあ げ て い る し(12.9

%),第3位 に 「賃上 げ に対 す る従 業 員 の意 識 」が顔 を だ して い る(16.4%)

こ とな どが特 徴 と して あげ られ よ う。

ま た,卸 売 ・小売 業 で は,第2位 に 「初 任 給 」 が か なbで てい る(12.2%)

さ らに第3位 に 「労働 力 の確保 定 着性 を高 め るた め 」 も比 較 的 で てい る(12.0

%)。

サ ー ビス業,そ の他 では,第3位 に 「労働 力 の確 保定 着 性 を高 め るた め 」
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が高 くで てhる(17,0%)o

これ もま た業 種 別 に順 位 づ け を み る と 〔表皿一12,表 皿一13,表 皿一14〕

建 設 ・製 造 業 で 『第1位 「物 価 の 上昇 」 一第2位 「世 間 相 場 」,第3位 「企

業 の業績」」 が4件,「 企 業 の業績 一世 闇 相場 一物 価 の上 昇 』,『 企 業 の業績

一世 間相場 一物 価 の上昇 』,『 企 業 の業績 一物 価 の上 昇 一過 去 の賃 金 実態 』

『企 業 の業 績 一物 価 の上昇 一経 済 情 勢 』等 の3件 と続 く。 卸 売 ・小 売 業 で,

『企業 の業 績 一世 間相 場 一物 価 の上 昇 』7件 と多 く,『 世 間 相 場 一物 価 の 上

昇 一企 業 の業績 』,『 企 業 の業績 一物 価 の上 昇 一賃上 げ に対 す る従 業 員 の意

識 』,『 企 業 の業績 一物 価 の上 昇 一過 去 の賃 金実態 』3件,サ ー ビス業 そ の

他 で,『 企 業 の業 績 一世 闇 相場 一物 価 の上昇 』の3件 以外 か なbば らつ きが

あ る。 業種 別 差 は認 めが た い 。

これ らを規 模別 までfoう した地 域別,業 種 別 ク ロス でみ る と 〔表 皿一3,

表皿一11〕,と くに 目立 った点 は み とめ られ な いが,し い て言 え ば,建 設 ・

製 造 業 の札幌 市 内 の200人 以上の規模 で,第1位 に,「 物価 の上昇 」(50%)

とす る と ころが 一番 多 くな って い る 〔表 皿 一6〕 。 同 じ く100人 ～200人

の規 模 で,第3位 に 「経 済 情 勢 」(30%)を つ け てい る もの が少 な くな い。

同 じ く50～100人 で,第3位 に,「 賃 上 げ に対 す る従 業 員 の意 識 」 を

(23.1%)が つ け てい る。ま た建設 ・製 造業 の札 幌以 外 で の100～200人 規 模

で第3位 に 「過 去 の賃 金実 態 」(22.2%)と 賃上 げに対す る従 業 員 の意 識 」

(22.2%)が で てい る 〔表 皿一7〕 。

次 に卸売 ・小 売 業 で,札 幌 市 内 の50～100人 の規 模 で第1位 に 「物 価 の

上昇 」(33.3%)を あげ る ところ が一 番 多 い 〔表 皿一8〕 。 ま た同 じ ところ で,

第3位 に 「企 業 の業 績 」 と 「世 間 相場 とな らん で,「 労働 力 の確 保 定 着性 を

高 め るた め」(22.2%)を あ げ て い る 〔表皿一9〕 。また札 幌 以外の50人 未満 と

50～100人 規 模 の 第2位 と して 「物 価 の上 昇 」が 一番 で(と も に38.9%)

あb,さ らに100～200人,200人 以 上 規模 で は,第2位 に 「初 任給 」 を

あげ る もの が最 も多 い(そ れぞ れ33.3%,44.5%)。
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サ ー ビス 業,そ の他 の札 幌 以 外 で,200人 以 上 規 模 で ,第2位 に 「世 間相

場 」(42.9%),第3位 に 「企 業 の業 績 」(42.9%)を あげ て い る と ころが 多 く .

な ってい る 〔表皿一11〕 。 「そ の 他 」 も28.6%で て い る。

この結 果,業 種別 には あま り差 が み られ な い ことか ら,札 幌 市 内 の 道内 企

業 の第1位 は,50～100人100～200人,200人 以上の規模 の状 況 が反

映 した よ うで あ る。 ま た 第2位 は200人 以 上 と50～100人 規模 に よb,

第3位 は50～100人 と200人 以 上 規模 に影響 さ れ た もの と思 われ る。

札幌 市 以 外 の 道内 企 業 の第1位 は,す べ ての規 模 で,第2位 は,50人 未

満,50～100人 と100～200人 規 模 が反映 し,第3位 は,100～200人

200人 以 上,50人 未満 規 模 が 引 っぱ った よ うで あ る。

また参 考 まで に,組 合 の存在 との関係 で重 視 項 目に差 違 が あ るか な いか を

調 べ てみ た。 労働 組 合 の あ る場 合 〔表 町一15,16〕,労 働 組 合 の ない 場合

〔表 皿一17,18〕 。

これ に よれば,組 合 の存 在 の有無 が,重 視 項 目ID相 違 にな って あ らわ れ て

い るか ど うかは,は っ き り しない。
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表 皿一1ベ ー ス ア ップ又 は賃 金改 定 の重 視 項 目

地 域

1(第1順 位)

イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ リ ヌ ノレ オ

合 計

札幌市内

札幌以外

道 外

39.0

40.8

38.6

34.5

24ユ

28.6

17.8

.

31.0

21.0

163

27.7

13.8

5.7

7.2

5.0

3.5

1.8

3.0

3.5

1.8

2.0

2.0

2.2

2.0

3.0

2.6

2.0

2.0

6.9

0.4

1.0

0.4

1.0

0.9

6.9

地 域
2(第2順 位)

イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ リ ヌ ノレ オ

合 計

札幌市内

札幌以外

道 外

15.1

17.4

13.7

18.0

24.0

28.6

20.6

20.0

24.9

22.5

27.5

24.0

9.8

7.1

11.8

12.0

6.7

6.1

7.8

4.0

6.2

5.1

7.8

'4
.0

4.0

5ユ

3.9

8.0

3.1

4.1

1.0

12.0

4.0

3ユ

2.9

4.0

2.2

1.0

.2.9

地 域

3(第3順 位)

イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ リ ヌ ノレ オ

合 計

札幌市内

札幌市外

道 外

14.9

12.5

17.0

15.4

11.7

15.6

9.0

7.7

153

2L9

11.0

7.7

9.5

8.3

12.0

3.9

9.5

4.2

1aO

154

12.2

12.5

11.0

7.7

5.0

4.2

5.0

7.7

5.0

4.2

5.0

7.7

5.0

6.3

3.0

7.7

10.4

104

11.0

7.7

0.5

1.0

L4

2.0

3.9

(イ)企 業 の業績

(ロ)世 間 相場

(ハ)物 価 の上 昇

(≒)初 任 給

(ホ)過 去 の賃 金実 態

(へ)労 働 力 の確保 定着

性 を高 め るた め

(卜)生 活 費

(チ)経 済情 勢

(リ)労 働 組 合 の態勢

(ヌ)賃 上 げに 対す る従業

業 員 の意 識 、

ψレ)経 営者 団体 の方 針

Cの その他
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表 皿一2ベ ー ス ア ッ プ又 は賃 金改 定 の重 視 項 目(%)

業 種
1(第1順 位)

イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ リ ヌ ノレ オ

建 設 ・製 造業

卸売 ・小売 業

サ ー ビ ス 業

そ の 他

46.4

35.8

36.0

14.5

26.6

32.0

23.2

20.2

20.0

5.8

6.4

4.0

2.9

0.9

2.0

2.9

1.8

1.5

3.7

一

1.5

a7

2.0 2.0

1.5

0.9

2.0

業 種
2(第2Jl頂 位)

イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ リ ヌ ノレ オ

建 設 ・製造業

卸 売 ・小売業

サ ー ビ ス 業

そ の 他

12.9

15.9

16.7

27.1

20.6

27ユ

22.9

29.0

18.8

8.6

12.2

6.3

12.9

3.7

4.2

5.7

8.4

2ユ

1.4

4.7

6.3

8.6

2.1

3.7

104

1.9

63

業 種
3(第3順 位)

イ 口 ノ、 二 ホ へ 卜 チ リ ヌ' ノレ オ

建 設 ・製 造業

卸売 ・小 売業

サ ー ビ ス 業

そ の 他

16.4

13.O

l7.0

13.4

10.2

12.8

1L9

15.7

19.2

4.5

14.8

4.3

9.0

93

10.6

9.O

l2.0

17.0

3.0

8.3

10.5

3.7

6.O

l.9

10.6

16.4

9.3

4.3

0.9 0.9

43

(イ)企 業の業績

(ロ)世 間相場

(ハ)物 価の上昇

(二)初 任給

(ホ)過 去の賃金実態

(へ)労 働力の確保定着

性を高めるため

(ト)生 活費

(チ)経 済情勢

(リ)労 働組合の態勢

(ヌ)賃 上げに対する従

業員の意識

(ル)経 営者団体の方針

(オ)そ の他
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表 皿一3ベ ース ア ッ プ又 は賃 金改 定 の重 視 項 目 〔建 設 ・製 造 業 〕(%)

地 域

1(第1順 位)

イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ り ヌ ノレ オ

札幌市内

札幌以外

道 外

44.4

46.7

66.7

19.4

6.7

33.3

22.2

26.7

2.8

10.0

、

6.7

2.8

3.3

2.8 2.8 2.8

地 域

2(第2順 位)

イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ リ ヌ ノレ オ

札幌市内

札幌以外

道 外

1L1

16ユ

27.8
'

29.0

22.2

25.8

11.1

6.5

33.3

13.9

9.7

5.6

6.6 3.2

8.3

8.2

66.7

地 域
3(第3順 位)

イ 口 ノ、 二 ホ へ 卜 チ り ヌ ノレ オ

札幌市内

札幌以外

道 外

20.0

13.8

11.4

13.8

33.3

11.4

13.8 10.3 13.8

5.7

6.9

33.0

8.6

3.5

2.9

13.8

8.6 11.4

10.3

・33 .3

20.0

(イ)企 業の業績

(ロ)世 間相場

(ハ)物 価の上昇

(二)初 任給

(ホ)過 去の賃金実態

(へ)労 働力の確保定着

性を高めるため

(1)生 活費

(チ)経 済情勢

(リ)労 働組合の態勢

(ヌ)賃 上げに対する従

業員の意識

(ル)経 営者団体の方針

(オ)そ の他



表 町一4ベ ー ス ア ップ又 は賃 金改 定 の重 視 項 目 〔卸 売 ・小 売 業 〕(%)

」

O

　
ー

地 域
1(第1順 位)

イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ り ヌ ノレ オ

札幌市内

札幌以外

道 外

42.1

35.2

23.5

263

24.1

35.3

10.5

25.9

23.5

13.2

3.7

59

2.6

1.9

2.6

5.6

2.6

3.7

5.9 5.9

地 域
2(第2順 位)

苛

イ 口 ノ、 二 ホ へ 卜 チ リ ヌ ノレ オ

札幌市内

札幌以外

道 外

2L1

11.1

20.0

31.6

14.8

13.3

23.7

31.5

333

5.3

18.5

6.7

7.4

7.9

9.3

6.7

7.9

3.7

2.6

1.9

1a3

1.9

6.7

(イ)企 業の業績

(ロ)世 間相場

(ハ)物 価の上昇

(二)初 任給

(ホ)過 去の賃金実態

(へ)労 働力の確保定着

性を高めるため

(ト)生 活費

(チ)経 済情勢

(リ)労 働組合の態勢

(ヌ)賃 上げに対する従

業員の意識

(ル)経 営者団体の方針

(オ)そ の他

地 域
3(第3順 位)

イ 口 ノ、 二 ホ へ 卜 チ リ ヌ ノレ オ

札幌市内

札幌以外

道 外

7.9

14.8

18.8

15.8

7.4

6.3

26.3

11.1

6.3

18.4

14タ.8

6.3

2.6

13.0

12.5

13.2

13.0

6.3

7.9

7.4～

12.5

2.6

1.9

12.5

工9

63

5.3

13.0

63

1.9

6.3
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義 皿一5ベ ース ア ッ プ又 は賃 金改 定 の重視 項 目 〔サー ビス業 ・その他 〕(%)必

地 域

1(第1順 位)

イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ リ ヌ ノレ オ

札幌市内

札幌以外

道 外

33.3

35.3

44.5

45.8

17.7

・

22.2

16.7

35.3

4.2

11.1

5.9

11.1

5.9

11.1

地 域

2(第2順 位)

イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ リ ヌ ノレ オ

札幌市内

札幌以外

道 外

20.8

17.7

25.0

23.5

42.9

20.8

17.7

14.3

4.2

28.6

4.2

5.9

.

5.9

8.3

5.9

4.2 83

11.8

14.3

4.2

11.8

地 域

3(第3順 位)

イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ リ ヌ ノレ オ

札幌市内

札幌以外

道 外

8.7

29.4

14.3

21.7

5.9

30.4

5.9

14L3 .

4.4

5.9

4.4

11.8

28.6

17.4

11.8

28.6

8.7

11.8

14.3

44

5.9

,

11.8

(イ)企 業の業績

(ロ)世 間相場

(ハ)物 価の上昇

(二)初 任給

(ホ)過 去の賃金実態

(へ)労 働力の確保定着

性を高めるため

(ト)生 活費

(チ)経 済情勢

(リ)労 働組合の態勢

(ヌ)賃 上げに対する従

業員の意識

(ル)経 営者団体の方針

/オ)そ の他
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表 皿一6ベ ース ア ッ プ又 は賃 金改 定 の重視 項 目 〔建設 ・製造業 〕(%)

従業者規模
1(第1順 位)

イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ リ ヌ ノレ オ

札

幌

市

内

50人 未 満

50～100人 未 満

100～200人 未満

200人 以 上

14.3

61.5

50.0

33.3

7L4

7.7

16.7

23.1

20.0

50.0

7.7

10.0

14.3

10.0

し

10.0

2(第2順 位)

イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ リ ヌ ノレ オ

札

幌

市

内

50人 未 満

50～100人 未満

100～200人 未満

200人 以 上

7.7

20.0

16.7

38.5

10.0

66.7

42.9

15.4

30.0

14.3

15.4

10.0

28.6

7.7

10.0

16.7

14.3

10.0

15.4

10.0

3(第3順 位)

イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ リ ヌ ノレ オ

札

幌

市

内

50人 未 満

50～100人 未満

100～200人 未満

200人 以 上

50.9

20.0

33.3

16.7

7.7

20.0

15.4

10.O

l6.7

15.4 15.4

16.7

7.7

30.0

15.4

10.O

l6.7

33.3

23.1

10.0

16.7

(イ)企 業の業績

(ロ)世 間相場

(ハ)物 価の上昇

(二)初 任給

(ホ)過 去の賃金実態

(へ)労 働力の確保定着

性を高めるため

(ト)生 活費

(チ)経 済情勢

(リ)労 働組合の態勢

(ヌ)賃 上げに対する従

業員の意識

(ル)経 営者団体の方針

(オ)そ の他
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表 皿1-7べ ー ス ア ッ プ又は賃金改定の重視項 目 〔建設 ・製造業 〕(%)

従業者規模
1(第1順 位)

イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ り ヌ ノレ オ

札

幌

以

外

50人 未 満

50～100人 未満

100～200人 未満

200人 以 上

449.5

50.0

44.5

50.0

11.1

10.0

22.2

20.2

33.3

50.0

11.1

20.0

11.1

11ユ 11.1

従業者規模

2(第2順 位)

イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ り ヌ ノレ オ

札

幌

以

外

50人 未 満

50～100人 未満

100～200人 未満

200人 以 上

22.2

10.0

20.0

22.2

20.0

40.0

50.0

22.2

20.0

30.0

50.0

11.1

10.0

11.1

10.0

10.0

11ユ

10.0 10.0 10.0

従業者規模
3(第3順 位)

イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ り ヌ ノレ オ

札

幌

以

外

50人 未 満

50～100人 未満

100～200人 未満

200人 以 上

12.5

20.0

50.0

37.5

10.0

12.5

20.0

11.1

20.0

11.1

12.5

10.0

22.2

10.0

11.1

25.O

l1.1 11.1

50.0

10.0

22.2

(イ)企 業の業績

(ロ)世 間相場

(ハ)物 価の上昇

(二)初 任給

(ホ)過 去の賃金実態

(へ)労 働力の確保定着

性を高めるため

(ト)生 活費

(チ)経 済情勢

(リ),労働組合の態勢

(ヌ)賃 上げに対する従

業員の意識

(ル)経 営者団体の方針

(オ、その他
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表m-8ベ ースアップ又は賃金改定の重視 項 目 〔卸売 ・小売業 〕(%)

1(第1順 位)

イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ り ヌ ノレ オ

札

幌

市

内

50人 未 満

50～100人 未満

100～i畑0人 未満

200人 以 上

55.6

22.2

40.0

50.0

22.2

22.2

30.0

30.0

33.3

10.0

11.1

22.2

10.O

lO.0

10.0

11.1

10.0

2(第2順 位)

イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ り ヌ ノレ オ

札

幌

市

内

50人 未 満

50～100人 未満

100～200人 未満

200人 以 上

22.2

20.0

40.0

11.1

22.2

40.0

50.0

66.7

33.3

10.0

10.0

11.1

11.1

10.0

11.1

20.0

11.1

3(第3順 位)

イ 口 ノ、 二 ホ へ . ト チ リ ヌ ノレ オ

札

幌

市

内

50人 未 満

50～100人 未 満

100～200人 未満

200人 以 上

22.2

10.0

11.1

22.2

20.0

10.0

22.2

30.0

50.0

lL1

30.0

30.0

11.1 22.2

22.2

10.0

11ユ

11.1

10.0

11.1 11ユ

11.1

(イ)企 業の業績

(ロ)世 間相場

(ハ)物 価の上昇

(二)初 任給

(ホ)過 去の賃金実態

(へ)労 働力の確保定着

性を高めるため

(ト)生 活費

(チ)経 済情勢

(リ)労 働組合の態勢

(ヌ)賃 上げに対する従

業員の意識

(ル)経 営者団体の方針

(オ)そ の他
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表 皿一9ベ ー ス ア ップ又 は賃 金改 定 の重 視 項 目 〔卸売 ・小 売 業 〕(%)

従業者規模
1(第1順 位)

イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ リ ヌ ノレ オ

札

幌

以

外

50人 未 満

50

50～100煉 満

100～200人 未満

200人 以 上'33.3

38.9

33.3

33.3

27.8

11.1

33.3

33.3

16.7

33.3

22.2

33.3

11ユ
イ

5.6

5.6

1Ll 5.6

11ユ

従業者規模

2(第2順 位)

イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ リ ヌ ノレ オ

札

幌

以

外

50人 未 満

50～100人 未満

100～200人 未満

200人 以 上

16.7

22.2

11.1

1L1

22.2

22.2

38.9

38.9

22.2

11.1

5.6

11.1

33.3

44.5

5.6

16.7

lLl

5.6

22.2

11.1

11.1

5.6

従業者規模
3(第3順 位)

イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ リ ヌ ノレ オ

札

幌

以

外

50人 未 満

50～100人 未満

100～200人 未満

200人 以 上

11ユ

22.2

11.l

l1.1

11.1

5.6

11.1

11.1

5.6

11.1

22.2

5.6

16.7

22.2

22.2

16.7

5.6

11.1

22.2

11.1

16.7

11.1

11ユ

11.1

11.1

5.6

1L1

16.7

11.1

22.2

5.6

(イ)企 業の業績

(ロ)世 間相場

(ハ)物 価の上昇

(二)初 任給

(ホ)過 去の賃金実態

(へ)労 働力の確保定着

性を高めるため

(卜)生 活費

(チ)経 済情勢

(リ)労 働組合の態勢

(ヌ)賃 上げに対する従

業員の虐遇

(ル)経 営者団体の方針

(オ)そ の他
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表 皿一10ベ ースアップ又 は賃金改定の重視項 目 〔サー ビス業 ・その他 〕(%)

従業者規模
1(第1順 位)

イ 口 ノ、 二 ホ へ 卜 チ リ ヌ ノレ オ9

札

幌

市

内

50人 未 満

50～100煉 満

100～200人 未満

200人 以 上

42.9

25.0

36.4

10.O

l4.3

50.0

54.6

28.6

25.0

9.1

143

従業者規模
2(第2順 位)

イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ り ヌ ノレ オ

札

幌

市

内

50人 未 満

50～100人 未満

100～200人 未満

200人 以 上

50.0

27.3

50.0

42.9

25.0

9.1

28.6

25.0

18.2 9.1' 9.1

14.3

9.1

14.3

18.2

50.0

従業者規模
3(第3順 位)

イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ り ヌ ノレ オ

札

幌

市

内

50人 未 満

50～100人 未満

100～200煉 満

200人 以 上

25.0

9.1

33.3

25.0

18.2

50.0

16.7

25.0

36.4

6.7 16.7 16.7

25.O

l8.2 182

50.0

(イ)企 業の業績

(ロ)世 間相場

(ハ)物 価の上昇

(二)初 任給

(ホ)過 去の賃金実態

(へ)労 働力の確保定着

性を高めるため

(ト)生 活費

(チ)経 済情勢

(り)労 働組合の態勢

(ヌ)賃 上げに対する従

業員の意識

(ル)経 営者団体の方針

(オ)そ の他
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表 皿一11ベ ー ス ア ップ又 は賃 金改 定 の重 視 項 目 〔サー ビス業 ・その他 〕

従業者規模

1(第1順 位)

イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ リ ヌ ノレ オ

札

幌

以

外

50人 未 満

50～100人 未満

100～200人 未満

200人 以 上

50.0

33.3

42.9

25.0

333

14.3

33.3

66.7

42.9

25.0

33.3

従業者規模

2(第2順 位)

イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ リ ヌ ノレ オ

札

幌

以

外

50人 未 満

50～100人 未満

100～200人 未 満

200人 以 上

25.0

66.7

33.3

42.9

50.0

'14
.3 14.3 14.3

33.3

33.3

143

25.0

33.3

従業者規模

3(第3順 位)

イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ リ ヌ ノレ オ

札

幌

以

外

50人 未 満

50～100人 未満

100～200人 未満

200人 以 上

25.0

33.3

42.9 14.3

33.3

25.0 25.0

33.3

25.0

14.3

66.7

33.3

' 28.6

(イ)企 業の業績

(ロ)世 間相場

(ハ)物 価の上昇

(二)初 任給

(ホ)過 去の賃金実態

(へ)労 働力の確保定着

性を高めるため

(ト)生 活費

(チ)経 済情勢

(リ)労 働組合の態勢

(ヌ)賃 上げに対する従

業員の意識

(ル)経 営者団体の方針

(オ)そ の他
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表1皿一12ベ ー ス ア ッ プ又 は賃 金改 定 の重 視 項 目(札 幌)

従業者規模 イrロ ・ハ イ,ハ ・ロ ロ ・イ ・ハ ロ 見ハ ・イ ハ ・イ ・ロ ハ ・ロ ・イ イ ・ロ ・ヌ ロ ・ノ、・ヌ イ ・二 ・ヌ イ ・ハ ・ヌ ロ ・イ ・ヌ イ ・ハ ・ホ イ ・ハ ・チ ノへ.口.二 イ ・ロ ・へ

〈 50人 未 満 1 1

建
設 50～100人 未満 多 1 1

製 100～200人 未満 1 1 1

造
業

200人 以 上 1 2 1

V 小 計 3 1 0 1 1 3 0 1 0 0 1 1 1 0 0

〈 50人 未 満 1 1 1

卸
売 50～100人 未 満 2 1 1

■

小
100～200人 未 満 1 1

売
業

200人 以 上 3 1

V 小 計 4 0 2 2 1 0 0 0 0 1 0 0 1 0 2

〈 50人 未 満 1

サ そ

|
50～100人 未 満 1 1

ビの 100～200人 未 満 1 1 1

ス
業他 200人 以 上 1 1 1

〉 小 計 3 1 1 1 1 0 1 0 0 0 0 0 O 1 0

合 計 10 2 3 4 3 3 1 1 0 1 1 1 2 1 2

(イ)企 業の業績

(ロ)世 間相場

(ハ)物 価の上昇

(二)初 任給

(ホ)過 去の賃金実態

(へ)労 働力の確保定着性を高めるため

(ト)生 活費

(チ)経 済情勢

(リ)労 働組合の態勢

(ヌ)賃 上げに対する従業員の意識

(ル)経 営者団体の方針

(オ)そ の他

`
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表 皿一13ベ ースア ップ又は賃金改定 の重視項 目(札 幌以外)・

従業者規模 イ ・ロ ・ハ イ ・ハ ・ロ ロ ・イ ・ハ ロ ・ハ ・イ ハ ・イ ・ロ ハ ・ロ ・イ イ ・ロ ・ヌ ロ ・ハ ・ヌ イ ・二 ・ヌ イ ・ハ ・ヌ ロ ・イ ・ヌ イ ・ハ ・ホ イ ・ハ ・チ ノ、・口 ・二 イ ・ロ ・へ

∧ 50人 未 満 1 1

建
設 50～100人 未 満 1 1 1

藪 100～200人 未満 1 1 1

造
業

200人 以 上 1 1

V 小 計. 0 1 0 0 0 1 1 0 0 0 0 2 2 ,2 1

〈 50人 未 満 2 1 1 2

卸
売 50～100人 未 満 1 1 1 1 1

ふ 100～200人 未 満 1 1

売 200人 以 上
業
V 小 計 3 0 0 1 0 2 1 0 0 2 0 3 0 1 0

〈 50人 未 満

サそ

1
50～100人 未満

ビの 100～200人 未 満

ス

業他 200人 以 上 1 1

V 小 計 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1
、

合 計 3 1 0 1 0 4 2 0 0 2 0 5 2 3 2

(イ)企 業の業績

(ロ)世 間相場

(ハ)物 価の上昇

(二)初 任給

(ホ)過 去の賃金実態

(へ)労 働力の確保定着性を高めるため

(ト)生 活費

(チ)経 済情勢

(リ)労 働組合の態勢

(ヌ)賃 上げに対する従業員の意識

(ル)経 営者団体の方針

(オ)そ の他
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表 皿一14ベ ースア ップ又は賃金改定の重視項 目(道 外)

従業者規模 イ ・ロ ・ハ イ ・ハ ・ロ ロ ・イ ・ハ ロ ・ハ ・イ ハ ・イ ・ロ ハ ・ロ ・イ イ ・ロ ・ヌ ロ ・ハ ・ヌ イ ・二 ・ヌ イ ・ハ ・ヌ ロ ・イ ・ヌ イ ・ハ ・ホ イ ・ハ ・チ ノ、・口 ・二 イ ・ロ ・へ

〈 50人 未 満

建
設 50～100人 未満

裏 100～200人 未満

造
業

200人 以 上

V 小 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

〈 50人 未 満 1

卸
売 50～100人 未 満

.

『小 100～200人 未 満 1

売 200人 以 上
業
V 小 計 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0

〈 50人 未 満

サそ

|
50～100煉 満

ビの 100～200人 未 満

ス

業他
200人 以 上 1

〉 小 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

合 計 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1

(イ)企 業の業績

(ロ)世 間相場

(ハ)物 価の上昇

(二)初 任給

(ホ)過 去の賃金実態

(へ)労 働力の確保定着性を高めるため

(卜)生 活費

(チ)経 済情勢

(リ)労 働組合の態勢

(ヌ)賃 上げに対する従業員の意識

(ル)経 営者団体の方針

(オ)そ の他



ベースア ップ又 は賃金改定 の重視項 目(労 働組合(イ)あるについて)表 皿 一15
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0
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0
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1
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0

ト
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へ

0

0

0

0
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0

0
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1
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0
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第2順 位 第3順 位

ホ へ ト チ り ヌ ノレ オ イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ り ヌ ノレ オ

1 1 1 2

1 1 2 1 1

1 1 1 1 1 1

.2 ↓ 0 1 0 0 0 0 1 3 1 0 1 1 0 1 4 1 0 0

1 1

2 2

0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 3 2 0 0 0 0 0 0 0 0

A

.

1 1

1 1 1

1 2 1 2 3 1 2

0 0 1 0 2 0 0 0 2 3 4 1 0 2 0 .0 2 0.・ 0, 0
.

1 2

1 1 1 2 1 1
L

2 1 1

1 r

0 2 1 1 0 0 0 0・ 3 2 1 0 2 1 0 1 1 1 0 0

1 1

2 2 1 1 2 1

1 1 2 1

、

2 1 1 2 1 1.

2 2 0 0 1 1 0 0 2 1 3 2 3 1L 2 0・ 1 1 0 0

1

1 1 1 1 1

1 1 2

1 1 2 1 1 2

1 0 1 0 2 1 0 0 4 1 1 0 1 1 0 0 2 1 0 2
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表 皿 一16

第1順 位

イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ リ ヌ ノレ オ イ 口 ノ、 二

〈 50人 未 満

建
設 50～100人 未 満 1 1

籔 100～200人 未 満 1

道 造
業

200人 以 上

〉 小 計 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

〈 50人 未 満 1

卸
売 50～100人 未 満 2 1

.

小 100～200人 未 満 4 1 1 3

外 売
業

200人 以 上 1
'

1 1

〉 小 計 2 5 1 0 0 0 0 1 0 0 0 1 2 0 4 0

∧ 50人 未 満 1

サそ 5〔}～100人 未 満 1 1 1 1

1

ピ の 100～200人 未 満 1 1 1
9

ス
業他 200人 以 上

V 小 計 2 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 2 0 1

'

総 合 計 39 23 19 1 1 0 0 3 1 1 1 '2 12 19 20 7

(イ)企 業の業績

(ロ)世 間相場

(ハ)物 価の上昇

(二)初 任給

(ホ)過 去の賃金実態

(へ)労 働力の確保定着性を高めるため

(ト)生 活費

(チ)経 済情勢

(り)労 働組合の態勢

(ヌ)賃 上げに対する従業員の意識

(ル)経 営者団体の方針

(ヲ)そ の他
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第2順 位 第3順 位

ホ へ ト チ リ ヌ ノレ オ イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ リ ヌ ル オ

1

1

1

1 、 1

1
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1

.
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1 1

1

1
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1 1 1

1 0 0 0 2 1 0 0 3 1 0. 0 2 0 0 1 1 1 0 1

1 1

L

1
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1
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1
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0 .0 0 0 1 0 0 0 1 0 1 0 1 0 0 0 1 0 0 0
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.

3 12 6 0 3
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■

表1皿一17ベ ースア ップ又は賃金改定 の重視項 目(労 働 組合(ロ)ないについて

第1順 位

イ 口 ノ、 二 ホ へ ト チ リ ヌ ノレ オ イ 口 ノ、 二

〈 50人 未 満 1 5 1 3 1

建
設 50～100人 未 満 5 1 2 1 4 1 2

唱.

製
100～200人 未 満 2 2 1 1 一 2 1 1 1

造
業

200人 以 上 1 1

札 〉 小 計 8 6 5 1 0 1 1 1 2 6 5 4

〈 50人 未 満 4 2 1 1 1 6

卸
売 50～100人 未 満 2 2 3 2 2 2 3

●

幌 小
10WOO人 未 満 4 3 1 1 1 2 3 1

士

・藁 200人 以 上 3 1 1 1 3 3

V 小 計 13 8 4 5 0 2 0 1 0 0 0 0 7 10 9 1

市 ∧ 50人 未 満 2 1

サ そ

|
50～100人 未 満 3 1 1 2 1

ビの

ス
100～200人 未 満 1 1

業他 200人 以 上 1

V 小 計 5 1 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 3 1 0

〈 50人 未 満 2 1 2 1 1 2 2 1 1

建
設 50～100人 未 満 3 1 1 1 1 2 2

・

製
100～200人 未 満 2 1 1 1 1 2 1

造
業

200人 以 上

札 V 小 計 7 3 3 2 2 1 0 0 0 0 0 0 4 6 4 1

〈 50人 未 満 6 5 3 2 1 3 2 6 1

幌
卸
売

50～100人 未 満 3 2 3 1 2 2 6 1

・

小
100～200人 未 満 2 1 2 1 1 2 2 1

士

以 蘂 200人 以 上 1 1 1 3

V 小 計 ・ 12 9 9 2 0 1 3 1 0 0 0 0 4 6 14 6

外 〈 50人 未 満 2 1 ' 1 1

サ そ

1
50～100λ 未 満

ビの

ス
100～200人 未 満

業他 200人 以 上 1

V 小 計 2 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0
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■

1

第2順 位 第3順 位

ホ へ ト チ リ ヌ ノレ オ イ 口 ノ、 二 ホ へ 卜 チ り ヌ ノレ オ

2 1 3 1 2

2 2 1 2 1 3

1 2 1 2

1

3 1 0 2 0 0 0 0 6 1 3 0 1 2 1 2 0 5 0 0,

1 1 1 1 2 1 1 1

1 1 2 3 .2 1 1

1 2 1 2 3 3 1

1 3 1 1

0 3 3 0 0 0 0 0 3 7 7 4 1 5 3 1 0 2 0 0

1 1 1

1 1 2 1 1

1

1

1 1

'

1 0 1 1 0 1 0 0 0 2 2 0 1 2 0 0 0 2 0 0

1 1 1 1 1 1 2

1 1 1 1 2 1

1 1 1 1 1
.

2 1 0 0 0 0 0 0 1 2 3 3 3 1 1 2 0 1 0 0,

1 2 2 2 2 2 1 2 2 2 1 3

1 1 2 1 3 1 2 1 1

1 2 1 2

1 1 1

2 3 2 0 0 0 0 0 6 3 . 3 6 4 5 2 1 0 6 1 0

1 1 1 1

、

1 1

0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 0 1 1 1 0 0 0 0 0 0

一77一



表 皿 一18

第1順 位

イ 口 ノ、 二 ホ へ 卜 チ リ ヌ ノレ オ イ 口 ノ、 二

〈 50人 未 満

建
設 50～100人 未 満

裏 100～200未 未 満

'z』

道
業

200人 以 上

〉 小 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

〈 50人 未 満 1 1 2 1 1 1 1

塑 50～100人 未 満 1 1
冗

ふ 100～200人 未 満 1 1

士

蘂
200人 以 上

外 〉 小 計 2 1 3 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 2 1 1

∧ 50人 未 満 1 1 1 1

サ そ

|
50～100人 未 満

ビの 100～200人 未 満
ス

業他 200人 以 上 1 1 1

V 小 計 2 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1

総 合 計 51 30 27 12 3 5 4 3 0 0 0 0 20 34 36 14

(イ)企 業の業績

(ロ)世 間相場

(ハ)物 価の上昇

(二)初 任給

(ホ)過 去の賃金実態

(へ)労 働力の確保定着性を高めるため

(卜)生 活費

(チ)経 済情勢

(り)労 働組合の態勢

(ヌ)賃 上げに対する従業員の意識

(ル)経 営者団体の方針

(オ)そ の他
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第2順 位
.第3順 位

ホ へ ト チ り ヌ ノレ オ イ 口 ノ、 二 ホ へ 卜 チ り

.ヌ

ノレ オ

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 1 1

1

1

1

1

0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1 2 1 0 0 0 0

1 l

l

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 0 0 0 0 0 0

8 10 6 3 0 1 1

`

0 17 15 19 15 12 19 9 .7 0 16 1 0

.
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2賃 金 情報 の 企業 間交 換

設 問2で 実 際 の賃 金決 定 の場 で,「 企 業 の業 績 」,「 世 間 相場 」,「 物 価

の上 昇 」 とい った項 目が重視 され て い る こ とが わ か った が,と くに 「世 間 相

場 」 とい っ た きわ めて漠 然 と した 項 目に 多 くそ れ が あ らわれ てい た こ とは,

一方 では 当然 と も と られ るが 興味 深 い
。

これ は ま た賃 金 決定 の企 業 外 的 要因 す な わ ち,さ ま ざま な社 会経 済 的 諸要

因 の急激 な変 化 と企業 内部 の諸関 係 を ど うと られ た らよい か に当惑 して い る

企 業 の不 確実 性 の問題 の あ らわ れ とい う ことが で き よ うo「 不 確実 性 」 の問

題 は,企 業 の全 般 的 な 問題 の 中で,意 思 決 定 論 の最初 に して最 後 の課 題 と も

い われ てい るo

こ うして企 業 は,あ らゆ る努 力 に よって情 報 を求 め不確 実 性 の 除去 に努 め

てhるo

た とえ ば 「世 間相場 」 とい う項 目ひ とつ に して も,こ の情 報 を いか な る手

段 で入手 して い るの で あ ろ うか。 一般 に公 表 され て い る諸 資 料(商 工 会議 所

の 「モデ ル賃 金 」 も含 め て)を 参照 す るか,業 界団 体(た とえ ば経 営 者協 会)

に連 絡 す るか,銀 行 等 の 相 談係 に 出向 くか等 に よって獲 得 して い るで あ ろ う

し,企 業 間 の情 報交 換 もそ の ひ とつ で あ ろ う。 ところ で近 年 の よ うな状 況 で

は,企 業 間 の情 報 交 換 が,特 に賃 金 に関 して相 当 に多 くな って い る よ うで あ

るoか な らず し も賃 金協 定 とい うの で な く,相 談 ある いは 参 照 とい う意 味 に

お い て で あ るo

こ こに,企 業 が 賃 金決 定 の過 程 で どの よ うな情 報交 換 を行 い,不 確 実 性 の

減 少 に いか に対 処 してい るか とい う企 業 行 動 の ビヘ イ ビオ ラルな研 究 が要請

さ れ る と ころ で あ る。

そ こで,今 回 の調 査 にお い て,賃 金関 係 に限 定 して,情 報 交 換 の実 態 を把

握 し よ うと意 図 したo設 問4,が,こ の 要請 に沿 い,特 に賃 金 改 定 に際 して他

企 業,他 組 合 との 賃 金情 報(資 料)を 交 換 した か を問 うて い る。

まず,前 段 で交 換 を行 っ たか ど うか につ い て 聞 き,後 段 で交 換 の 相手 は ど

一80一



の 様 な会社 で あ ったか,す なわ ち ,交 換 した先 の選定 に あた って配 慮 が あ っ

た か ど うか に つ い て問 うてい る。 交換 す る場 合 の条件 と してく 業 種 〉
,<規

模 〉,〈 地 域 〉 に限定 して調 査 して い る。

最 初 に,交 換 の 実態 か らみ てみ よ う。 〔表 皿 一19〕 。 第1に(イ)「 行 な った」

は全 体 で56.3%,(n)「 行 なわ な い」 が43.7%と 「行 な った 」が 多 く な っ てい

るo

地域別 にみ る と,道 外企 業(60.7%) ,札 幌 以 外 の道内 企 業(58.3%),札

幌 市 の 道 内企 業(53.1%)の 順 で情 報 交 換 を行 な ってい る。 道 外企 業 の情 報

交換 が最 も多 い。

業種 別 に は,建 設 ・製 造 業 は 「行 な った 」が や や多 い(5L4%)
。 この 業

種 の札 幌 市 の 道内 企 業 は全般 的 に 「行 な わ ない 」が 多 い(52 .8%),規 模 と

`
の関連 では,100～200人 の規 模 では 「行 な った 」 が60%と な って い る

。

一 方
,札 幌 以 外 の 道 内企 業 に な る と逆 に,「 行 な っ た」 が56 .3%と なってい

るが,こ こでは50～100人 の規模 で 「行 なわ ない 」 が多 くで てい る(54 .6

%)。 道 外企 業 は半 々(50%)で あ る。

次 に卸売 ・小 売 業 で は,全 体 と しそ は,「 行 な っ た」 が52 .3%で あ る。

この業 種 で の道 外企 業 の 「行 な っ た」 ケー ス が 多 い よ うで あ る(588%)
。

ま た,こ の 業 種 の札 幌 以 外 での ,50～100人 規 模 で 「行 な わ な い」 が61 .1%,

100～200人 規 模 の 「行 な わ ない」 が66 .7%に 達 してい る。 サー ビス 業,そ

の他 では・ 圧 倒 的 に情 報 交換 を行 なっ てい る(70%) 。 特 に,札 幌 以 外 で

「行 な っ た」 が群 を抜 い て い る(82.4%)。 この業 種 で 「行 なわ ない 」 が 多い

の は,札 幌 の50～100人 規 模 が あ るの み で あ る(570%)
。

全 般 的 に み て,情 報 交換 は,地 域 別 には ,道 外 企 業 や札 幌 以外 の 道内 企 業

においてか なり行 こなってお り,業 種別 にはサ ー ビス業その他の札幌 以 外 が 断然 多

くな ってい る。 規 模 に は,やXば らつ きが あ っ て ,札 幌 以 外 で も建 設 ・製 造

業 で50～100入 規 模 で 「行 なわ ない 」 が比 較 的 高 くで てい る(54 .6%)。

それ では・ 情 報 交換 を行 な う相手 は どの よ うな ところ で あろ うか。 これ を
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まず 簡 単 に相手 の 状 況 で,な が めて み よ う 〔表 皿一20〕 。

まず 総 合計 では,〈 業 種 〉 につ いて 「同 業種 」,「 異 業種 」 の別 をみ る と

や はb圧 倒 的 に 「同業種 」が 多 い(89.5%)。 〈 規模 〉 で は,ま ず 「同 じくら

い の規 模 」 が非 常 に高 く(72.7%),「 規 模 の 大 きい と ころ 」(19.5%),規 模

の小 さ い ところ 」(7.8%)の 順 で あ る。 そ して,〈 地 域 〉 と して は,「 地域'

内 の企 業 」(49.3%),「 道 内 の 企 業 」(32.9%),「 道 外 の企 業 」(17.8%)

とな って い る。 これ で み る と,総 体的 にみ て,同 業 種 の 同 じ くらい の規模 で

地 域 内 の企 業 また は 道内 企 業 との情 報 交 換 が多 くな っ て い、る よ うで あ る。

次 いで,層 別 にみ てみ よ う。 まず,地 域 別 につ い てみ てみ る。 まず く業種〉

では,札 幌,札 幌 以 外,道 外企 業 の別 な く大部 分,「 同 業 種 」 と交換 してい

る。 〈 規 模 〉 で は,道 外 企 業 が圧 倒 的 に 「同 じ く らい の規 模 」 で あ る(93.8

%)に 対 して,札 幌 以 外 では,や や 「規 模 の 大 きい と ころ」 が,他 に比 較 し

て高 い のが 目立 っ てい る(25.9%)。 〈地 域 〉 では,札 幌 や札 幌 以 外 が,第1

位 「地 域 内 の企 業 」,第2位 「道 内 の企 業 」,第3位 「道 外 の企 業 」 の順 に

な って い るの に対 し,道 外企 業 で は,逆 に第1位 「道 外 の企 業 」,第2位

「道 内 の企 業 」,第3位 「地域 内 の企 業 」の順 とな って い る。

情 報 交 換 は近 い地 域 で交 換 してい る ケース が 多い よ うで あ る。

これ を業種 別,規 模 別 に ク ロス して み る と,ま ず,建 設 ・製 造業 で は,

〈 業種 〉 は,「 同 業種 が 多 い(88.2%)。 〈 規 模〉 で は,第1位 「同 じ くらい

の規 模 」,第2位 「規 模 の 大 き い と ころ 」,第3位 「規 模 の小 さ いと ころ」

の順 で あ る。(そ れぞ れ67.5%-25.0%-7.5%)〈 地 域 〉 は,第1位 「地域

内 の企 業 」:第2位 「道 内 の企 業 」,第3位 「道 外 の企 業 」(そ れ ぞ れ57.9

%-36.8%-5、3%)の 順 で あ るo

建 設 ・製 造 業 の地 域別 と規模 別 でみ てみ る と 〔表 皿一21〕 〔表 皿一22〕,

〈 業 種 〉 に お い て規 模 に関 係 な く札 幌 や,道 外企 業 で圧 倒 的 に 「同 業種 」 と

交 換 してい るの に対 して,札 幌 以 外 で は,比 較 的 異業 種 も多 くな っ てい る。

〈 規模 〉 では,道 外 企 業 や札 幌 の企 業 で,「 同 じ く らい の 規 模 」が 多い が,

一82一



札 幌 以 外 で は 「規 模 の 大 きい と ころ 」が か なbあ る。特 に札 幌以 外 での50

～100人 規 模 に お い て ,「 規 模 の 大 きい と ころ 」が,「 同 じ くらいの規 模 」

と同 じレベル に(37.5%)あ り,「 規 模 の小 さい と ころ」 も25%で あ る。

また,〈 地域 〉 で は,札 幌 以 外 が,規 模 に関係 な く大部 分,「 地 域 内 の企 業」

に集 中 してい るの に対 し,札 幌 の企 業 は,「 道 内 企 業 」が多 い 傾向 に ある。

札幌 の200人 以 上規 模 で は,「 道 外 の企 業 」 も多 い(25%)。 一 方 道 外企 業

は 「地 域 内 の企 業 」 がな く 「道 内 の企 業 」(50%)と 「道 外 の企 業 」(50%)

とが 半 々で あ る。

以 上,建 設 ・製 造業 にお け る め だ った点 を ま とめ る と,地 域別 で は,ま ず

札 幌 以外 でく 規模 〉 に,「 規模 の大 きい と ころ」 が若干 多 くで てい る こと と

く 地 域 〉 で札幌 の企 業 が 「道 内 の企 業 」 と交 換 し,札 幌以 外 の企業 は 「地域

内 の企 業 」 が圧 倒 的 に多 く,道 外企 業 で は,「 道内 の企 業 」,「 道 外 の企業1

が半 々である。特 に札幌以外 の道内企業は,地 域内の企業 であれば,相 手企業の規模

の大 小 に関 係 な く情 報交 換 を行 な って い る よ うで あ る。

さ らに,規 模 別 ま で お ろ して み る と,札 幌 の200人 以 上規 模 で く 規模 〉

の 「規 模 の大 きい と ころ 」が比 較 的 多 くな っ てお り,同 じ札 幌 の〈地域 〉 で

50～100,100～200人200人 以 上規 模 で,「 道 内 の企 業 」 との交 換 が少

なか らず な され て い る。 次 に札幌 以 外 のく 規模 〉 に50～100,100～200人

規 模 で 「規 模 の大 きい と ころ」 がか な りな数 に達 し,〈 地域 〉 は,す べ て の

規 模 で圧倒 的 に 「同 じ く らい の規 模 」が 多 い。 〈地 域 〉 の欄 が札 幌 と札 幌以

外 とで は,は っ きb違 い を示 して い るo

次 に卸 売 ・小売 業 をみ て み る。 総 合計 で は,建 設 ・製 造業 とあ ま り大 差 な

い。 〈 業 種 〉 は,「 同 業種 」 に集 中 して い る(87ユ%)。 〈 規 模 〉 は 「同 じ

くらい の規 模 」(71.7%),「 規模 の大 きい ところ」(22.6%),「 規 模 の小

さ い と ころ 」(5.7%)の 順 で あ る。 〈地域 〉 は 「地域 内 の企 業 」(50.7%),

「道 内 の企 業 」(29.6%),「 道外 の企 業 」(19.7%)と な っ てい る。

これ を地域 別,規 模別 との ク ロス でみ てみ よ う。 〈 業種 〉 は建 設 ・製 造 業
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の場 合 とほS.同 一 で あ る。 〈 規 模〉 の場 合 も,建 設 ・製 造業 と類 似 してい る。

〈 地 域 〉 は,建 設 ・製 造業 とや や異 な っ た散 らば りを示 して い るoと い うの

は,建 設 ・製 造 業 の札 幌 の企 業 は,「 道内 の企 業 」 との交 換 が 高 くで て い た

が(61ユ%),こ こで は,「 地 域 内 の企 業 」 が非 常 に多 く相手 に な っ てい る

(72.7%)。 特 に100～200人 規 模 で完 全 に 「地 域 内 の企 業 」 と交換 している。

そ して,札 幌 以 外 で は,建 設 ・製 造 業 とやXち が っ て 「地 域 内 の企 業 」,

「道 内 の企 業 」,「 道 外 の企 業 」 の順 で,各 規模 と も散 らば っ てい る。

さ らに道外企 業 は,「 道 外 の企 業 」(66.7%),「 道 内 の企 業 」(25.0%)

「地 域 内 の企 業 」(83%)の 順 で あ る。

次 にサ ー ビス業 そ の 他 では,全 体 と して,〈 業 種 〉 は,'「 同 業種 」 が圧 倒

的(94.6%)で ある 〔表 皿一23〕 。 〈 規模 〉 は や は り 「同 じ くらい の規模 」

(80.0%)に 集 中 して い る。 〈 地域 〉 は,「 地域 内 の企 業 」(37.8%),「 道内

の企 業 」(35ユ%),「 道 外 の企 業 」(27.0%)の 順 で は ある が,ほ ×お な じ く

らい とみ て よい。

そ して,サ ニ ビス業 そ の他 の地域 別 と規 模 別 との ク ロスでみ る と,特 に地

域 差 あ るい は,規 模 差 は な い よ うで あ るが,札 幌 以 外 で,特 に 「道 内 の企 業 」

「道 外 の企 業 」 との交換 が 多 く,50～100人 規 模 まで の とこ ろで,「 道 内 の

企 業 」(60.O%),「 道 外 の企 業 」(40.O%)の み とな っ てい る。

また,道 外 企 業 で,や はb「 道 外 の企 業 」(50.0%)が 一 番で,「 地 域 内 の

企 業 」(25.0%)「 道 内 の企 業 」(25.0%)が な らん で い る。

この結 果く 地 域 〉 に対 して,か な り業 種 差 が でて い る。 札 幌 が最 も極 端 に

業 種 差 が ある。 〈 規 模〉 にっ い て も札 幌 や札 幌 以 外 に若 干 の業 種 差 が で て い

る。 規 模 差 に っ い ては ど うか。 あ ま りは っ き り とは い え ない が,規 模 の比 較

的小 さい と ころ で は,相 手 のく 規 模 〉 に対 して 「同 じく らいの規 模 」 と自己

の企 業規 模 が大 きい と ころ で は,「 規 模 の 大 きい ところ 」や 「小 さ い と ころ」

と交換 して い る よ うで あ る。 地 域 差 につ い て は,か な りは っ き り,〈 地域 〉

の欄 に違 い が で て い る。
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次 の問題 と して,〈 業種 〉〈 規 模〉 〈地 域 〉 に対 して ど うい う一 連 番 号 に

つ け られ て い るの が一 番 多 いか を し らべた結 果 〔表 皿一24,～ 表 皿一27〕,

やば り,「 同業 種 一同 じ くらい の 規模 一地域 内 の企 業 」 が35件 で圧 倒 的 に

多 く,次 い で,「 同 業種 一同 じ くらい の規 模 一道 内 の企 業 」12件,「 同 業

種 一規 模 の 大 きい と ころ 一地域 内 の企 業 」7件,「 同 業種 一同 じ くらい の規

模 一道外 の企 業 」6件,「 同業 種 一同 じ くらいの 規模 一地 域 内 の企 業 」5件,

「同 業種 一同 じ く らい の規 模 一道内 の企 業,道 外 の企 業 」5件 とな っ てい る。

(注 ・だぶ っ てつ け て い る もの も含 む)

ま た圧倒 的 に情 報 交換 の 多 か った サ ー ビス業 そ の他 の札 幌 以外(82.4%)

は,表 の よ うに,さ ま ざ ま なつ け方 をされ て いた。

これ は,前 述 さ れ た よ うに,札 幌 以 外 の道 内 企 業 にお い て は,地 域 内 にあ

る企 業 で あれ ば ど こk－も交 換 して い る とい う結 果 で あろ うo
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4賃 金情 報交換㈲表m-19

行 な った 行 なわ な い

合 計 56.3 43.7

全
札 幌 市 内 53.1 46.9

業
札 幌 以 外 58.3 41.8

種
道 外 60.7 39.3

建 小 計 51.4 48.6
≡…几

堅 札 幌 市 内 47.2 52.8

警 札 幌 以 外 56.3 43.8
廻

業 道 外 50.0 50.0

卸 小 計 53.2 46.8

元 札 幌 市 内 52.6 474

坐 札 幌 以 外 51.9 482
冗

業 道 外 58.8 41.2

丁 小 計 70.0 300

妄 札 幌 市 内 62.5 37.5

業
そ

札 幌 以 外 82.4 17.7

の
他

道 外 66.7 3a3

 

〉

4.賃 金情 報 交換

建 設 ・製 造 業 行 な った 行 なわ な い

札 50人 未 満 42.9 57.1

幌 50～100人 未 満 38.5 61.5

市 100～200人 未 満 60.0 40.0

内 200人 以 上 50.0 50.0

札 50・ 人 未 満 55.6 44.4

幌 50～100人 未 満 45.5 54.6

以 100～200人 未 満 70.0 30.0

外 200人 以 上 50.0 50.0
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卸 売 ・小売 業 行 な った 行 な わ ない

札 50人 未 満 33.3 66.7

幌 50～100人 未 満 55.6 44.4

市 100～200人 未 満 700 30.0

内 200人 以 上 50.0 50.0

札 50人 未 満 61.1 38.9

幌 50～100人 未 満 38.9 61ユ

以 100～200人 未 満 33.3 66.7

外 200人 以 上 77.8 22.2

サ ー ビ ス 業 ・そ の 他 行 な った 行 なわ ない

札 50人 未 満 50.0 50.0

幌 50～100人 未 満 42.9 57ユ

市 100～200人 未 満 50.0 50.0

内 200人 以 上 81.8 18.2

札 50人 未 満 50.0 50.0

幌 50～100人 未 満 100.0

以 100～200人 未 満 66.7 33.3

外 200人 以 上 100.0
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表 皿一204.賃 金情 報交 換(%)

情 報 交 換 を 行 な っ た 先

業 種 規 模 地 域

イ 口 イ 口 ノ、 イ 口 ノ、

合 計

札 幌 市 内

札 幌 以 外

道 外

89.5

96.0

83.1

94.4

10.5

4.0

16.9

5.6

72.7

74d

65.5

93.8

19.5

16.7

25.9

6.3

7.8

93

8.6

49.3

54.6

54」.8

11.1

32.9

34.6

32.9

27.8

17.8

10.9

12.3

61.1

情 報 交 換 を 行 な っ た 先

業 種 規 模 地 域

イ 口 イ 口 ノ、 イ 口 ノ、

建 設 ・製 造 業

卸 売 ・小 売 業

ナー ビス業 ・その他

88.2

87.1

9生6

1L8

12.9

5.4

67.5

71.7

80.0

25.0

22.6

8.6

7.5

5.7

11.4

57.9

50.7

37.8

36.8

29.6

35ユ

5.3

19.7

27.0

(2)

〈業 種〉 (イ)同 業 種

回 異 業 種

〈規 模〉 ←引 同じくらいの規模

固 規模の大きいところ

内 規模の小さいところ

〈地 域〉 ω 地域(市)内 の企業

(ロ)道 内の企業

内 道外の企業
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表 皿一214.賃 金情 報 交換(%)

業 種 規 模 地 域

イ 口 イ 口 ノ、 イ 口 ノ、

建
設
・

製
造
業

札 幌 市 内

札 幌 以 外

道 外

も◎.3

833

1000

6.7

16.7

82.4

54.6

100.0

17.7

31.8 13.6

33.3

88.9

61.1

11.1

50.0

5.6

50.0

業 種 規 模 地 域

イ 口 イ 口 ノ、 イ 口
層

ノ 、

卸
売

・

小
士
冗

業

札 幌 市 内

札 幌 以 外

道 外

95.0

80.7

90.9

5.0

19.4

9.1

77.8

60.0

90.0

16.7

32.0

10.0

5.6

8.0

72.7

51.4

8.3

22.7

35.1

25.0

4.6

13.5

66.7

業 種 規 模 地 域

イ 口 イ 口 ノ、 イ 口 ノ、

サそ

|

ピの

ス

業 他

札 幌 市 内

札 幌 以 外

道 外

100.0

87.5

1000

12.5

63.2

100.0

1000

15.8 21.1 533

27.8

25.0

20.0

50.0

25.0

26.7

22.2

50.0

(2)〈 業 種〉 (イ)同 業 種

(ロ)異 業 種

〈規 模 〉(イ)同 じ く らいの規 模

(ロ)規 模 の大 きい と ころ

(ハ)規 模 の小 さい と ころ

〈地 域 〉(イ)地 域(市)内 の企業

(ロ)道 内の企 業

(ハ)道 外 の企 業
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表 町一224。 情 報 交 換 先(%)

業 種 規 模 地 域
建殺 ・製造業

イ 口 イ 口 ノ、 イ 口 ノ、

札 50人 未 満 50.0 50.0 100.0 50.0 50.0

幌 50～100人 未 満 100.0 100.0 20.0 80.0

市 100～200人 未 満 100.0 80.0 20.0 40.0 60.0

内 200人 以 上 100.0 60.0 40.0 25.0 50.0 25.0

札 50人 未 満 75.3 25.0 75.0 25.0 80.0 20.0

幌 50～100人 未 満 83.3 16.7 37.5 37.5 25.0 80.0 20.0

以 100～200人 未 満 85.7 14.3 55.6 33.3 1L1 100.0

外 200人 以 上 100.0 100.0 100.0

業 種 規 模 地 域
卸売 ・小売業

イ 口 イ 口 ノ、 イ 口 ノ、

札 50人 未 満 100.0 100.0 66.7 33.3

幌 50～100人 未 満 75.0 25.0 10.0.0 66.7 16.7 16.7

市 100～200人 未 満 100.0 83.3 16.7 1000

内 200人 以 上 100.0 50.0 33.3 16.7 57.1 42.9

札 50人 未 満 833 16.7 60.0 30.0 10.0 63.6 27.3 9.1

幌 50～100人 未 満 85.7 143 57.1 28.6 14.3 50.0 30.0 20.0

以 100～200人 未 満 100.0 100.0 40.0 40.0 20.0

外 200人 以 上 66.7 33.3 50.0 50.0 45.5 45.5 9ユ

(2)〈 業種 〉 (イ)同 業 種

(ロ)異 業 種

〈 規 模〉(イ)同 じ くらいの 規 模

(ロ)規 模 の大 きい と ころ

(ハ)規 模 の小 さい と ころ

〈地 域 〉(イ)地 域(市)内 の 企業

(ロ)道 内の企 業

(ハ)道 外 の企 業
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表 皿 一234.情 報 交 換先(%)

業 種 規 模 地 域
ナ ー ビス業 ・そ の他

イ 口 イ 口 ノ、 イ 口 ノ、

木L 50人 未 満 100.0 100.0 50.0 50.0

幌 50～100人 未 満 100.0 100.0 100.0

市 100～200人 未 満 100.0 100.0 100.0

内 200人 以 上 100.0 668 18.8 25.0 45.5 27.3 27.3

札 50人 未 満 66.7 333 100.0 50.0 50.0

幌 50～100人 未 満 100.0 100.0 60.0 40.0

以 100～200人 未 満 100.0 10α0 50.0 50.0

外 200人 以 上 87.5 12.5 100.0 33.3 44.4 22.2

(2}〈 業 種〉

〈規 模〉

〈地 域〉

)

)

イ

ロ

(

(

　

　

イ

ロ

(

(

　ハ(

)

)

イ

ロ

(

(

　ハ(

同 業 種

異 業 種

同じくらいの規模

規模の大きいところ

規模の小さいところ

地域(市)内 の企業

道内の企業

道外の企業

一91一



表 皿 一244.賃 金情 報 交換

イ イ イ イ イ ロ イ ロ イ イ イ ハ イ己 イィ三
イ イロ

ロ ロ
イ ロ ロ イ イ ロロ

合 計 35 12 7 7 6 5 0 2 2

地

域

札幌市内

札幌以外

道 外

16

17

2

8

3

1

3

4

0

0

1

6

2

4

0

0

2

3

0

0

0

0

2

0

2

0

0

業

種

建設 ・製 造業

卸売 ・小 売業

サ ー ビ ス 業

そ の 他

11

15

9

7

1

4

4

3

0

0

4

3

0

5

1

1

2

2

0

0

0

0

2

0

2

0

0

イ イ イ イ イ ロ イ ロ イ イ イ ハ
イイ イ

ロ イ ィニ
イ イロ

ロ ロ
イ ロ ロ イ イ ロロ

建製 札幌市内 3 6 1 0 0 0 0 0 2

造 札幌以外 8 1 3 0 0 0 0 0 0

設業 道 外 0 0 0 0 0 1 0 0 0

卸小 札幌市内 8 1 2 0 2 0 0 0 0

売 札幌以外 6 0 1 0 3 0 0 2 0

売業 道 外 1 0 0 4 0 2 0 0 0

サそ

1

札幌市内 5 1 0 0 0 0 0 0 0

ビの

ス
札幌以外 3 2 0 1 1 2 0 0 0

業他 道 外 1 1 0 2 0 0 0 0 0

(2)〈 業 種〉

〈規 模〉

〈地 域〉

(イ)同 業 種

(ロ)異 業 種

(イ)同 じ く らいの規 模

(ロ)規 模 の大 き いと こ ろ

(ハ)規 模 の小 さ い とこ ろ

(イ)地 域(市)内 の企 業

(ロ)道 内 の企 業

(ハ)道 外 の企 業
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表 皿 一25 4.賃 金情 報 交換 〔札 幌 〕

イ イ イ イ イ ロ イ ロ イ イ イ ハ イ己 イィニ
イ イ

ヒ1ロ ロ
イ ロ ロ イ イ 四目

50人 未 満 1

建
50～100人 未 満 1 3 ・

設
● 100～200人 未 満 3 1

製
造 200人 以 上 1 2

業
小 計 3 6 1 0 0 0 , 0 0 2

550人 未 満 1 1

卸
売 50～100人 未 満 2

■

小 100～200人 未 満 4 1

士
冗

業 200人 以 上 1 1 1 1

小 計 8 1 2 0 2 0 0 0 0

サ 50人 未 満

ー

ビ 50～100人 未 満 1

ス

業 100～200人 未 満 1

●

そ 200人 以 上 3 1

の

他 小 計 5 1 0 0 0 0 0 0 0

合 計 16 8 3 0 2 0 0 0 2

(2)〈 業 種 〉 (イ)同 業 種

(ロ)異 業 種

〈 規 模〉(イ)同 じ く らいの規 模

(ロ)規 模 の 大 きい と ころ

(ハ)規 模 の 小 さい と ころ

〈 地 域 〉(イ)地 域(市)内 の企業

(ロ)道 内 の企業

(ハ)道 外の 企業
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表m-26 4,、 賃 金 情 報交 換 〔道 内 〕

イ イ イ イ イ ロ イ ロ イ イ イ ハ イ ィ; イ ィ 只
イ イロ

ロ ロ イ・ロ ロ

50人 未 満 1 1 1

建
設

50～100人 未 満 2

籔 100～200人 未 満 4 2

造
業

200人 以 上 1

小 計 8 1 3 0 0 0 0 0

50人 未 満 3 1

塑 、50～100人 未 満 2 1 1
冗

λ 100～200人 未 満 1

士

蘂 200人 以 上 1
、

1
・

1

小 計 6 0 1 0 3 0, 0 2

ナ

ー

50人 未 満 1

ビ 50～100人 未 満 1

ス
業 100～200人 未 満 1

■

そ

の

200人 以 上 2 2 1 1

他 小 計 3 2 0 1 1 2 0 0

合 計 17 3 4 1 4 2 0 2

・(2}〈 業 種 〉

〈規 模〉

〈地 域〉

(イ)同 業 種

(ロ)異 業 種

)

)

)

イ

ロ

ハ

(

(

(

(イ)

(ロ)

(ハ)

同じくらいの規模

規模の大きいところ

規模の小さいところ

地域(市)内 の企業

道内の企業

道外の企業
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表 皿 一26 4.賃 金情 報 交 換 〔道 外 〕

イ イ イ イ イ ロ イ ロ イ イ イ ハ
イイ イ ロイ イ イ イロ

イ ロ ロ
口 ノ、 口 口

50人 未 満満 1

建
設

50～100人 未 満

薮 100～200人 未 満

造
業

200人 以 上
{一'

小 計 0 0 0 0 0 1 0 0

50人 未 満 1

塑 50～100人 未 満 1
冗

λ 100～200人 未 満 1 2

士

蘂 200人 以 上 1

小 計 0 0 0 4 0 2 0 0

サ

ー

50人 未 満 1

ビ 50～100人 未 満

ヌ

業 100～200人 未 満 1
・

そ 200.人 以 上 1 1

の
他 小 計 1 1 0 2 0 0 0 0

合 計 2 1 0 6 0 3 0 0

〈業 種〉

〈規 模〉

〈地 域〉

(イ)同 業 種

(ロ)異 業 種

(イ)同 じ く らいの規 模

(ロ)規 模 の大 きい と ころ

(ハ)規 模 の小 さい と ころ

(イ)地 域(市)内 の企 業

(ロ)道 内の企業

(ハ)道 外 の企業
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3今 後必要な賃金関係資料

これ までの解答状 況 を概観 した結果,賃 金資料 は,多 くの企業 で,緊 急 な

必要性 を有 し,そ のために企業 間情報交換 が様 々な形 で行なわれてい る実態

が明 らか にな った。

ところ で,こ う した継 続 的 な必 要性 を 感 じてい る賃 金 資料 に対 して,企 業

の要請 に さ らに答 え るた め には,企 業 が ど うい う種 類 の ど うい う性 質 の情 報

資料 をほ しが って い るか を具体 的 に知 らね ば な らない。

この点 は設 問5で,今 後 必 要 な 資料 を問 い,さ らに具 体 的 に記 入 して も ら

う形 に より検 討 す る方式 を とった。 さ らに この場 合,資 料 を状 況別 に分 け て

(イ)求 人 の 必要 の た め の資 料

(・)初 任 給 の決 定 の際 の もの

(ハ)賃 上 げ の際 の もの

(二)賃 金体 系,支 払 い 方 法 を決 め る際 の もの

(ホ)そ の他

と し,必 要 な もの に○ 印 をつ け,そ れ ぞ れ につ い て記 入 す る よ うにな っ て い

る○

こ こで,集 計 結 果 をみ る見 方 と して,次 の よ うな手 順 を とフた。 まず,如

何 な る資 料 を必 要 と して い る か をみ て,次 に具 体 的記 入 が どの 程度 で あ った

か,こ れ に より全 般 的 な意 識 の高 さを 知 る こ とが で き る。 さ らに,業 種 別,

地 域 別,規 模 別 に違 い が あ るか ど うか も し らべ,ま た記 入 さ れ た事 項 の うち,

どの よ うな もの が 多 い か もチ ェ ック した 。

最 初 に,ど の よ うな資 料 を必 要 と してい るか の問 い(何 ケ所 で も○ 印 を つ

け られ る)に,少 な くと も1ケ 所 印 を つけ た企 業数 は173で,全 回収 企業数

256に 対 して約 誌%に 達 して い る。 よ物す ぐれ た 資 料(情 報)を 必 要 と し

て い るわ け で あ る。 総 合 計 では 「賃 上 げ 」 「初 任給 」 「求 人 」 の順 で ある

(表 皿一28〕 。

これ を業種 別 にみ る と,卸 売 ・小売 業 の 「初 任給 」 「賃 上 げ 」が 高 くな っ



てhるo

地域 別 に は,そ れ ほ ど差 違 は ない よ うで あ る。 また地 域 別,規 模 別 ク ロス

で は 〔表 皿 一29〕,特 に,卸 売 ・小 売 業 の札幌 以 外 の50人 未満,50～100人

規 模 で 「初 任給 」 「賃 上 げ 」 の資料 を必 要 と して い るの が 目立 つ程 度 で あ る。

次 い で,上 記 の よ うな状 況 に応 じた必 要 資 料 は具 体的 に どの よ うな内 容 の

もの で あ ろ うか。 全般 的 に み て具 体 的記 入 は,比 較 的少 ない。 記 入 して あ っ

た延 件 数 は128件 で,全 体 の企 業数256社 に対 して50%で ある。一 方内 容

は 多種 多 様 とい う観 を呈 してい る。 こ うした うちで,ま ず記 入 件数 の統 計 を

と ってみ た 。

総 合計 で 〔表 皿一30〕,一 番記 入 件数 の 多 か っ たの は,延 件 数128件 中,

「初 任 給 の決 定 の際 の もの 」が35件,「 賃 上 げ の際 の もの」33件,以 下

「求 人 の必 要 の ため の 資料 」27件,「 賃 金体 系,支 払 い 方法 を決 め る際 の

もの」24件,「 そ の他 」9件 とな っ てい る。

また業 種 別 で は,建 設 ・製 造業 が,延 件 数32件 で,「 賃 金体 系,支 払 い

方 法 を決 め る際 の もの 」 に対 して一 番 多 く9件 で あるが,概 して各項 に散 ら

ば っ てい る。 卸 売 ・小 売 業 につ い て は,延 件 数75件 で,「 初 任 給 の決 定 の

際 の もの 」 が24件 と最 も多 く,「 賃 上 げ の際 の もの 」18件,「 求人 の必

要 のた め の資 料 」17件 も多 い。 サ ー ビス業 そ の他 では,延 件数21件 で,

「賃 上 げ の際 の もの 」8件,「 初 任 給 の 決 定 の際 の もの 」5件 で ある。 総 じ

て卸売 ・小 売 業 に件 数 が多 くな って い る。

地 域 別 に は,札 幌 以 外 の58件,札 幌市 内56件,道 外企 業13件 で,道

外企 業 の記 入 が 相対 的 に少 ない。

これ を業 種別,地 域 別,規 模別 の ク ロス でみ る と 〔表 皿一31〕,ま ず,卸

売 ・小 売 業 の札 幌 以 外 の記 入 が37件 で最 大 で あbさ ら に 「初 任給 決 定 の際

の もの 」 に関 して件数 が 一 番 多 い(13件)。(規 模 に は関 係kい よ うで あ

る。)「 求 人 の必 要 の た め の資 料 」 「賃 上 げ の際 の もの 」が続 く(9件)が

50～100人 規模 が最 も多 く記 入 してい る。
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次 い で,卸 売 ・小 売 業 の札 幌 の35件 で,や はb「 初 任 給 の決 定 の もの 」

が多 く,規 模 に 関 係 な い。 「求人 の 必要 の た めの 資料 」,「 賃上 げ の際 の も

の」 も次 いで 多 い。 これ らに続 く もの と して は,建 設 ・製 造業 の札幌 の企 業

16件 と建設 ・製 造業 の札 幌以 外 の14件 とが あ るが,結 果 的 に具 体 的 内容

に よる必 要 情 報 には散 らば りが ある。

総 じて,卸 売 ・小 売業 の 札幌 以 外,札 幌 の企 業 にお け る 「初 任給 に関 す る

資 料 」の 必要 性 が高 い。 次 い で,「 賃 上 げ 」 「求人 に関 す る もの 」 とな って

い る。 規模 別 に は顕 著 な差 違 は み とめ られ な いが,卸 売 ・小 売 業 の札 幌 以 外

の50～100人 の 規模 で,そ れ ぞれ の情 報 の必 要 性 が高 い結 果 が得 られ てい

る 〔表 皿一31,32〕 。建 設 ・製 造業 につ い ては 少数 なの で検 討 で きない 〔表皿

一33〕
。 卸 売 ・小 売業 に おけ る具 体 的 な資 料 名 及び件 数 は次 の よ うな もの で

あっ た 〔表 皿一34〕 。

(イ)求 人

業種別細分化の もの

職業安定所 の求人者速報

当該年度 の学校別 就職 予定者数

(・)初 任 給

企業の同業 ・異業種規模別 の初任給

予定初 任給,確 定初任 給の早期提 供

(商 工会議所)予 定初任給調査

地域別 平均 初任給

㌣う 賃 上 げ

業種別細部資料

学歴,年 令別賃 金実態

定期昇給 とベースアップ

(→ 賃 金体系

モデル賃金
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職 能 給2件

項 目(ホ)そ の 他や,道 外企 業 の記 入 は皆 無 に等 しか った 。

表 皿 一28 5.資 料 の 必 要 性

(イ)

求 人

(ロ)

初 任 給

(ハ)

賃 上 げ

(二)

賃金体系支払い方法

(ホ)

そ の 他

合 計 60 83 97 53 18

業

種

建 設 ・製 造業

卸 売 ・小 売業

サ ー ビ ス 業

そ の 他

19

33

8

18

51

14

26

52

19

249

22

7

5

9

4

地

域

札幌市内

木L幌以外

道外企業

27

24

9

36

38

9

42

45

10

22

27

4

8

6

4

(イ) (ロ) (ハ) (二) (ホ)

求 人 初 任 給 賃 上 げ 賃金体系支払い方法 そ の 他

建製 札 幌 市 内 10 10 17 11 2

造 札 幌 以 外 9 8 9 12 2

設業 道 外 1 1

卸小 札 幌 市 内 15 20 15 9 5
ノ.

売 札 幌 以 外 13 25 30 ll 2

売業 道 外 5 6 7 2 2

サそ 札 幌 市 内 2 6 10 2 1

1

ビの 札 幌 以 外 2 5 6 4 2

ス
業他 道 外 4 3 3 1 1
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表 皿 一295.資 料 の 必 要 性

(イ) (ロ) (ハ) (二) (ホ)

求 人 初 人 給 賃 上 げ 賃金体系支払い方法 そ の 他

札

幌

市

内

建
設
・

製
造
業

50人 未 満

50～100人 未 満

100～200人 未 満

200人 以 上

0

4

5

1

3

5

2

5

6

3

3

2

5

2

2

2

小 計 10 10 17 11 2

卸
売
・

小

売
業

50人 未 満

50～100人 未 満

100～200人 未満

200人 以 上

3

6

3

3

2

7

5

6

3

2

6

4

2

2

2

3

1

1

2

1

小 計 15 20 15 9 5

サ

ー

ビ

ス

業
・

そ
の
他

50人 未 満

50～100人 未 満

100～200人 未 満

200人 以 上

1

1

3

1

2

2

3

3

2

2

1

小 計 2 6 10 2 1
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(イ) (ロ) (ハ) (二) 体)

求 人 初 任 給 賃 上 げ 賃金体系支払い方法 そ の 他

2

建
50人 未 満 2 3 1 3

設 50～100人 未 満 3 2q 3 4 1
●

製 100～200人 未 満 3 2 3 3 1
'生

札 口

業
200人 以 上 1 1 2 2

小 計 9 8 9 12 2

幌
50人 未 満 5 10 12 4

卸
売 50～100人 未 満 7 9 12 4

■

100～200人 未 満 3 4 2 1
小

以 売 200人 以 上 1 3 2 1 1

業
小 計 13 25 30 11 2

外
サ

50人 未 満 1 1

ー

ビ 50～100人 未 満 1 2 1

ス

業 100～200人 未 満 1 2 2 1

三 200人'以 上 1 2 2 2

の
他 小 計 2 5 6 4 2
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表 皿 一30 5.必 要 資料 につ い て(具 体 的記 入)

イ 口 ノ、 二 ホ 延件数

合 計 27 35 33 24 9 128

業 建設 ・製造業 7 6 7 9 3 32

卸売 ・小売業 17 24 18 12 4 75

種
サ ー ビ ス 業

そ の 他
3

'

5 8 3 2 21

地 札 幌 市 内 12 14 15 10 5 56

札 幌 以 外 13 18 14 11 2 58

域 道 外 企 業 2 3 3 3 2 13

建製 札 幌 市 内 4 3 4 4 1 16

造 札 幌 以 外 3 3 3 4 1 14

設業 道 外 0 0 0 1 1 2

卸小 札 幌 市 内 8 10 8 6 3 35

売 札 幌 以 外 9 13 9 6 0 37

売業 道 外 0 1 1 0 1 3

ナそ 札 幌 市 内 0 1 3 0 1 5

|

ビ う 札 幌 以 外 1 2 '2 1 1 7

ス
業他 道 外 2 2 2 2 0 8

(イ)求 人 の必 要 のた め の資料

(ロ)初 任 給 の決 定の 際 の もの

(ハ)賃 上 げ の 際の も の

(二)賃 金 体 系 ・支払 い方法 を 決 め る際 の も の

(ホ)そ の他

一102一



必要資料 について(具 体的記入)

 

5表m-31

(イ) (ロ) (ハ) ←) (ホ)

求 人 初 任 給 賃 上 げ 賃金体系支払い方法 そ の 他

札

幌

市

内

建

設
・

製

造

業

50人 未 満

50～100人 未満

100～200人 未満

200人 以 上

0

2

2

0

0

1

1

1

1

2

1

0

0

3

0

1

O

l

O

O

小 計 4 3 4 4 1

卸
売

・

小

売

業

50人 未 満

50～100人 未満

100～200人 未 満

200人 以 上

2

2

1

3

2

3

2

3

l

l

3

3

0

2

2

2

0

1

2

0

小 計 8 10 8 6 3

サ

ー

ビ

ス

業
・

そ
の
他

50人 未 満

50～100人 未 満

100～200人 未 満

200人 ・以 上

0

0

0

0

0

0

0

1

1

0

1

1

0

0

0

0

0

0

0

1

小 計 0 1 3 0 1

.
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(イ) (ロ) (ハ) (二) (ホ)

求 人 初 任 給 賃 上 げ 賃金体系支払い方法 そ の 他

建
50人 未 満 0 0 0 0 0

設 50～100人 未 満 2 2 2 2 1

●

製
100～200人 未 満 1 1 1 2 0

札 造 200人 以 上 0 0 0 0 0

業
小 計 3 3 3 4 1

幌

卸
50人 未 満 1 2 2 2 0

売 50～100人 未 満 7 5 6 4 0

●

小
100～200人 未 満 0

'2
0 0 0

売 200人 以 上 1 4 1 0 0

以 業
小 計 9 13 9 6 0

外
サ 50人 未 満 0 0・ 0 0 1

| ⊥

二
50～100人 未 満 0 0 0 0 0

業 100～200人 未 満 1 1 1 0 0

■

そ
の

200人 以 上 0 1 1 1 0

他 小 計 1 2 2 1 1
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表 皿 一32 5.必 要 資 料 につ い て(具 体 的)

＼
(イ) (ロ) (ハ) (二) (ホ)

求 人 初 任 給 賃 上 げ 賃金体系支払い方法 そ の 他

道

.

外

v

建

設
.

製

造
業

50人 未 満

50～100人 未満

100～200人 未 満

200人 以 上

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

1

0

0

小 計 0 0 0 1 1

卸
売
■

小

売

業

50人 未 満

50～100人 未満

100～200人 未 満

200人 以 上

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

1

0

0

0

0

0

1

9

0

小 計 0 1 1 0 1
`

サ

L
ス

巻
そ
の
他

50人 未 満

50～100人 未 満

100～200人 未満

200人 以 上

0

0

1

1

0

0

1

1

0

0

1

1

0

0

1

1

!
0

0

0

小 計 2 2 2 2 0
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表m-33 5.必 要 資 料 につ い て 〔建 設 ・製 造業 〕

一

必 要 資 料 具 体 的 な 記 入
地 域 別

延 数
札 幌 市 内 札 幌 以 外 道 外

(イ)求 人 業種別細分化のもの 1 1

(ロ)初 任 給 企業の同業,異 業種,規 模別の初任給 2 2

ω 賃 上 げ

⇔ 賃 金 体 系 モデル賃金

各種手当の基本的性格

1

2

1 2

2



表 皿 一34 5.必 要 資 料 〔卸 ・小 売 業 〕

1

必 要 資 料 具 体 的 記 入 地 域 別

札 幌 市 内 札 幌 以 外 道 外
延 数

(イ)求 人 業種別細分化のもの
3 2 5

…

職業安定所の求人者速報 2 1 3

当該年度の学校別就職予定者数
3 1 4

＼

回 初 任 給 企業の同業,異 業種規模別の初任給
5 4 9

、

⊥
o

予定初任給,確 定初任給の早期提供
2 1 3

下 (商 工会議所)予 定初任給調査
1 4 5

地域別平均初任給
1 3 4

内 賃 上 げ 業種別細部資料
4 2 6

学歴,年 令別賃金実態
2 2 4

定 期昇 給 とベー ス ア ップ
2 2 4

⇔ 賃 金 体 系 モデル賃金
2 1 3

職能給 1 1 2



4諸 結 果 の ま と め

ここで これ まで の 諸結 果 を要 約 してみ よ う。

本章 で は,賃 金 決 定 関 係 に限 定 し,そ こにおけ る重視 項 目 とそ れ に伴 う情

報(資 料)交 換 の実 態,そ して今 後 の資 料 に対す る必 要 性 お よび注 文等 に よ

り,企 業 の情 報 に対 す る必需 性 の関 係 を さ ぐろ うと意 図 した。

そ の結 果 い くつ か の ファ ク ト ・プア インデ ィ ングを見 い 出 して きた と考 え

るo

まず,そ れ らを簡 単 に列 記 して み よ う。 重 視 項 目では,大 部 分の 業種,地

・域 ,規 模 に お い て,「 企 業 の業 績(支 払 い能 力)」,「 世 間 相場 」,「 物 価

の上 昇 」 が圧 倒 的 に 多 い こ とが示 され た。 企 業 が ど うい う地域 に存 立 して い

:る かに よる差はない ようである・ た 詩L幌 以外 に 「初任給 」や 「過去 の験

実態 」 が,比 較 的 で てい た程 度 で,業 種 に よる差 違 は 認 め られ な か った。

一方 規模 別 まで ク ロス してみ る と,札 幌 や札 幌以 外 の200人 以 上の規 模

の企 業 が総 体 的 に重視 項 目の順 位 に影響 を及 ぼ してい る の で は ない か と思 わ

せ る。 ま た組 合 の存 在 の 有無 が重 視 項 目の記 入 に影 響 して い たか ど うか は明

らか で は なか った 。

次 に情 報 交 換 の実 態 で は,全 体 と しては,交 換 を行 な っ てい る と ころ が多

、か っ た(56.3%)。 そ して,札 幌 以 外 の 道内企 業 の交 換 が 一 番 高 くで てい る

反面,札 幌 市 の 道 内企 業 が低 い結 果 とな って い る。業 種 別 で み て,サ ー ビス

業 そ の他 の 道 内企 業 が群 を抜 い て交換 してい るが 高 い(82.4%)こ とが示 され

てい るo

各 業種 と も,札 幌 の企 業 にお い て 「行 な わ ない 」 が 多 くな っ てい る。規 模

別 ま で パ ス す る と・ さ らに バ ラ・テ ・・鋤 パ とえ ば 建 設 .'製 造 業 の

札 幌 以外 の50～100人 規模 で 「行 なわ な い 」 が61.1%ま た,iOO～200人

規 模 で 「行 な わ な い 」が66.7%と 目立 った違 い をみ せ て い る。

全 般 的 にみ て,情 報 交換 の 実 態 は,道 外企 業 や札 幌以 外 に多 く,特 に サー

ビス業 そ の他 の 札 幌 以 外 が積 極 的 に交 換 してい る よ うで あ る。
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ま た 「行 な った 」場 合,交 換 相手 と して どの よ うなく 業種 〉 〈 規模 〉

〈地 域 〉 の企 業 を選択 したか につ い ては,「 同 業種 」で 「同 じ くらい の 規模」

で 「地 域 内 の企 業 」 とい う記 入 が 多 か った。 業 種 に よる違 い は,特 に札 幌 の

企 業 にお い てく地 域 〉 の欄 に顕 著 に あ らわれ て い る。 す なわ ち,建 設 ・製 造

業 で は 「道 内 企 業 」 とが 多 いの に対 し,卸 売,小 売業,サ ー ビス業 そ の他 で

は 「地 域 内 の企 業 」 とが 高 くな って い る。

また,地 域 別 に もか な りの相違 が看 取 で き る。 札幌 以 外 に,「 異業 種 」 と

の交換 が 多 く,特 に50～100人 規模 の企 業 で,「 規模 の大 きい と ～二ろ」 や

「小 さ い と ころ 」 と少 な か らず交 換 して い る結果 となっ てい る。 また札 幌 の

企業 の200人 以 上 規模 では,道 外 の企 業 との交 換 も多 く,「 規模 の大 きい と

ころ」 と交 換 してい る ケ ース が比 較 的 で で て い るそ して,道 外企 業 は,札 幌

の企 業 との情 報 交換 はな い よ うで あ る。

また情 報 交 換 の圧倒 的 に 多か った,サ ー ビス業 そ の他 の札 幌以 外 は,規 模

や 地域 に関 係 な く様 々な と ころ と交換 してい る実 態 が でて い る。

以 上 の よ うな,交 換 の状 態 が進行 して い く中 で,各 企 業 に とって 今 後必 要

な賃 金関 係 資 料 は,「 賃 上 げ 」 「初 任給 」 に関 す る もの の よ うで あ り,そ の

具 体的 記 入 状 況 をみ る と,内 容 と しては,「 初 任給 決定 の際 」 の ものが 最 も

多 く,続 い て 「賃上 け の 際 」 「求 人 の 必要 の た め」等 とな って い る。

業 種 別 に は,卸 売 ・小 売業 が もっ と も今後 の資料 に対 す る積 極 性 を示 して

い る よ うで あ る。 したが って,こ の 業種 の記 入 が全 体 の種 類 の順 位 に影 響 を

及 ぼ して い る。 総 じて卸売 ・小 売 業 の札 幌 市 内 や札 幌以 外 の企 業 の 「初 任 給

に関 す る資料 」 の必 要 性 が 高 い。

以上,こ れ ま での実 態 を概 観す る こ とに より得 られ た全 体 的 な印 象 は,各

企 業 と も賃 金決 定 にあた って重 視 項 目に関 連 した情 報 を積極 的 に収 集 し,互

い に交 換 し合 い なが ら,そ う した情 報 の 不確 実 性 を除去 す べ く努 力 を重 ね て

い る とい う こ とで あったo

最 後 に,上 記 の 諸結 果 に対 す る問 題 点 をひ ろ って お く。
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1.単 純 集計 で ある の で回収 状 況 の多 少 に関 して修正 で きて いな い。 したが

っ て単 純 な業 種,規 模,地 域 に関 しての 比 較 は問題 で ある0

2,さ ま ざ ま な状 況 に 対面 した各 企 業 の対 応 を知 る ことは重 要 で あ るが,今

回 は時 間 的 な賃 金決 定 諸要 因 変 動 状 況 を把 握 で きなか った。

3.い くつか の興 味 あ る ク ロス集 計 が,時 間 の関 係 で断 念 され てい る。 た と

え ば組 合 の存 在 の 有無 と情 報 交換,重 視 項 目と今後 必 要 な賃 金関 係資料 と

の直 接 的 な ク ロス集 計,必 要 な賃 金 資料 の 項 目に記 入 した企 業 の み につ い

て の さま ざま な ク ロス 等 で あ る0

4.実 際 の記 載 上 の問題 で,記 入 もれ が あ った り,1つ の と ころ複数 記 入 に

な っ てい た り,3つ 付 け るべ き と ころ に1な い し2記 入 だ った り して,集

計 の意 味 づけ を若干 困 難 に して い る。

5.重 視 項 目にお い て は,そ れ ほ どで もな か った 「初 任給 」 に今 後 必 要 な賃

金 資料 と して記 入 が 多 か っ たの は なぜ か の解 明。

以 上 の諸 点 は,い ろい ろむず か しい 問題 を 有 してお り,今 後 の検 討 課 題 と

して,さ らに一 層 の 理論 的 考 察 や 調 査 を必 要 とす るで あ ろ う。
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IV.賃 金 資 料 の 利 用

本 章 では 輪 回 の 調査 結 果 の うち 漬 金 資料 の利 用 の 現状 を旛 す る
.す なわ ち

前 半 吐 いて は ・企 業 が過 去 ・輔 に収 集 ・利 用 した資料 が どの よ うな もので あ
っ

たか 乞 デー ・の麟 ・デ ー ・の地 域 的 区 分 冷 よび具 体 的 樋 料 名 に関 して酷

し,と くに デ ー タの地 域 的 区 分 につ いて は必 要 とす る地域 的区 分 と収 集 して い る地

域 的区 分 の関 係 に ふ れ る。

ま た,後 半 に お い て は,賃 金 関係 資料 の なか で も重要 度 の高 い 「毎 月 勤労統 計調

査 ㈱ ・踊 工 会 馴 の 「モ'デル験(賃 金 白書)」 を例 と して鞠 上 げ
,。 れ ら

に企 業 で 良 く利 用 す る1資 料 を加 えた3資 料 に つ い て
,知 名度,利 用 度,有 用 度,

要 望 お よび 資 料 の 引用 先 を観 察 す る。'

1.収 集 デ ー タの 種 類

各 企 業 は 過去 ・年 間に どの よう醜 類 の賃 金 関係 デー ・を収 集 ・利 用 して い るか
。

表 「v-・ に示 す24の デー 項 目に つ い ての 回 答 をま とめ てみ る と
,表IV-1の よ

うに 「何 等 か の賃 金 関 係 デー タを収 集 」 して い る企業 は80 .5%で,1収 集 企業 あ

た り約6.8の デー タ項 目の収 集 を行 な って い る
。

表 「v-・ の よ うに デ ー 項 目を ・つ に分類 してみ る と ,収 集 率(収 集 企 業 の害恰)

は,「 賃 金 水 準 等 」 の デー タが80 .5%で 最 も高 く,つ ぎに 「給 与制 度等 」 のデ ー

タ45.7%,「 手 当 ・賞与 等 」の デ ー タ42 .2%,「 生 活費 ・そ の 他 」 の デー タ2

2.7%の 順 とな る。

表IV-2は デー タの 収集 率 を企 業 の 地 域 ・業種 ・規 模 別 に ま とめ た もの であ るが
,

と くに地域 別 に み る とき,何 等 か の賃 金 関係 デー タを収集 して い る割合 は
,「 道 内

企 業 」 の ・ …%に 対 して ・ 「道外 企 業 」カ・44 .・.%と 著 し く低 い こ とが 目立 つ 。

この理 由は 第 皿章 に も述 べ た よ うに ,「 道 外 企業 」 では 賃 金決 定 が本 社 で行 な わ れ

るた め に,賃 金 情 報 収 集 の必 要度 が相 対 的 に低 いか らで あろ う
。

な お前 年 度 に実 施 した 「北 海道 にお け る民間 企 業 の情 報 需要 調 査 」の 結果 に よる

と,給 与 ・賃金 動 向 あ るい は賃 金 関 係情 報 の必要 度 に関 しては ,道 内 企業 と道 外 企

業 との間 で,今 回 調 査 の資 料 の収 集 率 にみ られ る よ うな大 きな開 差 は なか った
。
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前 年 度 は情 報 需 要全 般 に関 す る調 査,今 年 度 は具 体 的 な賃金 決 定 と関 連 させ た調 査

とい う性格 の差 が あ るた め,両 調 査 の企 業 内 での 回 答担 当部 局 に差 が あ、る こ と も考

え られ るの で,前 年 度 の結 果 は一 般 情 報 の 一環 と して の賃 金 情報 の必 要 度 につ い て

の情報 担 当 部局 的 判 断,今 年 度 の結 果 は,自 企業 の賃金 決定 の ため 賃 金 情 報収 集 に

つ いて の給 与担 当部 局の 回答 とい うた ぐい の 差異 もあ り うる こ とに留 意 して,両 調

査 の結果 を比 較 す る こ とが 必 要 で あ る。

この よ うに 「道外 企業 」は賃 金 情 報 収 集 率 が 特異 な もの で あ るの で,本 章 で の業

種 別,企 業 規模 別 の 結果 は,各 表 と も道 内 企業 のみ に つ い て示 して あ る。

道 内企 業 での デー タ収 集 率 は,「 札 幌市 」 と 「札 幌 市以 外 」 の間 では ほ とん ど差

は な く,業 種 男ljには 「サ ー ビス 業 そ の他 」の収 集率 が他 産 業 よ り高 目で あ る。 企 業

規 模 別 に は 大 企業 に な るほ ど収 集 率 は 高 くな るが,「 賃 金 水 準 等 」の デー タに つい

て は 「50人 未 満 」が78,0%,「200人 以 上 」956%と 開 差 が少 な く小 企業

もか な りの 収 集 を行 な って い るが,「 手 当 ・賞与 等 」,「 給 与 制 度 等 」,「 生 活 費

・そ の他 」 の デー タにつ い て は100人 以 上 と未 満 との収 集 率 の開 差 は大 きい。

表IV-3の ように24の デ ー タ項 目別 にみ て,収 集 率 が25%以 上 の 項 目 を あげ

る と,「 賃 金 水 準等 」 の グ ルー プで は,「 初 任 給 」51,6%,「 業 種別 賃 金 」44.

5%,「 年 令 別賃 金 」40.6%,以 下 「勤続 年 数 別 賃 金 」,「 地 域 別 賃 金 」,「 男

女 別賃 金 」の 順 とな り,「 手 当 ・賞 与 等 」の グル ー プでは 「石炭 手 当 ・寒 冷 地 手 当 」,

「賞 与 」が あ る。 地域 別 に は道 外 企 業 は 収 集 率 が 全般 的 に低 い な か で,「 石 炭手 当

・寒 冷地 手 当 」が 「初任 給 」 と並 ん で最 も高い 。

道 内 企業 の業 種 別 に は,表IV-4の よ うに,サ ー ビス業 そ の他 が,手 当 ・賞 与等,

給 与 制 度 等,生 活 費 等 の多 くの項 目で相 対 的 にやs高 い。

表IV-5の よ うに道 内企 業 の規 模 別 には,ほ とん どの項 目 では 規模 が 大 き くな る

ほ ど収 集率 が 高 くな るが,「 初任 給 」,「 業 種 別 賃金 」,「 地 域 別 賃 金 」 な どでは

規 模 間 の収 集 率 の格 差 は小 で,「 学 歴別 賃 金 」,「 賞 与 」,「 石 炭 手 当 ・寒 冷 地手

当 」な どでは規 模 間 の差 は 大 き い。
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表IV-1 ・ デ ー タの 種類 別 にみ た

賃 金 関 係 資 料 の 収 集(要 約)

企 業 数 記 入項 目数 企業あたり 収集企業

記入項目数 あ た り

記入項目数
実 数 割 合 実 数 割 合 (分母FA) (分母=B

鎌 % 項目 % 項目 項 目

全 企 業 256 100.0 一 一 } 一

何等かの賃金関係デLタ(θ ト(ウDを収集 206 80.5 1,390 100.0 5.43 6.75

賃 金 水 準 等 の デー タ(θ)～(ヌ))を 収 集 193 75.4 760 54.7 297 3.69

手 当 ・賞 与等 の デー タ((・Nウ))を 収集 108 42.2 256 184 100 1.24

給 与制 度等 の デー タ((ヨ ト(ガ)を 収集 117 45.7 291 20.9 1.14 141

生活費 ・その他の デー タ((ラト〈ウ))を収 集 38 22.7 83 6.0 0.32 0.40

表IV-2 デー タの種類 別にみ た

賃 金 関 係 資 料 の 収 集 率(要 約) (%)

項 目地域

業 種
規 模

企 業

総 数

(実 数)

何等かの
賃金関係
デ ー タ

θ ～ θ

賃金 水 準

等のデータ

α)～(ヌ)

手当・賞与

等のデLタ

ω ～ ㈲

給 与 制 度

等 のデータ

(ヨ)～(ガ

生 活 費

そ の他 の

デ ー タ

(ラ)～(ウ)

全 企 業 256 80.5 75.4 42.2 45.7 22.7

道 内 企 業 202 90.1 86.1 46.5 51.5 23.8

{1ご蕊
99

103

91.9

88.3

86.7

85.4

45.5

476

576

45.6

23.2

24.3

'製 造 業 な ど
68 86.8 80.9 44.1 48.5 22.1

商 業 93 89.2 86.0 45.2 45.2 23.7

、サービス業 その他 41 976 95.1 53.6 70.7 26.8

'～49　 人 50 80.0 78.0 30.0 30.0 12.0

50～99人 61 91.8 85.2 39.3 50.8 1L5

100～199人 46 93.5 89.1 58.7 60.9 39.1

200人 ～ 45 95.6 95.6 62.2 66.7 378
、

道 外 企 業 54 44.4 35.2 25.9 24.1 18.5

製造業な ど 76 80.2 73.7 40.8 44.7 22.4

商 業 124 79.0 75.8 41.1 41.1 23.4

サーヒ撒 の他 56 83.9 76.8 46.4 571 21.4
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表IV-3 デー タの種類別にみた

賃 金 関 係 資 料 の 収 集 率(地 域別)
(%)

地 域項 目
全 企 業 道 内 札 幌 市 札幌市以外 道 外

〈 賃 金 水 準 等 〉

④ 月 別 賃 金 14.1 15.8 8.1 23.3 74

(ロ)年 令 別 賃 金 40.6 46.5 51.5 41.7 18.5

←う 勤 続 年 数 別 賃 金 30.5 35.1 475 23.3 13.0

←1地 域 別 賃 金 277 31.2 34.3 28.2 14.8

因 業 種 別 賃 金 44.5 52.0 55.6一 .48 .5
'16

.7
■

内 職 種 別 賃 金 176 19.3 22.2 16.5 11.1

(ト)規 模 別 賃 金 20.7 21.3 28.3 14.6 18.5

θ 男 女 別 賃 金 25.8 27.7 28.3 272 18.5

(リ)学 歴 別 賃 金 23.8 26.2 30.3 22.3 14.8

(ヌ)初 任 給 51.6 58.4 54.5 62.1 25.9

〈 手 当 ・賞 与 等 〉

④ 賞 与 30.9 35.1 39.4 31.1 14.8

因 石炭手当 ・寒冷地手当 32.4 34.2 32.3 35.9 25.9

σ)住 宅 手 当 19.9 21.3 24.2 18.4 14.8

肋)退 職 金 16.8 18.3 20.2 16.5 ll.1

〈 給 与 制 度 等 〉

(ヨ)職 務 給 13.3 14.4 15.2 13.6 93

(タ)職 能 給 172 18.8 172 20.4 11.1

(り 人 事 考 課 176 18.8 22.2 15.5 13.0

レ)給 与 体 系 21.1 23.3 26.3 20.4 13.0

レ)昇 給 制 度 12.9 14.9 15.2 14.6 5.6

休)諸 手 当 の 制 度 13.7 16.3 172 15.5 3.7
.

(ナ)労 働 時 間 ・ 休 日 18.0 18.3 13.1 233 16.7
一

〈 生 活 費 そ の他 〉

(ラ)生 活 費 12.5 13.9 15.2 12.6 74

仏)物 価 16.0 16.3 13.1 19.4 14.8

(ウ)そ の 他 3.9 4.0 8.1 『 3.7
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表IV-4 デー タの種類別にみ た

賃 金関係資料 の収集率(道 内企業の業種別)
(%)

業 種項 目 製 造 業 な ど 商 業 サービネ業 ・その他

〈 賃 金 水 準 等 〉

θ 月 別 賃 金 14.7 19.4 9.8

←)年 令 別 賃 金 48.5 49.5 36.6

←う 勤 続 年 数 別 賃 金 36.8 29.0 46.3

←)地 域 別 賃 金 279 33.3 31.7

因 業 種 別 賃 金 55.9 48.4 53.7

←)職 種 別 賃 金 16.2 14.0 36.6

(ト)規 模 別 賃 金 22.1 21.5 19.5

(力 男 女 別 賃 金 279 31.2 19.5

(リ)学 歴 別 賃 金 26.5 25.8 26.8

(ヌ)初 任 給 51.5 68.8 48.8

〈 手 当 ・賞 与 等 〉

ω 賞.与 30.9 31.2 51.2

因 石炭手 当 ・寒冷地手 当 33.8 30.1 43.9

(ワ)住 宅 手 当 19.1 17!2 34.1

(カ)退 職 金 19.1 10.8 34.1

〈 給 与 制 度 等 〉

(ヨ)職 務 給 13.2 12.9 19.5

(タ)職 能 給 22」 172 171

(レ)人 事 考 課 19.1 172 22.0

(ソ)給 与 体 系 23.5 22.6 24.4

(力 昇 給 制 度 132 9.7 29.3

㈱ 諸 手 当 の 制 度 16.2 10.8 29.3

ω 労 働 時 間 ・休 日 14.7 172 26.8

〈 生活 費 そ の 他 〉

(ラ)生 活 費 lL8 12.9 19.5

(勾 物 価 16.2 12.9 24.4

(ウ)そ の 他 1.5 1.1 14.6
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表IV-5 デー タの種類 別にみた

賃金 関係 資料 の収集率(道 内企業の規模別)
(%)

規 模
項 目

～49人 50～99人 100～199人 200人 以上

〈 賃 金 水 準 等 〉

④ 月 別 賃 金 16.0 11.5 23.9 13.3

(ロ)年 令 別 賃 金 30.0 39.3 674 53.3

←う 勤 続 年 数 別 賃 金 18.0 34.4 43.5 46.7

←)地 域 別 賃 金 30.0 29.5 34.8 31.1

㈱ 業 種 別 ・賃 金 42.0 492 65.2 53.3

内 職 種 別 賃 金 12.0 14.8 28.3 24.4

(ト)規 模 別 賃 金 14.0 9.8 370 28.9

㈱ 男 女 別 賃 金 20.0 21.3 41.3 3Ll

(リ)学 歴 別 賃 金 12.0 18.0 413 378

(ヌ)初 任 給 52.0 52.5 69.6 62.2

〈 手 当 ・賞 与 等 〉

ω 賞 与 22.0 21.3 478 55.6

㈲ 石炭手当 ・寒冷地手当 18.0 21.3 54.3 48.9

σ)住 宅 手 当 8.0 18.0 34.8 26.7

肋)退 職 金 10.0 9.8 34.8 22.2

〈 給 与 制 度 等 〉

(ヨ)職 務 給 8.0 16.4 15.2 178

(タ)職 能 給 14.0 19.7 23.9 178

㈲ 人 事 考 課 6.0 18.0 28.3 24.4

(ソ)給 与 体 系 16.0 19.7 30.4 28.9

(ツ)昇 給 制 度 6.0 8.2 26.1 22.2

θ 諸 手 当 の 制 度 8.0 9.8 28.3 22.2

θう 労 働 時 間 ・休 日 4.0 13.1 2L7 378

〈 生 活 費 等 〉

(ラ)生 活 費 8.0 6.6 174 26.7

ω 物 価 10.0 4.9 21.7 33.3

(ウ)そ の 他
一 1.6 2.2 13.7
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2収 集 デ ー タと 必 要デ ー タの地 域 的 区分

各 企業 が 過去1年 間 に どの よ うな地 域 的 区 分 の賃 金 関係 デー タを収 集 ・利 用 して

い るか。 表IV-6の よ うに,「 何 等 か の地 域 的 区分 の 資料 」 を収 集 してい る企業 は

74.6%で,前 節 の デ ー タの種 類 の収 集 率80.5%に 比 べ て無 回 答 が やX多 くな っ

てい る。 デー タの地 域 的区 分 を3つ に 分 類す る と,収 集 率 が 高 い の は 「全 道 」的

な 資 料59.0%,「 市 」(ま た は地 域)の 資料58.0%で あ り,「 全 国 」的 な資 料

は37,9%と 前2者 よ り低 い。

道 外 企業 は収 集 率 の 水準 が低 い ほか,3分 類 別 の収 集 率 が 「全 道 」,「 全 国 」,

「市 」 の順 とな り,「 全 国 」的 資料 の相 対 的 比 重 が大 きい。

道 内企 業 を地域 ・業 種 ・規 模 別 に み る と,「 市 」,「 全 道 」 が 「全 国 」 より も

高 い とい う傾 向 は ほs保 持 さ れ てい る。 た だ しサー ビス業そ の他 では 「全 道・」 が高

く,「 市 」,「 全 国 」が50%で ほs'同 水 準 に な る。 規 模別 には,「 市 」 お よび 「

全道 」 の収 集 率 は 各規 模 ほ ×同水 準 で あ り,「 全 国 」 に関 して は50人 未 満 が20.

0%,200人 以 上 が57.8%と い うか な りの規 模格 差 がみ とめ られ る。

以 上 の ことを立 入 って検 討 す る た めに,各 企 業 が 「市 」,「 全 道 」,「 全 国 」の

資料 を どの よ うな組 合 せ で収 集 して い るか をみ た の が表IV-7で あ る。 と くに 多 い

の は 「市 一道 」型 の収 集 が26.6%,「 市 一道 一国 」型20,3%で,こ の 両者 が全

企業 の半 数 を 占 め る。 な お調 査 の さいに 正確 には 個 々の デー タ の種 類 ご とに地 域 的

区 分 を問 うべ きで あろ うが,煩 雑 さ を避 け総 括的 な形 での質 問 を と った。 そ のた め,

た とえば 「市 一道 」型 の収 集 企 業 に は,A統 計 を市 に つ い てB統 計 を道 に つ いて 収

集 して い る場 合 も含 ま れ てい る こ とに留 意 された い。

地 域 別 には,道 外 企 業 で ウエ イ トの高 い の は 「道 一 国 」,「 市 一道 」,「 国 」型

の 収 集 で あ る。道 内 企 業 では 地域 ・業 種 ・規模 別 の 各 区分 と も 「市 一道 」,「 市 一

道 一国 」型 の ウエ イ トが 高 い が,サ ー ビス業 その 他 お よび大 企業 では 「道 一国 」型

の ウエ イ トも比較 的 高 い。

次 に,各 企 業 は上 記 の 「市 」(地 域 を含 む),「 全 道 」,「 全国 」の資 料 の必 要

順 位 を どの ように考 え て い るの で あろ うか。 表IV-8の よ うに,「 全 道 」の 資料 を

必 要 とす る企 業 は75.4%,「 市 」の 資料 は75,0%,「 全 国 」 の資 料 は7L9%

とな り,実 際 の収 集 率 が第3位 の 「全 国 」に つ いて も必要 とみ てい る割 合 がか な り
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高 い 。 しか し必要順 位 別 に み る と,第1順 位 に あげ て い る もの は 「市 」が45,7%

「全道 」22.7%,「 全 国 」10.5%と 「市 」 が 多 く,第2順 位 で は 「全 道 」48、

4%,「 市 」17.2%,「 全 国 」7.8%と 「全 道 」が 多 く,第3順 位 では 「全 国 」

53.8%,「 市 」1 .2.1%,「 全 道」4.3%と な り,平 均 的 な必 要 順 位 は 市 一道 一

国 の順 で あ る こ とが か な りは っ き りとあ らわ れ て い る。 た だ し道 外 企 業 では必 要 と

す る割 合 が各 資料 と も40%前 後 と低 い ほか,必 要順 位 づけ の パ ター ン も明 確 でな

く,平 均的 必 要 順位 も国 一道 一市 の 逆順 とな って い る。

道 内企業 の業 種別 を表IV-9に よ り,ま た規模 別 を表IV-10に よりみ る と,い

ず れの場 合 も平 均 的 には 市 一道 一国 の順 に必 要度 を考 え てい るが,細 か くみ る とサ

ー ビス 業 そ の他 と200人 以 上 では ,「 国 」 を第 ・1順位 とす る割 合 が相 対 的 に 高 く

な ってい る。

地 域 的 区 分 の必 要 順位 の 組 合 せ が 企業 ご とに ど うな って い るか を み る と,表IV-

11の よ うに,「 市 一道 一 国」 の順 が38。3%,「 道 一市 一 国 」 の順15.2%で,

この両者 が 全 体 の約 半 数 を 占 め,「 国 一 道 一市 」7.0%,「 道 一国 一市 」5.1%が

これに つ づ く。 道 内企 業 の 傾 向 は 全 企業 の場 合 にほ ＼準 ず る が,道 外 企 業 では 「国

一道 一市 」 の 順の 相 対 的 ウエ イ トが 高 い。

最後 に,「 市 」,「 全 道 」 お よび 「全 国 」 の各 資 料 につ い て,デ ー タの必 要 度 と

収 集状 況 の相 互 関 係 は ど うで あろ うか 。表IV-12の 「市 」 の 資 料 の場 合 をみ る と,

市 の資 料 の収 集 率 は,「 市 」 を第1順 位 と して必 要 とす る企業 では82.9%,第2

順位 の企業68,2%,第3順 位 の企 業45.2%,必 要 な し12.5%と な り,必 要 度

の 低下 と ともに実 際 の 収 集 活 動 も停 滞 す る。 ま た市 の 資料 の 必要 順 位 が第1順 位 か

ら第3順 位 ま で低 下 す るにつ れ て国 また は 道 の資 料 を(代 替)収 集 して い る割 合 が

高 ま る。表IV-13の 「道 」 の資 料 の場 合 に は,「 道 」 の資 料 の収 集 率 が必 要 な し

の企業 で低 い のは 当 然 で ある が,必 要 とす る企業 では 必 要順 位 が 何 位 で あ って も実

際 の収 集率 が ほS'70%強 と一 定 してい る。 表W-14の 「国 」 の資料 の場 合 は,

市 の 資料 の場 合の よ うに,必 要度 の低 下 と と もに実 際 の収 集率 の 低 下 す る傾 向 が よ

み と られ る。



表IV-6 デ ー タの地域的区 分別 にみた

賃 金 関 係 資 料 の 収 集 率

(%)

項 目

地 域・i業種 ・規模

何等かの地域

的区分の資料
地域(市)の資料 全道的な資料 全国的な資料

全 企 業 74.6 58.2 59.0 379

道 内 企 業 82.2 68.3 66.3 40.6

札 幌 市

{札 幌 市 以 外

79.8

84.5

60.6

75.7

60.6

7L8

46.5

35.0

'製 造 業 な ど
77.9 67.6 6L8 35.3

・ 商 業 83.5 76.9 670 40.7

、サー ビス業 その 他 90.2 53.7 75.6 51.2

'～49人
74.0 68.0 62.0 20.0

50～99人 83.6 672 672 377
く

100～199人 870 73.9 71.7 50.0

、200知 84.4 64.4 62.2 5718

道 外 企 業 46.3 20.4 31.5 27!8

表IV-7 賃金 関係収集 デー タの

地域 的区分の組合せの分布

(%)

デ ー タ 地域(市) 市 市 市 × 市 × × ×

の地域 全 道
1

道 遣 丈
|

道 ↓
1

道 ↓ 支
的区分 全 国 ▲ ↓

1

国

}

国 ↓ ↓
|

国 ↓

全 企 業 20.3 26.6 5.9 74 5.5 4.7 4.3 25.4

道 内 企 業 24.3 3L2 6.9 6.4 5.9 4.5 3.0 178

㌦㌶
22.2

26.2

22.2

39.8

12.1

1.9

9.1

3.9

4.0

78

τ1

1.9

3.0

2.9

20.2

15.5

'製 造 業 な ど
23.5 32.4 5.9 1.5 5.9 4.4 4.4 22.1

商 業 275 344 8.8 3.3 6.5 2.2 1.1 18.7

、サ←ビス業 その他 19.5 24.4 4.9 22.0 4.9 9.8 4.9 9.8

'～49人 26.2 48.0 10.0 2.0 2.0 4.0 一 26.0

50～99人 30.4 29.5 3.3 3.3 8.2 8.2 3.3 16.4

く

100)199人 33.3 32.6 6.5 8.7 4.3 一 4.3 13.0

.200人} 22.2 13.3 8.9 11.1 8.9 4.4 4.4 15.6

道 外 企 業 5.6 9.3 1.9 11.1 3.7 5.6 9.3 53.7
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賃金関係資料の必要地域区分とその順位表IV-8

(%)
資料 地域(市)の資料 全道的な資料 全国的な資料 記 入 な し

〈 全 企 業 〉

必 要 75.0 75.4 71.9 (2L1)
第1順 位 45.7 22.7 10.5 2L1

第2順 位 172 48.4 78 26.6

第3順 位 12.1 4.3 53.5 30.1

記 入 な し 25.0 24.6 28.1 }

〈 道 内 企 業 〉

必 要 84.7 84.7 80.7 (12.4)

第1順 位 55.0 24.8 79 12.4

第2順 位 19.8
、

55.0 7.9 173

第3順 位 9.9 5.0 64.4 20.8

記 入 な し 15.3 15.3 19.3 一

〈 道 外 企 業 〉

必 要 38.9 40.7 40.7 (53.7)

第1順 位 ll.1 14.8 20.4 53.7

第2順 位 74 24.1 74 61.1

第3順 位 20.4 L9 13.0 64.8

記 入 な し 61.1 59.3 59.3 一

注)( )内 は,い ず れ の地域 的 区分 の デー タを も必要 と しな い割 合。

表IV-9 賃 金関係資料の必要地域区分
とその順位(道 内企業 の業種別)

(%)

資料 地域(市μ)資料 全道的な資料 全国的な資料 記 入 な し

〈 製 造 業 な ど 〉

必 要 779 79.4 779

第1順 位 48.5 25.0 74 19.1

第2順 位 22.1 51.5 4.4 22.1

第3順 位 74 2.9 66.2 23.5

記 入 な し 22.1 20.6 22.1 一

〈 商 業 〉

必 要 871 88.2 79.6

第1順 位 61.3 22.6 5.4
』

10.8

第2順 位 20.4 60.2 5.4 14.0

第3順 位 5.4 5.4 68.8 20.4

記 入 な し 12.9 1L8 20.4 一

〈 サ ー ビ ス 業 そ の 他 〉

必 要 90.2 85.4 85.4

第1順 位 51.2 29.3 14.6 4.9

第2順 位 14.6 48.8 19.5 171

第3順 位 24.4 73 51.2 171

記 入 な し 2.4 14.6 12.2 一
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賃 金関係 資料の必要地域区分

とその順位(道 内企業の規模別)

表IV-10

(%)

資 料 地域(市)の資料 全道的な資料 全国的な資料
一

記 入 な し

〈 ～49入 〉

必 要 78.0 82.0 76.0 (160)

第1順 位 60.0唱 20.0 4.0 16.0

第2順 位 12.0 62.0 4.0 220

第3順 位 6.0 一 64.0 30.0

記 入 な し 22.0 18.0 24.0 一

〈50～99ノ ＼ 〉

必 要 82.0 83.6 80.3 (14,8)

第1順 位 49.2 32.8 33 14.8

第2順 位 279 45.9 8.2 18.0

第3順 位 4.9 4.9 68.9 213

記 入 な し 18.0 16.4 19.7 　

〈100～199人 〉

必 要 91.3 89.1 82.6 (8.7)

第1順 位 65.2 23.9 2.2 8.7

第2順 位 174 58.7 10.9 13.0

第3順 位 8.7 6.5 69.6 15.2

一

記 入 な し 8.7 10.9 174 一

〈200人 ～ 〉

必 要 870 82.6 84.8 (8.9)

第1順 位 46.7 20.0 24.4 8.9

第2順 位 20.0 55.6 8.9 15.6

第3順 位 22.2 8.9 53.3 15.6

記 入 な し 870 82.6 84.8 一
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表IV-11 賃 金 関 係 資 料 の 必 要 地 域 区 分

の 必 要 順 位 の 組 合 せ の 分 布

(%)

必 要 順 位

第1已 ・已 ・
全 企 業 道 内 企 業 道 内 企 業

市 一 道 一 国 38.3 46.5 74

道 一 市 一 国 15.2 178 5.6

国 一 道 一 市 70 5.0 14.8

道 一 国 一 市 5.1 5.0 5.6

市 一 国 一 道 2.3 3.0 一

国 一 市 一 道 2.0 2.0 1.9

市'一 道 一 × 2.7 3.5 一

道 一 国 一 × 0.4 一 1.9

国 一 道 一 × 0.4 　 1.9

市 一 × 一 × 2.3 2.0 3.7

道 一 × 一 × 2.0 2.0 1.9

国 一 × 一 × 1.2 1.0 1.9

記 入 な し 21.1 12.4 53.7

表IV-12 地域区分データの必要度 と収集状況の相関

(地 域(市)の 資料の場合)

収集状況 市の資料
市 の 資料 を収 集 して い ない

総 数 下記の(代 替)資 料を収集 何も収集
必 要 度 を収 集

小 計 国と道 道 国 していない

総 数 256 A14g 42 19 12 11 65

必 要 192 141 31 14 9 8 20

実
第1順 位 ll7 97 8 5 2 1 12

数
第2順 位 44 30 9

一 6 3 5

第3順 位 31 14 14 9 1 4 3

必 要 な し 64 B8 11 5 3 3 45

総 数 100.0 58.2 16.4 74 4.7 4.3 25.4

割 必 要 100.0 73.4 16.1 73 4.7 42 10.4

第1順 位 10α0 82.9 6.8 4.3 1.7 0.9 10.3

合 第2順 位 10α0 68.2 20.5 一 13.6 6.8 1L4

亥.
第3順 位 100.0 45.2 45.2 29.0 3.2 12.9 9.7

)

必 要 な し 100.0 12.5 172 78 4.7 4.7 70.3

非活用率(B/A) 一 5.4 一 一 一 一 一
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表IV-13 地域区分デー タの必要度と収集状況の相関

(全 道の資料の場合)

収 集状 況 全 道 の 全 道 の 資料 を収 集 して い な い

総 数 資料 を 下記の(代 替)資 料を収集 何 も収集
必 要 度 収 集 小 計 市と国 市 国 していない

総 数 256 Al51 40 15 14 11 65

必 要 193 141 34 15 10 9 18

実
第1順 位 58 43 9 2 1 6 6

数
第2順 位 124 90 22 10 9 3 12

第3順 位 11 8 3 3 一 一 一

必 要 な し 63 BlO 6 一 4 2 47

総 数 100.0 59.0 15.6 5.9 5.5 4.3 25.4

割 必 要 100.0 73.1 176 78 5.2 4.7 9.3

第1順 位 100.0 74.1 15.5 3.4 1.7 10.3 10.3

合 第2順 位 100.0 72.6 177 8.1 73 2.4 9.7

・( 第3順 位 100.0 72.7 273 273 一 一 一

色 必 要 な し 100.0 15.4 9.2 一 6.2 3.1 72.3

非活用率(畝) 一 6.6 一 一 一 一 一

表IV-14 地域区分データの必要度と収集状況の相関

(全 国の資料の場合)

収 集状 況 全 国 の 全 国 の 資料 を収 集 して い な い

総 数 資 料 を 下記の(代 替)資 料を収集 何も収集
必 要 度 収 集 小 計 道と市 道 市 していない

総 数 256 A97 94 68 12 14 65

実
必 要 184 92 74 55 9 10 18

第1順 位 27 25 一 一 一 一 2

数
第2順 位 20 16 3 2 1 一 1

第3順 位 137 51 71 53 8 10 15

必 要 な し 72 B5 20 13 3 4 47

総 数 100.0 379 36.7 26.6 4.7 5.5 25.4

割 必 要 100.0 50.0 40.2 29.9 4.9 5.4 9.8

第1順 位 100.0 92.6 一 一 一 一 74

合 第2順 位 100.0 80.0 15.0 10.0 5.0 一 5.0

房
第3順 位 100.0 37.2 51.8 38.7 ・5.8 73 10.9

) 必 要 な し 100.0 6.9 278 18.1 4.2 5.6 653

非活用率(碗) 一 5.2 一 一 一 一 一
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3,収 集刊 行 書 の 種類

各 企 業 は過 去1年 間 に どの よ うな種 類 の刊行 書 を収 集 ・利 用 して い るか。 表IV-

15の よ うに,収 集 して い る と回 答 が あ った の は797%の 企業 で,そ れ らの 企業

で は平 均 して 官庁 資料164点,各 種 団 体 資 料2.10点,一 般 刊行 書1.41点,合

計5,16点 を収集 して い る。

表IV-16に よ り刊 行 書 別 にみ る と収 集率 の 高 い の は,官 庁 資料 で は北海 道 「中

小 企 業賃 金 実 態 」 が41.8%,次 に人 事 院 「民 間 給 与 実 態 」20.7%と な り,統 計

局 「消 費者 物 価 」,労 働 省 「毎 勤 」,北 海 道 「毎 勤 」,労 働 省 「賃 金 構 造 」 は10

%台 で これ につ づ く。 各 種 団 体 資料 では商 工 会 議 所 「モ デ ル賃 金 」 が625%と 圧

倒 的 に 高 く,次 に 道 経 営 者協 会 「賃 金 資料 」33.2%,商 工会 議 所 「予定 初 任 給 」

297%と な り,日 経 連 「賃 金 白 書 」,生 産 性 本 部 「賃 金 白書 」 は 約10%で あ る。

一 般 刊行 書 では 「業 界誌(新 聞)」352% ,「 新 聞 」29,3%で,「 賃 金 事 情 」

が19,9%,「 賃 金 交 渉 資料 」,「 賃 金 総 覧 」は いず れ も10%を やS下 廻 わ る。

道 内企業 につ い て は収 集 率 の水 準 が全 企 業 よ り若 干 高 くな るほ か は ほS同 様 の 傾

向 を示 す。 道 外企 業 は収 集 率 の水 準 が著 し く低 く,ま た 官 庁 お よび 各種 団体 資 料 の

なか で相対 的 に収 集 率 が 高 い の は,人 事 院 「民間 給 与実 態 」,日 経 連 「賃 金 白書 」,

道 経営 者 協 会 「賃 金 資料 」 で あ るな ど独 特 の選 好 の仕 方 を示 す 。

表IV-17に よ り道 内 企業 の業 種 別 に み る と,各 業 種 と もほ ×全 企業 の場 合 と同

様 の 傾 向 を示 す。 表IV-18に よ り道 内 企業 の規 模 別 に み る と,大 企 業 に な るほ ど

収 集率 の 高 ま る傾 向 が ほ とん どの刊 行 書 に つ い て み られ るが,規 模 間 の差 が比 較 的

小 さい の は 商工 会 議 所 「モ デ ル賃 金 」,道 「中小 企業 賃 金実 態 」(こ れ は規 模20

0人 以 上 で 逆格 差),「 業 界 誌(新 聞)」,「 新 聞 」,商 工 会 議 所 「予定 初 任 給 」

で あ る。 これ に対 して道 経 営 者 協 会 「賃 金 資料 」,統 計 局 「消費者 物 価 」,人 事院

「民 間給 与 実 態 」,「 賃 傘 資料 」,労 働 省 「長 歎 」 は50人 未 満 で10%台 以 下,

200人 以 上 で30%以 上 とい う よ うに 規 模 間 の差 が大 きい。
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表W-15 刊行書別にみた

賃 金関係資料 の収集(要 約 一1)

収 集 企 業 数 収 集 資 料 数 企 業 収業企業
あ た り あ た り

実 数 割 合 実 数 割 合
資 料 数

(分母=A)
資 料 数

(分母=B)

% %
全 企 業 A256 100.0 一 一 一 一

何等力の資料を収集 B204 79.7 1052 100.0 4.11 5.16

官庁資料を収集 166 64.8 335 31.8 1.31 1.64

、 195 76.2 429 40.8 L68 2.10

「般刊行書を収集 157 61.3 288 274 1.13 1.41

記 入 な し 52 203 一 一 一 一
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表IV-16 刊行 蕃別 にみた

賃金関係 資料の収集率(地 域別)

(%)

地 域
道 内 企 業

道外企業
項 目

全企業
札幌市 札幌市以外

〈 官 庁 資 料 〉

収 集 し て い る 64.8 72.8 75.8 69.9 35.2

σ)労 働 省 「賃金構造基本調査」 13.3 14.3 172 11.7 9.3

㊥ 〃 「毎 月勤労統計調査」 14.8 15.8 172 14.6 11.1

(・う人 事 院 「民間給与実態調査」 20.7 21.8 26.3 175 16.7

(司 北海道 「中小企業賃金実態調査」 4L8 50.0 49.5 50.5 11.1

困 〃 「毎 月勤労続 十・北海道分 」 14.8 178 18.2 175 3.7

←う総理府統計局 「家計調査報告」 5.1 6.4 8.1 4.9 一

(ト)〃 「消費者物 価指数」 172 18.8 25.3 12.6 11.1

θ そ の 他 3.1 3.5 3.0 3.9 L9

〈 各 種 団 体 資 料 〉

収 集 し て い る 762 85.6 84.8 86.4 40.7

④ 商工会議所 「モ デ ル賃 金 」 62.5 72.3 68.7 75.7 25.9

(ロ)〃 「予 定 初任 給 調査 」 29.7 35.1 41.4 29.1 9.3

←う 日 経 連 「賃 金 白 書」 12.9 11.9 12.1 lL7 16.7

←)生 産性本部 「賃 金 白 書」 11.7 12.9 13.1 12.6 74

θ 北海道経営者協会 「賃金資料」 33.2 376 374 379 16.7

内 総評 ・同盟等の 「賃金 白書」 5.1 5.4 4.0 6.8 3.7

(卜)商 工 指導 センター 「経 営分析指標」 70 8.9 12.1 5.8 一

θ そ の 他 5.5 6.4 71 5.8 1.9

〈 一 般 刊 行 書 〉

収 集 し て い る 6L3 70.3 73.7 670 278

σ)「 賃 金 事 情 」 19.9 22.3 24.2 20.4 11.1

(ロ)「 賃 金 通 ・信 」 4.3 5.0 71 2.9 1.9

←う 「賃 金 交 渉 資 料 」 9.8 11.9 15.2 8.7 1.9

⇔ 「 賃 金 総 覧 」 8.2 9.9 12.1 78 1.9

団 業 界 誌(新 聞) 35.2 40.6 40.4 40.8 14.8

内 新 聞 29.3 33.2 36.4 30.1 14.8

(ト)そ の 他 5.9 74 71 78 一
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表W-17 刊行書別 にみ た

賃金関係資料の収集率(道 内企業の産業別)

(%)

製 造 業 な ど 商 業 サー ビス業その他

〈 官 庁 資 料 〉

収 集 し て い る 75.0 65.6 85.4

㈹ 労 働 省 「賃金構造基本調査」 176 9.7 19.5

(ロ)〃 「毎 月勤 労 統 計調 査 」 16.2 12.9 22.0

←う 人 事 院 「民間給与実態調査 」 22.1 16.1 34.1

←)北 海道 「中小企業賃金実態調査」 574 45.2 48.8

θ 〃 「毎 月勤労績言十・」[海道分 」 19.1 15.1 22.0

←)総 理府統計局 「家計調査報告」 5.9 4.3 12.2

(ト)〃 「繊}〔 」 14.7 16.1 31.8

θ そ の 他 4.4 4.3 一

〈 各 種 団 体 資 料 〉

収 集 し て い る 85.3 84.9 878

ω 商工会議所 「モ デ ル賃金 」 676 79.6 63.4

(ロ)〃 「予定 初 任 給調 査 」 30.9 39.8 31.7

←う 日 経 連 「賃 金 白 書」 11.8 75 22.0

←)生 産性本部 「賃 金 白 書」 8.8 ll.8 22.0

㈱ 北海道経営者協会 「賃金資料」 36.8 34.4 46.3

((9総 評 ・同 盟等 の 「賃 金 白 書 」 4.4 4.3 9.8

(ト)商 工指導 センター 「経 営分析指標 」 13.2 8.6 2.4

け〕 そ の 他 8.8 L1' 14.6

〈 一 般 刊 行 書 〉

収 集 し て い る 72.1 66.7 75.6

σ)「 賃 金 事 情 」 19.1 18.3 36.6

(ロ)「 賃 金 通 信 」 2.9. 3.2 12.2

内 「賃 金 交 渉 資 料 」 11.8 75 22.0

←)「 賃 金 総 覧 」 10.3 8.6 12.2

㈱ 業 界 誌(新 聞) 39.7 40.9 41.5

内 新 聞 23.5 36.6 41.5

(ト)そ の 他 5.9 6.5 12.2
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表IV-18刊 行書別にみた

賃金関係資料の収集率(道 内企業の規模別)

(%)

規 模
項 目

～49人 50～99入 100～199人 200人 用

〈 官 庁 資 料 〉
'

収 集 し て い る 64.0 70.5 76.1 82.2

㈲ 労 働 省 「賃金構造基本調査」 6.0 13.1 17.4 22.2

(r)〃 「毎 月勤 労 統 計調 査 」 4.0 13.1 174 31.1

内 人 事 院 「民間給与実態調査」 10.0 16.4 15.2 48.9

←)北 海道 「中小企業賃金実態調査」 48.0 55.7 58.7 35.6

団 〃 「毎 月勤 労統計 ・北海道分 」 4.0 16.4 32.6 20.0 、

内 総理府統計局 「家計調査報告」 2.0 4.9 4.3 15.6

一(ト)
〃 「～肖費」酬 才旨数」 4.0 13.1 13.0 48.9'

θ そ の 他 10.0 3.3 一 一

〈 各 種 団 体 資 料 〉

収 集 し て い る 70.0 90.2 93.5 88.9

(イ)商 工 会議 所 「モ デ ル 賃 金 」 62.0 75.4 78.3 73.3

(ロ)〃 「予 定 初任 給 調 査 」 28.0 34.4 39.1 40.0

臼 日 経 連 「賃 金 白 書」 6.0 9.8 8.7 24.4

←)生 産性本部 「賃 金 白 書」 2.0 lL5 19.6 20.0

㈱ 北海道経営者協会 「賃金資料」 14.0' 29.5 52.2 60.0

←)総 評 ・同盟等の 「賃金 白書」 一 1.6 6.5 15.6

(卜)商 工指導 センター 「経 営分析指標」 2.0 18.0 8.7 4.4

θ そ の 他 4.0 9.8 6.5 4.4

〈 一 般 刊 行 書 〉

収 集 し て い る 54.0 70.5 78.3 80.0

げ)「 賃 金 事 情 」 2.0 19.7 26.1 44.4

(ロ)「 賃 金 通'信 」
一 4.9 2.2 13.3

内 「賃 金 交 渉 資 料 」 2.0 4.9 19.6 24.4

←)「 賃 金 総 覧 」 一 9.8 8.7 22.2

困 業 界 誌(新 聞) 32.0 32.8 52.2 48.9

8新 聞 30.0 26.2 34.8 44.4

(ト)そ の 他 一 8.2 8.7 13.3
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4,特 定 資料 に関 す る知 名度 、 意 見な ど

以 上 に述 べ て きた よ うな 賃金 関係 の 資料 を各 企 業 では どの よ うに評 価 して い るの

で あ ろ うか 。 調 査 では 賃 金 関 係 資料 の なか で も重要 度 の高 い 「毎 月勤 労 統 計 調査 」

お よび 札 幌商 工 会 議 所 の 「セデ ル賃 金(賃 金 白書)」 を例 と して取 り上 げ ,こ れ ら

に企業 で 良 く利 用 す る1資 料 を加 えた3資 料 につ い て意 見 な ど を記 入 して も らっ た。

表IV-19の 「知 名度 」 をみ る と,「 毎 勤 」 に つ い ては 全 企業 平 均 で56 .6%,

企 業 の種 別 に は道 外 企 業 が33.3%と 低 い の に対 し,道 内 企業 は62 .9%で あ る。

道 内企 業 の規 模 別 には50人 未 満 が40.0%,200人 以 上82 .2%と 規 模 間 の 差

が 大 きい。 これ に対 し 「モデ ル賃 金 」 の知 名度 は平 均81 .1%で,道 外 企業 は44 .

4%と 低 い が,道 内企 業 で91 .1%と 極 め て高 く,道 内企 業 の規 模 別 に は各 規模 と

も85%以 上 で あ り,小 企業 に お いて も知 名度 は 高 い。

次 に表IV-20k・ よび表IV-21の 「利 用 状 況 」 をみ る と,利 用 してい る企 業 は

「毎 勤 」 に つ い ては21.1%,「 モ デ ル賃 金 」 では60.5%で あ る。 道 内企 業 の 利

用 率 を規 模別 にみ る と,「 毎 勤 」 は50人 未 満 では10.0%,200人 以 上 では3

5.6%と か な りの 規 模 間 の 差 が み られ るの に 対 し ,「 モデ ル賃 金 」 は 各規 模 とも6

0乃 至70%台 と規 模 間 の差 が少 な く ,各 規 模 にお いて か な り利 用 さ れ て い る。

表IV-22お よび表IV-23の 「有用 性 」 をみ る と,資 料 を非 常 に 役 に立 って い

るま たは 役立 って い る とみ る企 業 は 「毎 勤 」 では13 .2%,「 モデ ル賃 金 」 では4

1.4%で,意 見 の記 入 の あ った 企 業 中の 割 合 に直 して み る と ,「 毎 勤 」27.8%,

「モ デル賃 金 」53,3%と な る。

ところ で 「毎 勤 」 お よび 「モ デ ル賃 金 」以 外 に良 く利用 して い る1資 料(以 下 で

は 「そ の他 の特 記 資料 」)に つ い ては ど うで あろ うか。 表IV-24の よ うに特 記 資

料 の 回答 が あ った の は61企 業,回 答率 は23.8%と か な り低 い。 また そ の うち ,

具 体 的 な資料 名 の記 入 の あるの は38企 業,資 料 名 の延数 は重 複 記 入 もあ るの で4

2件 で,そ の内 訳 は 表IV-25の とお りで あ る。 表 の よ うに個 々の 資料 別 の記入 件

数 は 極 め て少 な い の で,以 下 で は 良 く利 用 さ れ て い る資料 に関 す る平 均 的 な 意見 を

見 る とい う観 点 の み に しぼ って,そ の 他 の特 記 資 料 に関 す る結 果 は 資料 名別 の分 類

は省 略 す る。 表IV-26の よ うに,そ の他 の特 記 資料 を役 立 って い る とす るのは6

1企 業 中 の55.7%に あた る34企 業 で あ る。
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さて 上述 の特 定3資 料 に対 す る企 業 側 の注 文 は どの よ うな もの で あ ろ うか。 表IV

-27乃 至IV-30の よ うに ,特 定3資 料 の い ず れ につ いて も,も っ と も多 い注文

は 「公 表 の時 期 を早 め る」,「 べ ・ア関 係 とか初 任給 の 資料 を ま とめ て提 供 して ほ

しい」,「 わか りや す い解 説,利 用 の仕 方 をつ け てほ しい」,「 利 用 者 の 立場 に な

って作 成 す る」 の4項 目で あ る。

表IV-31の よ うに,特 定3資 料 を使用 す る場 合 の 引 用 出所 は,「 直接,資 料 自

体 か ら」 が圧 倒的 に 多 く,間 接 的 な 引用 を して い る割 合 は小 さ い。

以 上 を概 観 して み る と,「 毎 勤 」 の よ うに賃 金 の 平 均動 向 を示 す 統 計は これ を十

分 に活用 して いる 企業 は 少 な く,こ れ に対 して商 工 会 議 所 「モ デ ル賃 金 」 は 今 回 の

調 査対 象 企業 に定 期 的 に配 布 さ れ て い る こ とも あ ってか な り活 用 さ れ て い る とい え

る。 い ず れ に して も,単 な る統 計数 字 の提 供 の形 態 では な くて,各 種 資料 を ま とめ,

わか りや す い解説 等 を付 い た 資料 の早 期 の 提供 を望 む 声 が 強 い とい うこ とは,こ の

種 の情 報 提 供 を将 来 に検 討 す る場 合 の 留意 点 の一 つ と云 え る で あろ う。

表IV-19 特 定2資 料 の 知 名 度 .

(%)

項 目

地域など

毎 月 勤 労 統 計 調 査 商工会議所 「モデル賃金」

知って いた 知 らな い 記入 な し 知 って いた 知 らない 記 入 な し

全 企 業

道'内 企 業

札 幌 市

{札 幌 市 以 外

製 造 業 な ど

商 業

、ト ビス業 その他

～49人

50～99人

100～199人

200入 ～

道 外 企 業
'

56.6

62.9

70.7

55.3

69.1

52.7

75.6

40.0

63.9

67.4

82.2

33.3

22.3

24.8

172

32.O

l76

35.5

12.2

38.0

29.5

174

11.1

13.0

21.l

l2.4

12.1

12.6

13.2

1L8

12.2

22.0

6.6

15.2

6.7

53.7

81.3

9L1

93.9

88.3

92.6

91.4

878

86.0

91.8

978

88.9

44.4

70

6.4

4.0

8.7

4.4

5.4

12.2

6.0

8.2

2.2

8.8

9.3

11.7

2.5

20へ

2.9'

2.9

3.2

-

8.0

-

-

2.2

46.3
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表IV-20 特 定2資 料の利用 一毎月勤労統計調査一
(%)

項 目
調 査 を 知 っ て い た

調査を知らない

地域 ・業種 ・規模 利用 している 利 …目してレW

一度 も利用し

たことがない
記 入 な し

記 入 な し

全 企 業 21.1 25.8 5.1 4.7 43.4

全企業(警 鞠 一1・・) (372) (45.5) (9.o) (83) 一

道 内 企 業 24.3 277 5.0 5.9 371

札 幌 市

{札 幌 市 以 外

26.3

22.3

29.3

26.2

5.1

4.9

10.l

L9

29.3

44.7

. '製 造 業 な ど
25.0 26.5 5.9 11.8

●

30.9

,商 業 2L5 25.8 2.2 3.2 47.3

サービス業その他
、

29.3 34.1 9.8 2.4 24.4

'～49人 10.0 16.0 8.0 6.0 60.0

50～99人 21.3 32.8 L7 8.2 36.1
ψ

100～199人 32.6 28.3 4.3 2.2 32.6

200人 ～ 、
、

35.6 33.3 6.7 6.7 178

道 外 企 業 9.3 18.5 5.6
一 66.7

表IV-21 特 定2資 料 の 利 用 一商工会議所 「モデル賃金」一
(%)

項 目

地域 ・業種 ・規 模

調 査 を 知 っ て い た

調査を知らない
記 入 な し利 用 している 不用 していない

一度 も利用 し

たことがない
記 入 な し

全 企 業

全企業(聾 罐 一1・・)

道 内 企 業

札 幌 市

{札 幌 市 以 外

製 造 業 な ど

、商 業

サー ビス業 その他

: ～49人

50～99人
㎡

100～199人

200人 ～
s

道 外 企 業

60.5

(74.5)

71.8

71.7

7L8

72.1

75.3

63.4

64.0

73.8

78.3

71.1

18.5

16.4

(2α2)

15.3

18.2

12.6

16.2

10.8

24.4

16.O

l4.8

15.2

15.6

20.4

、2・0

(2.4)

2.0

}

3.9

2.9

、2.2

-

4.O

l.6

-

2.2

L9

23

(2.9)

2.0

4.0

-

L5

3.2

-

2.0

1.6

4.3

-

3.7

18.8

-

8.9

6.1

11.7

74

8.6

12.2

14.0

8.2

2.2

1L1

55.6
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表W-22 特 定2資 料 の有用性 一毎月勤労統計調査 一

(%)

項 目

地域・業種 ・規模

非常 に役 立
って

い る

役立 って

い る

役立 って

い ない

一応 の

参考には
な る

自分の企
業 にむい
て いない

わからない 記入 な し

全 企 業 2.7 10.5 4.3 24.2 2.3 3.5 52.3

全企業(記 ぴ 撒=100) (5.7) (22.1) (9.o) (50.8) (4.9) (74) 一

道 内 企 業 3.5 11.9 4.5 26.2 2.5 4.0 475

札 幌 市

{札 幌 市 以 外

4.0

2.9

12.1

11.7

4.0

4.9

31.3

21.3

3.0

1.9

3.0

4.9

42.4

52.4

'製 造 業
な ど 2.9 14.7 4.4 29.4 一 2.9 45.6

商 業 3.2 11.8 3.2 19.4 2.2 4.3 55.9

、サー ビス業 その他 4.9 73 73 36.6 73 4.9 31.7

' ～49人 2.0 10.0 4.0 10.0 2.0 6.0 66.0

50～99入 『 13.1 3.3 26.2 4.9 1.6 50.8
<

100～199人 6.5 174 2.2 23.9 『 6.5 43.5

200入 以 上 6.7 6.7 8.9 46.7 2.2 2.2 26.7
、

道 外 企 業 一 5.6 3.7 16.7 1.9 1.9 70.4

.表IV-23 特 定2資 料 の 有 用性 一商工会議所 「モデル賃金」一

(%)

項 目

地域 ・業種 ・規 模

非常に役
立って

いる

役 立って

いる

役 立 って

いない
霧急
なる

自分の企
業 にむい
て いない

わからをい 記入な し

全 企 業 16.0 25.4 3.9 28.1 23 2.0 22.3

全企業(言『100) (20.6) (32.7) (5.o) (36.2) (3.o) (2.5) 一

道 内 企 業 19.3 30.7 3.5 30.7 2.5 2.0 11.4

札 幌 市

{札 幌 市 以 外

23.2

15.5

31.3

30.1

5.1

1.9

30.3

3Ll

2.0

2.9

2.0

1.9

6.1

16.5

F製 造 業 な ど
16.2 33.8 5.9 30.9 1.5 一 11.8

商 業 22.6 34.4 2.2 25.8 一 3.2 11.8
▼

サー ビス 業その他
s

170 170 2.4 41.4 9.8 2.4 9.8

～49人 18.0 28.0 6.0 22.0 4.0. 6.0 16.0

50～99人 18.0 32.8 1.6 29.5 1.6 一 16.4

100～199人 19.6 41.3 2.2 32.6 、一 一 4.3

200人 ～ 22.2 20.0 4.4 40.0 4.4 2.2 6.7

道 外 企 業 3.7 5.6 5.6 18.5 1.9 1.9 63.0
一 ・
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表IV-24 そ の他の特記 資料の回答状 況

項 目 企 回 答 あ り 構 成 比
回答率

地 域 ・
業
数 総 数

資 料 名
業種 ・規 模

A B 記入あ り
'記入 な し 企業数 回答 あり

献
金 企 業 256 61 (4)38 23 100.0% 100.0% 23.8%

道 内 企 業 202 55 (2)35 20 78.9 90.2 272

{札 幌 市

99 28 20 8 38.7 45.9 28.3

札 幌 市 以 外 103 27 (2)15 12 40.2 443 26.2

'製 造 業 な ど
68 13 (1)7 6 26.6 213 19.1

商 業 93 27 (1)19 8 36.3 44.3 29.0

、サービス業 その他 41 15 9 6 16.0 24.6 36.6

'～49人
50 11 4 7 19.5 18.0 22.0

50～99人 61 13 11 2 23.8 21.3 2L3
4

100～199人 46 14 10 4 18.0 23.0 30.4

200人 ～
、

45 17 10 7 176 27.9 37.8

道 外 企 業 54 6 (2)3 3 21」 9.8 11.1

(注)()内 は2つ の資料名を記入 した企業数の再計。

表W-25そ の 他 の 特 記 資 料 の 名 称

a.官 庁 資 料 8 c.一 般 刊 行 書 15

人 事 院 給 与 資 料 3 賃 金 事 情 5

石炭手当・寒冷地の実態 2 賃 金 総 覧 2

そ の 他 3 新 聞 5

b・ 民 間 資 料 18 そ の 他 3

道経 営者協会 資料 4 d.そ の 他 1

賃 金 白 書 3 (銀 行 の 相 談所) 1

業 界誌 ・資料(各 種) 5

そ の 他 6 合 計 42

表IV-26 そ の 他 の特 記 資 料 の 有 用 性

企業数
非常に
役立って
い る

役立って

い る

役立 って

いない
霧 窪は
なる

自分の企業
にむい

て いない
わからない 記 入な し

実 数

構 成 比(%)

61

100.0

11

18.0

23

377

2

3.3

13

21.3

一

一

2

3.3

10

16.4
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表IV-27 特 定3資 料 に た い す る一注 文

企 業 数 割合(分 母=該 当区分企業数) 割合(分 母=企 業総数)

資 料
知 名 度 毎 勤 モ デ ル 賃 金

その他
毎 勤 モ デ ル賃 金 剛 毎 勤 モ デ ル賃 金

その他

項 目
蹄
知って
いた

識
知らな
い・記
入なし

調査を

知づて

いた

離誓
い ・記

入なし

¢粍 己

資 料

濾

矢[}って

いた

調査を

知 らな
い ・記

入なし

蹄
知って
いた

調査を

知らな
い ・記

入な し

の特記

資 料

濾
知って
いた

調査を

知 らな
い ・記

入なし

調査を

知って

いた

滅
知らな
い・記
入なし

㈱ 記

資 料

企 業 数 145 111 208 48 61 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 56.6 434 81.3 18.7 238

注 文 あ りA 102 18 160 4 41 70.3 16.2 76.9 8.3 672 39.8 70 62.5 16 16.0

注 文 延 件 数B 187 29 341 7 81 1290 26.1 163.9 14.6 132.8 73.0 11.3 133.2 2.7 31.6

平 均 件 数(倉/A) 1.83 L61 2.13 1.75 L98 一 一 『 一 一 一 一 一 一 一

任)資 料 の量 をふ や す 5
9一 18 一 7 3.4

『　 8.7 一 lL5 2.0 一 70 一 2.7

(ロ)資 料 の 質 を 良 くす る 9 一 29 一 7 6.2
一 13.9

一
11.5 3.5 一 11.3

一 27

内 公表 の時期を早める 50 6 106 2 18 34.5 5.4 51.0 4.2 29.5 19.5 2.3 41.4 0.8 70

←)公 表資料の入手を容易にする 10 8 17 1 7 6.9 72 8.2 2.1 11.5 3.9 3.1 66 04 2.7

困 利用者の立場になって作成する 17 3 35 1 10 11.7 2.7 16.8 2.1 16.4 6.6 1.2 13.7 04 3.9

θ 鶉纏 ℃轡 綱嚇 39 4 52 } 15 26.9 3.6 25.0 一 24.6 15.2 1.6 20.3 一 5.9

(・ぼ 品瓢 翌晩 騨 を 47 2 72 1 16 32.4 1.8 34.6 2.1 26.2 18.4 0.8 28.1 0.4 6.3

θ もっ とPRす る こと 7 5 9 1
一 4.8 45 4.3 2.1 一 2.7 2.0 3.5 0.4 一

(リ)そ の 他 3 1 3 1 1 2.1 0.9 L4 2.1 1.6 1.2 0.4 L2 0.4 0.4

注 文 記 入 な し 43 93 48 44 20 29.7 83.8 23.1 91♪7 328' 168 363 18.8 172 78



表IV-28 特定2資 料 にたいす る注文(地 域別)

(%)

地 域
全 企 業

道 内 企 業

項 目 道外企業
札 幌 市 札幌市以外

〈 毎 月 勤 労 統 計 調 査 〉

θ 資 料 の 量 を ふ や す 2.0 2.5 2.0 2.9 一

調
(ロ)資 料 の 質 を 良 く す る 3.5 4.0 5.1 2.9 1.9

査
←う 公 表 の 時 期 を 早 め る 19.5 21.8 21.2 22.3 11.1

を

(→ 公表資料の入手を容易にする 3.9 4.5 3.0 5.8 L9

知

つ
㈱ 利用者の立場になって作成する 6.6 79 5.1 10.7 L9

て 内 雑 説 Σ聴 ・利用の仕 15.2 16.3 13.1 19.4 11.1

い (・)言醗 露警齪 ㌘ 18.4 22.3 19.2 25.2 3.7

た θ も っ とPRす る こ と 2.7 3.5 2.0 4.9 一

(リ)そ の 他 1.2 0.5 一 1.0 3.7

要 望 記 入 な し

調 査 を 知 らな い ・記 入 な し 43.4 371 29.3 44.7 66.3

〈 商工会議所 「モデル賃金」 〉

θ)資 料 の 量 を ふ や す 70 8.9 10.1 78 一

調 回 資 料 の 質 を 良 くす る 11.3 14.4 16.2 12.6 一

査 ←う 公 表 の 時 期 を 早 め る 41.4 470 5L5 42.7 20.4

を ←}公 表資料の入手を容易にする 6.6 6.9 6.1 78 5.6

知
㈱ 利用者の立場になって作成する 13.7 16.3 15.2 17!5 3.7

つ

内 駕3膓 嘉 穂 ・棚 の仕 20.3 22.8 21.2 24.3 11.1

て

い
(・)亮醗 鹸 甦 灘 ㌘ 28.1 34.2 39.4 29.1 5.6

た
θ も っ とPRす る こ と 3.5 4.0 4.0 3.9 1.9

(リ)そ の 他 L2 0.5 1.0 一 3.7

要 望 記 入 な し

調 査 を 知 らな い ・記 入 な し 18.8 8.9 6.1 11.7 55.6
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表IV-29 特定2資 料にたいする注文(道 内企業の業種別)

(%)

業 種
項 目

製造業など 商 業 サービヌ業その他

〈 毎 月 勤 労 統 計 調 査 〉

ω 資 料 の 量 を ふ や す 1.5 4.3 一

調 (ロ)資 料 の 質 を 良 く す る 74 3.2 一

査 臼 公 表 の 時 期 を 早 め る 19.1 18.3 34.1

を
←)公 表資料の入手を容易にする 74 3.2 2.4

知
㈱ 利用者の立場になって作成する 18.8 75 73

つ

わか りや す い解 説,利 用 の仕方 を8 19.1 12.9 19.5
て つけて ほ しい

い
べ ・ア関 係 とか初 任 給 の 資料 を ま(ト)

とめて 提供 してほ しい
25.0 18.3 26.8

た
σ)も っ とPRす る こ と 4.4 4.3

一

(リ)そ の 他
一 1.1 一

調 査 を 知 ら な い ・記 入 な し 30.9 47.3 24.4

〈 商工会議所 「モデル賃金」 〉

θ 資 料 の 量 を ふ や す 5.9 12.9 4.9

調 (ロ)資 料 の 質 を 良 く す る 10.3 20.4 73

査 内 公 表 の 時 期 を 早 め る 42.6 44.1 61.0

を
←)公 表資料の入手を容易にする 5.9 8.6 4.9

知
困 利用者の立場になって作成する 20.6 15.1 12.2

つ

わかりやすい解説,利 用の仕方を内 23.5 23.7 19.5
て つけ てほ しい

い
べ ・ア関係 とか初 任給 の 資料 を ま(ト)

とめて 提供 して ほ しい
38.2 31.2 34.1

た
θ も っ とPRす る こ と 4.4 4.3 2.4

(リ)そ の 他
一 1.1 一

調 査 を 知 ら な い ・記 入 な し 7.4 8.6 12.2
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表IV-30 特定2資 料にたいする注文(道 内企業の規模別)

(%)

規 模
項 目

～49人 50～99人 100～199人 200入 ～

〈 毎 月 勤 労 統 計 調 査 〉

(イ)資 料 の 量 を ふ や す
一 1.6 6.5 2.2

調
(→ 資 料 の 質 を 良 く す る 一 4.9 8.7 2.2

査 (・)公 表 の 時 期 を 早 め る 10.0 18.0 30.4 31.1

を
(→ 公表資料の入手を容易にする 2.0 6.6 6.5 2.2

知
θ 利用者の立場になって作成する 2.0 6.6

、

13.0 11.1

っ

て

わか りやす い解 説,利 用 の 仕方内

を つ けて ほ しい
10.0 11.5 26.1 20.0

い (・)≡諜 蹴 雑 種 資料を 10.0 18.0 39.1 24.4

た
σ)も っ とPRす る こ と 6.0 4.9 2.2 一

(リ)そ の 他
一

1.6 一 一

調 査 を 知 ら な い ・記 入 な し 60.6 36.1 32.6 178

〈 商工会議所 「モデル賃金」 〉

(イ)資 料 の 量 を ふ や す 6.0 6.6 15.2 8.9

調 (→ 資 料 の 質 を 良 く す る 10.0 18.0 13.0 15.6

査 ←う 公 表 の 時 期 を 早 め る 38.0 36.1 60.9 578

を
(→ 公表資料の入手を容易にする 6.0 9.8 6.5 4.4

知
団 利用者の立場になって作成する 14.0 18.0 21.7 11.1

つ

て

わか りやす い解 説,利 用 の仕方8

をつ け てほ しい
14.0 24.6 32.6 20.0

い
べ ・ア 関係 とか初 任給 の 資料 を(卜)

ま とめて 提供 して ほ しい
24.0 36.1 4t3 35.6

た
㈱ も っ とPRす る こ と 4.0 6.6 4.3 一

(リ)そ の 他
一 一一 2.2 一

調 査 を 知 ら な い ・記 入 な し 14.0 8.2 2.2 ll.1
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表W-31 特 定3資 料 の 引 用 出 所

調 査

利 用 度

項 目

毎 月勤 労 統 計 調 査 商工会議所 「モデル賃金」 特
記

資
料

総 数
利 用 し

てい る

利用し

ていな

い

知 らな

い ・

その他

総 数
利用 し

ている

利用 し

ていな

い

知 らな

い ・

そ の他

実

数

企 業 数

回 答 あ り

回 答 延 数

θ 直接,資 料自体から

回航 §麟 資料

碑 謬 等から問い

(→そ の 他

回 答 な し

256

92

96

62

26

3

5

164

54

53

56

38

14

1

3

1

66

21

21

13

8

-

-

45

136

18

19

11

4

2

2

118

256

153

156

125

21

5

5

103

155

131

134

112

13

4

5

24

42

16

16

10

6

一

一

26

59

6

6

3

2

1

-

53

61

36

36

27

8

1

-

25

割

合

(

%
)

回答率(_全 麹一回答あり)

(構 成比)

回 答 あ り

σ)直接,資 料自体から

←)ξ罐 離 資料・

碑 謬 等から聞い

(→そ の 他

35.9

100.0

674

28.3

3.3

5.4

98ユ

100.0

7L6

26.4

1.9

5.7

31.8

100.0

6L9

38.1

-

一

13.2

100.0

61.1

222

1H

ll.1

59.8

100・0

81.7

13.7

3.3

3.3

84.5

100.0

85.5

9.9

3.1

3.8

38.1

100.0

62.5

375

-

一

10・2

100.0

50.0

33.3

16.7

一

59.0

100.0

75.0

22.2

28

一

一140一



参 考 資 料





V賃 金 情 報 シ ス テ ム に つ い て の 展 望 と構 想

本 章 では まず.「 賃 銀 情報 システ ム」構 想 の意 義 につ い て一 般 的 に論 じた い と

思 う。 との種 の情 報 シス テ ムにつ い て詳 細 な シス テ ム設計 を行 な うた め には ,な,

お 数回 の調 査結 果 をつ み重 ね て ゆ く こ とが 必要 とな る であろ うが .今 回 の 分 析 に

あた って,同 システ ム構 想 の た めの 一 般的 展 望 を試 み る もあ な が ち無益 で は あ る

ま いo

「賃 金 情 報 シス テ ム構 想」 は 「労 働 市場 情 報 シス テム構 想 」 の1翼 を なす トもの

で あ り.一 層 ひ ろ くは.「 地域 市 場情 報 シス テ ム」 へ の展 望 を有 す る もの で あ る。

した が っ て公 共的 市 場 情 報 シス テ ムの設 立 を情 報化 社 会 の 一般 的展 望 の中 に位 置

づ け る議 論 が 一 迂 遠 な よう では あ る が 一 や は り出 発点 と法 るべ き もの と信 ず

るo

非 常 に有 名 に なっ た ボ ウル デ ィ ング(K.E.Boulding)の 表 現 に よれ ば,

現 代 社 会 は 「人類 史 上 の第2の 転 換 」 で ある と ころ の 「文 明 社 会 か ら文 明 後 社 会

へ の 転 換 」10の 時機 を経 験 しは じめ て い る とい わ れ る。 何 故 そ うで あるか に書

い て,ボ ウル デ ィ ング は じめ 数 多 くの論 者 の あげ てい る論 点 に い ま くわ し くふ れ

る余 裕 は ない が,彼 の やや 大 げ さ とも思 え る表 現 に よって.現 代 社 会 の直 面 して

い る問 題の規模の大 きさ を端 的 に理 解 で きる ので ある。 「情報 化 」 革 命 の 意義 を み

とめ な い人 にお い て も.現 代 資 本 主 義 経 済 がか か え て い る困 難 の 深 刻 さ .現 代 社

会 主 義 経 済 につ いて伝 え られ る変 貌 につ いて はみ とめ ない わ け に はゆ かな い だ ろ

う。

い ま述 べ た転 換 を,わ れ わ れは まず.「 モ ノ」 の 生産 か ら 「情 報」 の生 産 へ の

移 行 と して と らえ,こ れ を議 論 の てが か り と した い。 とは い って も ,今 後 「モ ノ」

の 生産 が 重 要 でな くなる わけ で は ない し,ま た以 前 に 「情報 」 とい うもの が大 切

な役 割 を果 して い なか った とい うわけ では ない。 歴 史 をさ かの ぼ れ ば さ か のぼ る

ほ ど,或 意 味 では 「情報 」 価 値 は決 牢 的 な もの であ った。 「情 報」 を手 に入 れ た

者 とそ うで ない 者 との差 が は っ き り結 果 に あ らわれ た実 例 を探 る とす れ ば .正 に

そ うで あ る。 一 方 では,ボ ウル デ ィ ン グ の い う文 明 後 社会 す な わ ち別 の 名 で産 業
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後 社 会 一 ポ ス ト・イ ン ダス ト リアル ・ソ サ イ エ テ ィー と呼 ば れ る社 会 に お い て,

産 業 が不 必要 に な る ことは ない。 そ れ ど ころ か,必 要 な産業 一 っ ま リモ ノの 生

産 の 確保 は.ま すま す 真剣 な問 題 に な るの で ある。

そ れ に もか か わ らず情 報 化 革 命 とい うこ とがい わ れ るの は,次 の理 由 に よる。

す なわ ち従 来 の産 業 社 会 の 基本 構成 は か わ らず,あ らた に 「情報 産 業」 とか 「知

識 産業 」 とい う よ うな もの が つ け加 え られ る,と い っ た よ うな と らえ 方,あ る い

は.従 来 の生 産 技 術 の進歩 に加 え て.情 報 伝 達 と情 報 処理 の技 術 が 飛躍 的 に進 歩

す るの だ とい うい よ うな,と らえ方 が 事 態 の核 心 を完 全 に逸 す る もの で あ る と い

うこと で あ る。 通 信 技 術 や コン ピュー ター の発 達 そ の もの が 問題 の核 心 な の では

な く,ま た新 しい産 業 情 報産 業 とか知 試産 業 と呼 ば れ る一 が成 立 す る とい

うこと が問題 の主 要 内 容 な の では な い。 む しろ産 業 全 体の構 造 や状 況 が変革 され

る ことが 問題 なの で ある。 それ どこ ろか,せ ま い意 味 の生 産 だ け で な く.流 通.

教 育,医 療.都 市開 発,等 々多 くの分 野 に わ た る全体 的 な変革 が問 題 の 主題 とな

るの で あ るo

そ の よ うな理 由 で,も の の生産 か ら情報 の生 産 へ とい う ことは,従 来 もの の 生

産 を 目安 と して 考 え て きた こ とが らを.す べ て情 報 の生産 を 目安 と して 考 え直 さ

ねば な らぬ とい うこ とに なるの で あ る。 あ るい は.物 的 生 産 に代 っ て情 報 の創 出

と伝 達 が.前 景 に押 出 さ れ て くるの で あ る。

例 え ば,バ ーナ ー ド ・サ イモ ン理論 と呼 ば れ る現代 の 経 営理 論 を 展開 したH・ 、

A・ サ イ モ ンは,そ の有 名 な著 書 「経 営 行 動 」 の 中 で次 の よ うに強 調 してい る。

もの をつ くる とい う行 動 の前 に はか な らず,ど ん な もの を どれ だ け つ くるか とい

う意 思 決 定 が あ る。 そ して意 思決 定 の前 には か な らず代 替 案 の探 索 が あ る。 す な

わ ち情 報 の探 査 と処 理 の プ ロセス が あ るの であ る と。

この よう に生 産 とい う行 動 か ら意 思 決定 とい う行動 へ 一一 同 じ行 動 の名 で呼 ぶ

の は厳 密 に い え ば問 題 が あ るが そ れ は い ま お くと して 一 さ らに 情報 探 索 とい う

行動 へ と,視 点 が 移 さ れ て き たの で あ る。 こ う して情 報行 動 を 中心 に した サ イア

ー ト ・マー チ の モ デ ル が .よ かれ あ しか れ企 業 モ デル を代 表 す る もの と な り,さ

らに進 ん で はC.P.ポ ニ ー 二やA.C.ス テ ドリら若手研 究 者 の意 思 決 定 モ デ

ル が注 目 を あつ め る こ とに な った。
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市 場調 査 とい う よ うな もの は既 に1920年 代 か ら数 十年 の歴 史 を 持 っ ては い

る が,初 期 の もの と今 日の それ とでは 全 く比較 に な ら ない。 例 え ばA.Eア ムス

タ ッ ソの モ デル に お い て は,消 費 者 の行 動 に かん す る現代 的 な諸 研究 か ら購 買決

定 の 諸 仮 説 を ま と め あげ,そ れ を ま とめ て一 つの シス テ ムをつ くる。 そ の上 で シ

ス テ ム ・シ ミ ュレ ー シ ョンを行 な って 相互 に関連 した全 体 の 動 き を記 述 し解析 す

る とい う と ころ に まで進 ん で い るの で あ る。

こ こで.例 え ば企 業 か らの広 告 とい う情 報 に関 す る消 費者 の受容,記 憶.反 応

とい っ た プ ロセス を把 握 す る に は.い ず れ にせ よ実 験 心 理 学.社 会 心 理学,精 神

分 析 学 とい った領 域 の 現代 の諸 研究 の 助 け をか りて仮 説 を定 立 しなけ れ ば な らず.

購 買 動機 とい っ たい わば 眼 に見 え な い もの を,と もか く記 号化 せ ねば な らない。

しか しなが ら.今 日の い わ ゆ る マ ー ケテ ィ ング ・イ ンテ リジ ェン ス ・シ ス テ ムに

お い ては,不 充 分 にせ よそ う した プ ロセス が組み 込 ま れ て,む しろモ デ ルの主 内

容 を な して い る こ とに注 目せ ねば な らない。 こう した シス テ ム におい て は,か っ

ての 比較 的単 純 な型 の マ ー ケ ソ ト・ リサ ー チ とは ま った くお もむ きを異 に して,

R&D－ 新 製 品 の研 究 開 発 か ら販 売 促進,パ ッケ ー ジン グ にま で いた るプ ロジ

ェク トの全 体 が.あ らか じめ シス テ ム化 さ れ解析 さ れ る とい っ た高度 の情 報 処理

が行 われ る。

生 産 管 理 の シス テ ム化 につ い て は今 さ ら くりか えす ま で もな い。 要 す るに企 業

の行 動 に お いて,組 織 的 な予 測 と代 替 案 探 索 とが ま す ます 大 きな ウエ イ トを占 め

る よ うに な る とい う方 向 に お い て.産 業 化 は情 報化 とむ す び っ くと考 え られ る。

以 上述 べ た ことか ら も,情 報化 を シス テ ム化 と して考 え ね ば な らない こ とが明

らか に な っ て くる。 情 報 の流 れ とは た らき を中心 に考 え る とい う こ とは,シ ス テ

ム と して考 え る とい うこ とに他 な らない し,ま た逆 に い えば,情 報化 と して と ら

え な い限 りシス テ ム化 とい う もの も と らえ られ ない の で ある。

物 の生 産 と流 通 の問 題 を情 報の 創 出 と流 通 の立 場 か ら考 え とい う こ とは,い い

か えれ ば,従 来 産 業 構 造 お よび 産 業 組 織 と して とらえ られ て きた 問題 を,さ らに

産 業 システ ム と して と らえ る こ とを意 味 す る。

こ こで,簡 単 に,産 業 構 造 論 及 び産 業 組織 論 と.産 業 の シス テ ム論 との ちが い

に ふ れ て お こ う。 上 述 の3つ は,産 業 とい う1つ の も のを 対象 と しなが ら.そ れ
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、

そ れ少 しづ っ 視点 をず ら して,し たが っ て性 格 の異 った モ デ ル を用 い て研 究 して 註2

い る の で あ るo

先 ず 「産 業 構造 論 」 で あ るが.普 通 この表 現 は,産 業 にお け る物 的諸 要 素 の相

互関係 を考 え る と きに用 い られ る。 産 業構 造 の と らえ方 の基 本 型 の 一 つ と して.

投 入 一産 出構 造input-ontputstructureが 浮 び 上 って くる。 静 学 的 お よび

動学 的 レオ ンテ ィエ フ ・モ デ ル を産 業 構造 を見 る一 般 的 な 方法 の代 表 的 な もの と

い って 誤 りは な い で あ ろ う。

次 に 「産 業 組 織論 」 の方 は.市 場 構 造 お よび 市場 行 動 に注 目す る。 例 え ば 市場

が競 争 的 で ある とか寡 占的 で あ る とか とい う問題 か ら.産 業 全 体 の な か の諸 企 業

の規 模別 構成,集 中度 あ る いは 企業 間 の結 合 の構 造 とい った よ うな側 面 が問題 さ

れ る。 チ ェンバ レ ンや ロ ビン ソ ン以来 の さ ま ざま なモ デ ル構 成 が あ り,J.S.

ペ イン やR.ケ イ ヴズ の産 業 組織 論 が この 分野 を代表 す る とい って よい で あ ろ う。

さて,シ ス テ ム とい う語 に つ い て,ご く簡 単 に 説 明す る とす れ ば.そ れ は次 の

3つ の意 味 を統 一 的 に表 現 して い る とい うこ とが で き るで あろ う。 す な わ ち.
　

(1)モ ノそ の他 の素 材 に よ って組 立 て られ た構造 とい う意 味。 ② 活 動 の 主体 が あっ

ま っ てつ くる 組織 とい う意 味。(3)さ らに ある作 業 手 続 き とい う意 味 がそ れ で あ る。

つ ま り産 業 シス テ ム とい う とき には.物 的構成 の 側 面 か ら見 た産 業 構 造 とい う

もの を前提 し,ま た 人的結 合 の 側 面 か らみ た 産業 組織 とい う もの を予 想 し,し か

も情 報 の流 れ の ネ ッ トワー ク と各結 節 点 に お け る意 思決 定 の様 式 に注 目す る。 こ

の よ うな 見方 か ら 見 る と き,産 業 は 一 つの シ ス テ ム であ り,企 業 は そ の サ ブ シス

テ ム で ある とい ういい 方 は 大 へん 便 利 で ある○

先 ず 企 業 は そ れ 自身,一 つ の シス テ ム であ り.そ の構 造 お よび組 織 を 問題 にす

る こ とが 出来 る。 企 業 は産 業 シ ステ ム にお け る基 本 的 な意 思 決 定 の 単位 で あ る と

と もに,そ の内 部 に複 雑 な情 報 の ネ ッ トワーク を持 ち.多 数の終節点 におけ る意思

決 定 に よってそ れ 自身 が動 か さ れて ゆ く とい うプ ロセス を 持 て い る。 した が って

企 業 内部 の 情報 の流 れ が どん な型 の ネ ッ トワー クを な してい るか 一 ピラ ミッ ト

型,ラ イ ン型.サ ー クル型etc,一 が.そ の企 業 の意思 決 定 の性 質 に どん な影

響 を 持 って くるか とい う観 点 か ら,問 題 に してゆ くこ とが 出 来 るo

他 方企 業 はそ れ を含 む 「シ ステ ム」 の サ ブ シス テ ム.つ ま リエ レ メ ン トなので
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く

あ って,こ れ を 出発 点 とす る ことがわ れ われ の議論 にお いて 何 よ り肝 要 の 点で あ

るo

そ こで産 業 とい う シス テ ム に組 み込 まれ てい る単位 と して の企 業 は.ど の よ う

に意 思 決定 を行 うか。 この 問題 を3つ の側 面 に ま とめ る こ とが 出来 よ う。

第1に 企 業 は い うま で もな く市 場 に よっ て制 御 され,市 場 指標 に対 応 す る。 す

な わ ち.市 場 に おい て,労 働 力.原 材 料,設 備 とい った よ うな もの を購 入 し,ま

た 市 場 にお いて 生産 さ れた 財,サ ー ビス を販売 す る。 こう した購 買 お よび 販売 の

条 件 を 集 約 的 に表 現 す る情 報 と しての 市場 指標 は,す なわ ち価 格 で あ る。 労働 力

の購 入 価格 す なわ ち賃 金 率,原 材 料 の 購 入 価 格,資 金 の価 格 で ある と ころの銀 行

利 子 率 等 々.お よび 他 社の 製 品 の販 売 価 格 な どが どの よ うな 時 間径 路 をた どっ て

変化 して ゆ くか を正 し く予測 す る か ど うか とい うこ とは,企 業 に とっ て致 命 的 な

重 要 性 を もって い る。

い い か えれ ば,価 格 とい う市 場 指標 の動 きが企 業 の行 動 を決 定 す る。 くわ しく

いえば 過 去.現 在 の 諸 指標 か ら.正 しい にせ よ正 し くない にせ よ.将 来 の諸 指標

の 予測 を形 成 し,そ れ に も とず い て.雇 用計画,原 材料 の購 入 計画.製 品 の マー

ケテ ィ ング計画,資 金計 画 とい った よ うな もの が形成 さ れ る。 そ して.市 場 に お

け る財,サ ー ビス の販売 にお い て 予測 を 実現 す る ことが 出来 た か.原 材 料,労 働

力 の入 手 を計 画通 り確 保 す る と とが で きた か,が 最 終 的 に企 業 行 動 の結 果 を評定

す る。 こ う して市 場 指 標 とい う一 種 の情 報 に よって評 定 され る収 益 性 一 利 潤 一

とい う表 現 が,産 業 シス テ ムに お け るサ ブ シス テム と して の企 業 を評 価 規制 す る。

つ ま り市 場 指 標 は 基本 的 な情 報 とい う特 別 な意 味 を もち.そ の指 標 に よって行 動

が制 御 さ れ て い る とい うこ とが.産 業 シ ステ ム の第'iの 特 徴 で ある。・

しか し,誰 で も知 って い る よ うに.現 実 に は,現 代 の企 業 行 動 は.経 済学 の テ

キ ス トに あ る よ うな仕 方 で,市 場 メ カニ ズ ムの規 制 に よって動 か さ れ てい る わけ

で はな い。 そ れ は何 よ りも,企 業 が市 場 指標 に対応 して意 思 決 定 を行 う場 合 の,

限界 な い しは補 足 的 要因 と して作 用 す る制 度 的,行 政 的 誘導 が あ るか らで ある。

福祉 国 家 どい う名 で呼 ばれ る 今 日の経 済 社 会 に おい て,中 央 政 府 や 地方 自治 体 の

行 動 の 多様 さ と比重 は,増 大 す る こ とは あ って も減 少 ず る こ とは な い。 もちろ ん,

そ れ らの行 動 は鉄 鋼 を何 トン自 動車 を何 台 つ くれ と,い うよ うな か た ち を取 らな
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い し.何 の 価格 は い くら とい う直接 規 制 の か た ち を とる こ と も考 え に くいわ け で

あ るが,し か し公 害問 題 に よ って よ く知 られ る よ うに,産 業活 動 の方 向 だけ に何

らか の か た ち も影 響 す る よ うに 左 らざる を え ない 。

これ は要 す る に,市 場 メ カニ ズ ム を通 じての もの とは ちが った チ ャ ンネ ルに よ

る。 国民 の意 思 表 明 で あ る とい うい い方 が 出来 るで あろ う。 これ が産業 シ ステ ム

を シ ステ ム た ら しめ る第2の 特 徴 で あ る。

さ らに第3の 種 類 の 制 約 が産 業 システ ム の要 素 と して ます ます 重 要 な意 味 を持

って きて い る。 そ れ は 中央 政 府 や地 方 自治 体 の 既 成 の 制度 的 わ くぐみ には 入 らな

い種類 の,さ ま ざ ま な団 体 や 組織 を通 ず る意 思 表 明 で あ る。 例 え ば,労 働 組合 と

の交渉 に よっ て 賃 金水 準 が 決 定 さ れ る とい う こ とは,い わば 市 場 の 作 用 をそ れ だ

け モデ ィ フ ァ イ して い る ので あ る とい うとと を,今 日無視 す る人 は い な いで あ ろ

う。 ま た労働 団 体 に くらべ れ ば比較 に な らな いほ ど小 さい とは い え,消 費 者団 体

も一 定 の影響 力 を も って お り.こ の 力 は今 後 む しろ 大 き くな っ て ゆ くで あ ろ う。

こう した もの は マス コ ミュニ ケー シ ョンの た すけ もあ って,供 給 さ れ る財 サ ー ビ

スの品 質,価 格 に 規 制 力 を持 つ方向 に進 ん で い る。

産 業の 情 報 化 と か シス テ ム化 とい われ て い る変 化 は,上 記 第1の 側 面 と し て

述 べ た 市 場 に ょる規 制 に おい て,市 場 指 標 の 予測 が 高度 化 され,市 場 指標 へ の 対

応 が合 理 化 され て ゆ く と とも に,第2,第3の 側 面 として述 べ た いわ ば非 市 場 的

規制 が 複雑 化 し高度 化 して ゆ く こ とを意 味 す る で あろ う。 この こと を一層明 らか

にす る ため に.こ こで最 近 の経 済 学 で 「市場 の 失敗 」 とい われ て い る問題 にふ れ

て お き たい。 そ の こ とに よ って'「 情報 シ ステ ム」 の 必 要 性 が 一 層 明 らか に な る

と考 え られ る か ら で あ る。

例 え ば,東 大 の宇 沢 弘 文 教 授 に よって取 上 げ られ た 「自動 車 の 社 会 的 費 用」 の

問題 を考 え て み よ う。靴 下 とか チ ョコ レー トとい った よ うなそ れ だけ で直接 個 人

の欲 求 を満 足 させ るだ け の財 と ちが って,乗 用 車 は道 路 とい う公 共 の施 設 と結 合

され て は じめ て欲 求 を満 足 さ せ る ことが 出 き る もの で あ る。 乗用 車 そ の ものは個

人財 で あっ て も,道 路 とい う公 共財 との補 完 的 な関 係 を持 つ こ とに よっ て のみ 効

用 を 有 す る。 チ ョコ レー トや靴 下 の品 質 の 向上 に お い て.ま たそ れ らを生 産 す る

技術 的効 率 の進 歩 に お い て.市=場 原 理 は 完 全 なは た ら きをす る。 これ と同 じよ う
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に 自動 車 とい う商品 にお い て も ,エ ンジ ンの1キ ログ ラム当 り馬 力の ア ッ プ とか.

ガ ソ リン1リ ッ トル 当bの 走 行 距 離 とか い う よ うな個 々の性 能 を 向上 させ
.生 産

コ ス トを 引下 げ て ゆ くとい った 面 で は
,チ ョコ レー トや靴 下 と同 様.市 場 指 標 に

よ っ て規 制 され た企業 の 活 動 は 申 し分 の な い もの で あ り うる
。

しか し乗 用 車 が きわ め て少 数 の者 に よっ て使 用 され て い る とい うな らと もか く
,

消 費 者 が好 み と所得 に応 じて 自由 に購 入 す る とい うこ とか ら ,次 第 に 道路 や都 市

構 造 とは 無 関係 であ りえ な くなっ て くる。 そ の結 果 は 今 日わ が 国 の多 くの 都 市で

ま ざまざと眼にする ことが 出来 る。 もはや 交 通 手段 と しての効率 とい う観 点 の みか ら

して も'決 して満 足 す べ き状況 には ない し ,ま して や 都市生 活全 体 に 及ぼ す 影響

を考慮 に い れ る な ら,ま さ し く 「市 場 の失 敗」 す る わ を市 場 とい うシステ ムの パ

フ ォ マ ン スの 劣悪 とい う以 外 の 何 もの で もない。

いま一 つ例 を あげ るな ら 同 じ く今 日の問 題 で あ る住 宅産 業 につ い て
,市 場 原

理 に もとず くい わ ゆ る産 業 の システ ム化が どこまで問題 の解 決 にむかい うるか考 え

て み る こ とが で き る。 手 工業 的な住 宅 建 設 に代 っ て .工 業 的 な方 法 が導 入 一 プ

レハ ブ化 一 され る こ とが供 給 を合 理化 し ,コ ス ト上 昇 をお さ え る働 き をす る こ

とは考 え られ る。 しか し他 方,都 市 計 画 の 不充 分 さ .土 地 問 題 の困難 さは.そ れ

だ け で解決 さ れ る もの では な い し .か え っ て混乱 を大 き く して ゆ く こ とさえ もあ

り うる。 都 市 の シ ステ ム全 体 の合 理 化 は,せ ま い意 味 の市 場 原理 に も とず く シス

テ ム化 に よっ ては お お う こ とが 出 来 ない ,と 考 え るの が常識 であ ろ う。

以 上 述 べ て き た よ うに,産 業 シ ス テ ム ー お よび それ を含 む経 済 シス テ ム ー

は ・シス テム と して 高度 に複 雑 な条件 に制 約 され て い る ことが わ か る。 こ う した

複 雑 な規 制 の下 に ある サ ブ シス テ ム と して機 能 す る ため に は,企 業 は ます ま す 高

度 の情 報 処 理 を行 わ ね ば な らず,そ の上 で錯 綜 した 制 約 条件 の下 で 意 思決 定 を形

成 しなけ れ ば な らない。 こ う して企 業 は それ ぞ れ,あ る程度 以上 の情 報 処 理 機 構

を 備 え る こ と を余儀 な くされ る。 そ れ だ け では な く ,今 後 の 複 雑 な 情 報処 理 の た

め に は,恐 ら く個 々別 々の企 業 の処 理機 構 だ け では 到 底 不充 分 で あ って ,共 同 利

用 の プ ロセ ッサ ー ない しは 共同 利 用 の ファ イル を必 要 とす る こ とに な ろ う。 本 章

の 主題 で あ る公 共 的 情報 シス テ ム の必 要性 は ,産 業 シス テ ムの 問題 状 況 か ら必然

的 に生 ず るの で あ る。 そ れ では そ の よ うな公 共情 報 シス テ ム と して .具 体 的 には,
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どの よ うな 内容 の もの が考 え られ る であ ろ うか。

先 ず消 費 者情 報 シス テ ムが考 え られ る。 これ に っ いて は あ ま り具 体 的 左設計 を

考え うる 段階 では な いが.や や 一般 的 に 次 の よ うな こ とが い え る で あ ろ う。

これ に関連 した一 つ の例 と して,唐 津一 氏 の 示 してお られ る あ る区役 所 の シス 註3

テ ム化 が 手 が か りに なる。 皆 が知 っ てい る よ うに,古 い タ イ プ の区役 所 の窓 口 と

は ま こ とに不 便 な もの で,そ れ は仕 事 が タテ割 りに なっ でい る か らで あ った。 戸

籍 は こ こ,印 鑑 証 明は あ ち ら,転 出証 明 は また別 の窓 口 とい う よ うに なっ てい て

ま ごつ く。 ところ が この例 に お け る新 シ ステ ムで は,ビ ジ ブル レ コ ーダ ー とい っ

て住 民一 人 につ き一つ の袋 を き めて,そ の人 に関 す るす べ て の フ ァイ ル をま とめ

て お く。 窓 口は 一 種 しか な いが.誰 で もそ こへ い っ て用 件 を話 せ ば.す べ て の こ

とが処置 さ れ る。 しか も.こ の よ うな住 民1人1人 の レコー ダ ー が 出来 た とす れ

ば.そ の ファ イル を マ スタ ーテ ー プに ま とめ て しま う こ とは き わ め て簡 単 で あ り,

EDPSに よって.選 挙 で あれ 何 で あれ すべ ての業 務 をス ピー ドア ップす る とい

う次 の ステ ッ プに容 易 に移行 す る こ とが で きる。

この例 を参 考 に して,い ま ある地 域 の 消 費者 デ ー タ を イ ンテ グ レーツ ヨンを考

えて み る ことが 出来 る。 現 在 既 に さ ま ざま な地域 公共諸 機 関 は そ れ ぞれ に住 民 フ

ァイル を持 って い る。 区役 所,教 育 委 員 会,保 健 所.警 察署 等 々。 こ う した ファ

イ ル の統 合 は さ しあた り行 政 的 目的 の ため に 有用 で あ り,ま た将 来 公 共情 報 シス

テ ムが構 想 さ れ る と きにそ の 一部 と して か な らず 問題 とな る。 この 際 当 然 の よ う

な疑 問 が 出 され る で あ ろ う。 す なわ ち プ ラ イバ シーの保 護 は ど うな る か とい う点

で ある。 この問 題 は重 要 で あ り,く わ し く考 察 すべ き こ とが らで あ るが.あ らか

じめ 明 らか な結 論 の1っ を述 べ る とす れ ば,一 般 に フ7pイ ル が統 合 さ れ た場 合 は,

そ うで な い場合 に比 して.一 層 効果 的 で強 力 な プ ライバ シ ー保 全 の 手 段 を と り う

る とい うこと で あ る。.

財,サ ー ビスの 需 用 を明 らか に す る情 報 シ ス テムの構 想 を先 ず 問 題 とす るの が

理論 的 に は正 当 で ある が,本 報 告 の主題 の性 格上.こ の 程 度 に とどめ て 先 を いそ

ぐ こ とに し ょ うo

公 共 情 報 セ ンタ ーの重 要 な タ イ プ と して,科 学 技 術情 報 セ ン ター を あげ な いわ

け に は ゆ か ない。 ここ では 「日本 科 学 技 術 セ ン ター」 の設 立経 験 につ い て ・同 セ
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　ゐ
ン ター企 画 室 の 中井 浩 氏 が書 い てお られ る ことにふ れ て お き たい

。 そ れ に よ る と,

昭 和31年 設 立計 画 着手,昭 和33年4月 事業 開 始 とい う こ とで あ るが,こ の 頃

企 業 は外 国技 術導 入 に血 まな こ に なっ てい た とは い え,一 方 では ,「 こん な サ ー

ビスは い ら ない」 とい う利用 者 の側 の反 応 ,他 方 では 監督 官 庁 か らは 「情 報 売 上

げ が の び ない 」 と言 われ,昭 和32年 か ら昭和34年 ま では ,非 常 に苦 しか った

との こ とで あ るo

しか し次第 に 「貿 易 自由化 」 が課題 とな って ,「 今 ま でr提 携 』の形 で しか入

っ て こなか った 外国 の技 術 が 今度 はr商 品 』の形 で 国内 市 場 に 乱 入 して ぐる」 よ

うに なる と.日 本 の企 業 に と って,外 国 の技術 に 自力 でた ち打 ち しな け れ ば な ら

な い とい うこ とにな って くる。 こ う して 同 セ ン ター の情報 売 上 げ は 昭 和32年 の

170万 円 ・昭 和33年 の2 ,090万 円か ら,4年 後 の昭 和37年 に は24 ,48

0万 円 と急」二昇す る。 昭 和32年 度 は8月 設立 で あるか ら別 と して
,昭 和33年

か ら37年 に10倍 に な って い る とい うのは ま こ とにめ ざ ま しい
。 これ は や はb

「自分 に よる研 究 開 発 の た め の情 報入 手 の手 段 と して ,情 報 セ ン ター を利用 しな

けれ ば な らな い」 とい う考 え方 が,企 業 に浸 透 してい っ たか らであ ろ う。

労働 市場 情 報 セ ン ターの 広汎 な形 成 をめ ざす前 進 におい て ,わ が国 は 着 実 な一

歩 をふ み 出 して い る。 そ れ は 昭和39年 に開始 され た労 働 省の広 域 職 業紹 介 業 務

で ある。 す なわ ち全 国508ケ 所 の 公 共職 業 安 定 所 を中央 の コ ン ピュ ー ター とデ

ー タ伝 送 ネ ッ トワー ク に よ
っ て むす び つ け る,い わ ゆ る労 働 市 場 セ ン ター で ある。

唐 津 一 氏 の紹 介 には 昭 和42年 度 の 数 字が あけ られ てい る が ,そ れ に よる と,求

人 件 数4万,求 人 数52万,求 職 者8万3千.就 職 者4万4千 .求 人 連 絡個 所 数

30万 とい う ことで あ る。 この情 報 セ ンタ ーの 仕事 は
,要 す る に求 人 者 に対 して

は 求職 者 の情 報 を ・求 職 者 に対 しては 求人 者 の情報 をあた え る とい う もの で あ る
。

中央 の コ ン ピ ュー タ ー には,求 職 者 につ い て,希 望 す る賃 金 .職 種.熟 練 度.

年 令,性 別,勤 務 地 等 々の項 目に わ かれ た フ ァ イルが あ る。 他 方 求 人 者 にっ し(て .

希 望 す る賃 金.職 種.熟 練 度,年 令,性 別 か ら求人 数.事 業 の内 容 と規 模 とい っ

た よ うな項 目 にっ い ての フ ァ イル が あ り ,そ れ ぞ れ求職 者 台帳 テ ー プ.求 人 者 台

帳 テー プ とい うか た ちに な って い る。 照 合 の手段 につ い て くわ しい こ とは省 略 さ

れ てい るが.75職 種 に分 類 さ れ てい る尋 問技 能 ,例 えば 運転 手 一 トランク,

-151一



バ ス,そ の 他,と か機 械 工 ー プ レスエ,旋 盤 工,そ の他,と い っ た よ うな,に

つ い て求 人 者 台 帳 テー プ と求職 者 台 帳 テ ー プの 照 合 が 行 われ る。 また,賃 金 に か

んする双方 の希望条件の一致,不 一致につい て照合が行われる ことももちろんで ある。

この紹 介 の 当 時,デ ー タ通 信回 線 の総 延 長 は4万8千 キ ロ,1日 の 通 信量 が 字

数 に して1500万 字 とい う規 模 の もの で あ っ た。 さ らに重 要 なの は,以 前 にto

いて平均2ケ 月 で あ っ た求 人1件 処 理 時 間 が2週 間 に なっ た とい う こ とで あった。

わ が 国 の特 殊 事 情 に よっ て,現 在 こ の シス テ ムの取 扱 件 数 は,全 労働 人 口 に比 し

て,小 さ いけ れ ど も.将 来 労 働 力の流 動 性 が 高 ま る とす れ ば,重 要 性 は高 まる に

ちがい ない。 この シ ス テ ム は.と もか く市場 情 報 セ ン ターの第1歩 と して,ま た

この シス テ ムの オ ペ レー シ ョンに必 要 な技 術 と して.例 え ば,ス キル,イ ンベ ン

ト リーな どの手 法 の適 用 開 発 を促 進 してゆ くで あろ うとい う点 か らみ て も,そ の

意 義 は は か り知 れ な い ものが あ るo

しか しなが ら他 方,地 域 に おけ る市 場 情 報 セ ン ターの開 設 に むか って 着実 に手

が か りをつ か む とい う観点 か らす る と.わ が国 の雇 用制 度 の実 状 か ら.本 報 告 で

と りあげ た 賃 金 情報 シス テ ムに注 目せ ざる をえ な い。 しか も これ は.一 層 包拘 的

な公 共情 報 シ ステ ムへ の1ス ラ ップ と して位 置 ずけ る こ とが 出来 る。 い まそ の考

え方 を簡 単 に モ デ ル化 して見 よう。

中央 政府 お よび

地方 自治体

ネ ッ トワ ー クA
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既設統計調査諸機関

情 報 サ ー ビ ス 情 報 サ ー ビ ス

ネ ッ トワー クB

図V-i

図V-1の ネ ッ トワー クAは,理 想化 され た 情 報 処理機 構 を示 して い る。 い い

か えれ ば上 述 の情 報 化,シ ス テ ム化 論 を簡 単 に 要 約 す る と ,こ の よ うに なる の で

ある。 情 報 化 社 会 に お いて,公 共 情 報 処理 機 構 が 一 中央 お よび地 域 につ い て 一

開 発 され ね ば な らない の は,産 業 化 社 会 にお い て.道 路 や 都市 一 最 近 シ ビル ミ

ニ マ ム とい われ てい る ような もの を含 め て 一 が 公共 的 に整 備 され な け れ ば な ら

な いの と同 じ こ とで ある。

ネ ッ トワー クAに お い ては.4種 の構 成 要 素 一 企業.家 計 ,政 府k・ よび 自治

体.諸 団 体 一 と情 報 機 構 との内 の流 れ が すべ て2方 向 に なっ て い る。 つ まb情

報 の集 中化 の機 能 を備 え る こ とに な る。 この こ とは 情報 創 出 とい う よ うに言 った

方 が意 味 が 明 らか に な るで あ ろ う。 この よ うな機 能.し た が って機 能 を備 え た 高

度 の情 報機 構 を成 立 させ る こ とが どん な条 件 の下 に可 能 に な るか.こ れ はむ つ か

しい問 題 で ある。

ネ ッ トワー クBは.こ れ に くらべ て実 現 の可 能 性 が 身近 か に ある か た ちで あ っ

て.今 回 の調 査 の 基礎 とな って い る構 想 で あ る。 こ こでは情 報 の流 れ は1方 向 的
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で あ り.基 本 的 に既 設 の統計 機 構 あ るい は調 査機 構 の利 用 を支 え と して い る。

以 上 不充 分 なが ら,賃 金 情報 シス テ ム構 想 の背 景 と なっ て い る 一 般 的 展 望 を

論 じて きたが,次 に今 回 の調 査 結果 の1部 を利 用 して若干 の 具 体 的 内 容 を考 え て

み た い と思 う。

先 ず 大 まか に 賃 金情 報 の 現状 に おけ る利 用 度 を 見 る ことが最 初 に必 要 で あ る。

設問 の 第1が そ の こ とに関 連 して い る。 総 計 の 合計 につ い て見 る と,解 答 の 比 率

構 成 は きわめ て常識 的 な数 字 を示 して い る。 利用 して い な い事 業 所 は.わ ず か2

2.5%,利 用 してい る事業 所 は従 っ て77.5%.そ の うち 「良 く利 用 してい る」

と解答 してい る の は17.4%で あ る。

地域 別 の比率 で 見 る と,先 ず 札幌 市内94例 に つ いては,「 良 く利 用 してい る」

が24.5%,「 利 用 してい る」 が62.8%.「 利 用 して い な い」 が12.8%で あ

る。 道 内100例 につ い ては.そ れ ぞ れ15.0%,65.0%.20.0%で あb,

道 外42例 につ い ては それ ぞ れ.7.2%.42.9%.50.0%と なっ て い る。 企

業 規 模 別 に 考 え る たあ に,札 幌 市内 につ いて4階 層 を 見 る と.「 良 く利 用 してい

る」例 のそ れぞ れ に 占め る割 合 は,50人 未満 で11.8%,50～100人 未満

で17.9%,100～200入 未満 で21.7%,200人 以 上 で42.3%と.企

業 規模 が 大 き くな るに つれ て大 きい 比率 に な って い る。 これ を札 幌 以 外 の や は り

「良 く利 用 してい る」 例 の 割合 を規 模 別 に見 ると,50人 未満 で13.3%,50

～100人 未満 で16 .7%.100～200人 未満 で18.2%,200人 以 上 で

1L1%で.最 後 の階 層 を別 とす れ ば大 まか にい って同 様 な関 係 が観 察 され る。

次 に業 種 別 の 比率 関 係 を見 る と.建 設,製 造 業vatoい て(合 計 で)13.9%,

62.5%,23.6%.卸 売.小 売 業 に おい て12.0%,44.0%,44・0%.サ

ー ビス業 そ の他部 門 に つ いて20 .4%,59.2%.20.4%と な っ て お り.2番

目の 卸 小 売 業 が 若干 の変 動 を示 して い るの み で,大 体 に おい て上 述 の 総計 に おけ

る 比率 につ いて均 質 で あ る。

この項 目 につ い て 少 し くわ し く内 容 的 に考 え て見 る ため に,現 在 資料(情 報)

を利 用 して い ない企 業 につ い て,そ の理 由 を たず ね て い る設 問7を あわ せ て考 察

し ょ う。

先 ず 全 体 につ い ては,利 用 してい な い との 解 答数53に 対 し.「 賃 金 は 本社 で
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き め る の で 必 要 な い 」 と い う 項 目 は35.「 労 組 が な く経 営 者 が き め る の で 必 要

が な い 」10「 ど ん な 資 料 が あ る か わ か ら な い 」4「 そ の 他 」7.重 複 解 兎 そ

一… …の 他 が あ る か ら^と な っ て い る 。 内 わ け を 見 る と .札 幌 市 内 に つ い て の 数 字 が

そ れ ぞ れ2.2,0,3.道 内 が そ れ ぞ れ2.7,3.3.道 外 が31,1,1,

1と な っ て い る 。 大 ま か に 言 っ て,本 社 で き め る か ら情 報 を 利 用 し な い と い う答

え が 多 数 を 占 め,し か も そ の 大 部 分 が 道 外 企 業 で あ る こ と が わ か る 。

以 上 設 問1と 設 問7に つ い て の ア ン ケ ー ト結 果 か ら.本 社 が き め る 等 の 特 別 な

事 情 に あ る 企 業 を 別 に し て 圧 倒 的 な 部 分 が 賃 金 情 報 を と も か く 「利 用 し て い る 」

こ と が 知 ら れ るo

次 に.賃 金 情 報 シ ス テ ム の 構 想 と い う わ れ わ れ の 目 的 に と っ て,も っ と も 重 要

な.内 容 に ふ れ る 問 題 に 目 を 向 け よ う。

設 問4は.賃 金 改 定 に 際 し て 他 企 業.他 組 合 と 情 報 交 換 を 行 っ た か ど う か に 関

す る もの で あ る 。 全 体 の 数 字 を 最 初 に 一 べ つ し て お こ う。 賃 金 改 定 と い う意 思 決

定 に 際 し て 他 企 業 等 と 情 報 交 換 を 行 な っ た の は129例.行 な わ な か っ た の は1

00例.比 率 に し て56.3%.43.7%と い う 結 果 は 注 目す べ き も の と い え る 。

こ れ に つ い て も 地 域 別 の 比 率 で 見 る と.先 ず 札 幌 市 内98例 に つ い て.行 な っ

た 方 が53.1%.行kわ な い 方 が46.9%.札 幌 以 外103例 に つ い て は.58・

3%,41.8%,道 外 企 業28例 に つ い て は そ れ ぞ れ60.7%,39.3%の 構 成

を 示 し て い る 。 企 業 規 模 と の 関 係 を 見 る た め に.建 設.製 造 業 と 卸 売 小 売 業 を 取

上 げ よ う 。

先 ず 建 設,製 造 業 で あ る が,札 幌 市 内 に っ い て 前 述 の4階 層 を 見 る と.50人

未 満 で42.9%-57.1%(行 な っ た 。 一 行 な わ な い),50～100人 未 満 で

38.5%-61.5%,100～200入 未 満 で60.0%-40.0%.200人 以

上 で50.0%-50.0%.と い う パ タ ン を 示 し て い る。 札 幌 以 外 の 同 様 な 階 層 別

を 見 る と.50人 未 満 で55.6%-44.4%.50～100人 未 満 で45.5%-

54.6%.100～200入 未 満 で70.0%-30.0%,200人 以 上 で50.0

%-50.0%で あ るo

も う1つ の 卸 売,小 売 業 の 場 合 は.や はb先 ず 札 幌 市 内 に つ い て 見 て.50入

未 満 で は.33.3%-66.7%.50～100人 未 満 で55.6%-44.4%.
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100～200人 未満 で70.0%-30.0%.200人 以 上 では50.0%-50 .

0%を 示 す。 札幌 以 外 の同 じ階 層 別 につ い て は,50人 未 満 で61.1%-38 .7

%,50～100人 未 満 で38.9%-61.1%.100～200人 未満 で33.3

%-66.7%,200人 以 上 で77.8%-22.2%と い った 比率 を示 して い る。

この程度 の少 数 サ ン プルか らは 限 定 され た意 味 での 推論 を試 み る ことが 出来 る

に過 ぎな い が.階 層 別,地 域 別 に有意 な 差 異 は な く.一 般 的 に約 半 数 の企 業 が.

他 の企 業 あ るいは 組 合 との情 報 交換 を現 に 行 な ってい る とい う状況 が 見 られ る こ

とは注 目すべ きで あ る。

設問4は 別 に情 報 交換 の相 手 方 につ い て の ア ンケ ー トを行 っ てお り,こ こで得

られ た結果 は.後 述 の 情 報 シス テ ム デザ イ ンの評 価 手 続 き に とっ て有 用 で あ るの

だが,長 くな る の で 説明 は 省 略 す る。

つ ぎに,賃 金 改 定(ま たは ベ ース ・ア ップ)と い う中心 的 な意 思 決定 と情 報 と

の関 係 を.よ りひ ろ い眼 で観 察す る設問2に 話 を移 した い と思 うo

企 業 が 賃金 に関 す る もっ と も重 要 な意 思 決 定 に お い て,ど の よ うな情 報 を重 視

して いる か とい う調 査 は.賃 金 情報 シス テ ムへ の要 求 を 内 容 的 に問題 にす る場 合

きわ め て重要 で あ る。 この 設問 へ の解 答 を,こ こでは仮 りの 指標 を用 い て 集約 し

て見 たい と考 え る。 そ の方 法 は ・第1順 位 に6,第2順 位 に3・ 第3順 位 には1

の ウエ イ トをか け て,ス コ アを 求 め る とい うや り方 で あ る。 これ は.あ くま で結

果 を見 や す くす る た め の便 宜 上 の方 法 であ る。

先 ず綜 合 的 な結 果 を表 に して見 る と(第3順 位 ま で の各 企 業 の解 登 を上記 の 方

法 に よって ウェ イ ト付け して集計 して見 る と).表V-1の よ うにな る。
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表V-1

綜合順位 項 目番号 項 目 ス コ ア

1 イ 企 業の業績(支 払い能 力) 29.4

2 口 世間相場 22.9

3 ノ、 物 価の上昇
、

21.6

4 二 初 任 給 7.3

5 ホ 労働 力の確保定着性を高めるため 4.2

6 へ 過去 の賃金実態(前 年の賃 上げの経過) 4.0

7 ト 生 活 費 3.0

8 チ 経済情勢 3.0

9 リ 労働組合の態 勢 1.9

10 ヌ 賃上げ に対する従業員 の意識 1.9

11 ノレ 経営 者団体の方針 0.1

オ そ の 他 0.7

合 計 100.0

全 体 を概 観 して明 らか な こ とは.(イ)企 業 の業 績(ロ)世 間 相場(ハ)物 価

の上 昇 とい う3つ の項 目が,他 の 項 目に くらべ て特 に重要 視 され て い る こ とで あ

る。 次 に業 種別.地 域 別,規 模 別 に分 け て考 察 しょ う。

表V-2

建 設,製 造業

1 2 3 4 5

ω 企業業績 ρう 物 価上昇 向 世間相場 ←)初 任給 困 過去賃金

33.4 22.0 19.2 6.5 6.5

卸売,小 売業

1 2 3 4 5

(イ)企 業 業 績 ←)世 間相 場 内 物価上昇 ←)初 任給 ←)確 保定着

278 23.2 22.4 9.0 4.8
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サ ビ ス 業 ・ そ の 他

1 2 3 4 5

←)世1司 相場 ω 企業業績 臼 物価上昇 (リ)労 働 組合 ←)初 任給

28.6 28.3 19.6 5.4 4.7

以 上建 設,製 造 業,卸 売 ・小売 業 お よび そ の 他業 種の3つ に つ い て.第1順 位

か ら第5順 位 ま でを あげ て 見 たが.建 設.製 造 業 に おい て④ 企 業業 績 の重 みが 比

較 的大 きい こ とを別 とす れ ば.大 まか に言 っ て業 績 と世 間 相場 がほ ぼ バ ラ ンス し

てい る こ とが あ るo

次 に 地域 別 の合 計 につ い て.上 記 と同 様 の ま とめ を見 よう。 、

表V-3

札 .幌 市 内

1 2 3 4 5

(イ)企 業 業 績 ←)世 間相場 ぐ寸 物価上昇 ←)初 任給 ←)確 保定着

31.0 273 18.7 73 4.0

札 幌 以 外

1 2 3. 4 5

ω 企業業績 内 物価上昇 (ロ)世 間 相 場 (⇒'初 任 給 困 過去賃金

29.0 26.0 17.8 7.7 5.4

道 外 企 業

1 2 3 4 5

(イ)企 業 業 績 (・)世 間 相場 内 物価上昇 σ)経 済情勢 ⇔ 初任給

25.8 25.4 16.3 7.3 6.1

こ こでは 札 幌 市 内 が(イ)に 比較 的 大 きな 重み を有 す る こ とを.道 外 企 業 に

(チ)が 加 わ っ てい る点 が 目につ くこ と と,や は り大 ま か にい っ て.企 業 業 績 と
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世 間 相 場 が バ ラ ン ス し て 重 視 さ れ て い る こ と で あ る 。

最 後 に 規 模 に よ る 分 類 を 加 え て.や や こ ま か く 第3順 位 ま で の 比 率 を 見 よ う
。

(〔1〕 …50人 未 満.〔2〕 …50～100人 未 満 .〔3〕 …1

00～200人 未 満 .〔4〕 …200人 以 上)

表V-4

(1)建 設,製 造 業 一 札 幌 市 内

〔1〕

〔2〕

〔3〕

〔4〕

〔小 計 〕

回

ω

ω

ω

ω

44.5

39.2

38.0

31.7

32.0

ω

内

内

回

㈲

13.6

20.0

22.0

30.0

21.1

内

㈲

θ

ω

内

12.9

16.9

12.0

28.3

21.1

(2)建 設,製 造 業 一札幌 以外

〔1〕

〔2〕

〔3〕

〔4〕

〔小 計 〕

ω

ω

ω

臼

ω

34.6

35.0

32.7

45、0

34.2

内

ω

内

ω

内

21.2

20.0

30.1

35.0

25.1

↑

口

回

㈲

回

17.ユ

17.0

12.0

15.0

14.1

(3)

〔1〕

〔2〕

〔3〕

〔4〕

〔 小 計 〕

卸 売,小 売 業 一札 幌 市 内

ω

⇔

向

ω

ω

33.4

30.0

32.0

42.0

32.4

内

ω

ω

同

同

22.2

22.2

31.0

34.0

26、8

回

㈲

⇔

⇔

O

17.8

22.2

12.0

12.0

18.7
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(4)卸 売,小 売 業 一 札 幌 以 外

〔1〕(イ)29.5

〔・2〕032.2

〔3〕(イ)27.8

〔4〕 の25.5

〔 ノ」＼ 言十 〕 ←う26.1

(・う22.8

(イ)22.2

(ロ)27.8

(イ)24.4

(イ)25.9

(ロ)2L1

(・)13.9

内2L1

(ロ)20.0

(ロ)19.6

(5)サ ー ビス業 そ の 他 一札 幌 市 内

〔1〕(・)

〔2〕 内

〔3〕(ロ)

〔4〕(ロ)

〔 ノ」＼ 言十 〕(ロ)

75.0内

27.4(イ)

40.0(イ)

37.3(イ)

37.2(イ)

5.0

25.7

32.5

31.0

27.1

(ヌ)5.o

(ロ)24.8

(・う25.0

の14.6

e・)19.3

(6)サ ー ビス業 そ の他 一 札幌 以 外

〔1〕(イ)

〔2〕(リ)

〔3〕 の

〔4〕(イ)

〔/j＼ 言十 〕(イ)

25.0㈱

30.0← う

40.0(イ)

30.OO

29,4e・)

17.5

23.3

23.3

30.0

27.1

(ロ)'15.0

(イ)20.0

(ロ)2α0

(・)25.7

(ロ)18.3

総

〕

〕

〕

〕

1

2

3

4

7

〔

〔

〔

〔

計 一 札 幌 市 内

(ロ)34.5

(イ)3 .0・7

(イ)34.2

(イ)34.4

ω

内

回

同

21.8

24.9

22.1

34.4

⇔

回

O

⇔

16.8

20.4

14.6

17.0
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(8)総 計 一 札 幌 以 外

〔1〕(イ)32.3

〔2〕?')27.4

〔3〕(d)29.1

〔4〕029.5

内19.5

(イ)26.1

の27.7

(イ)27.8

(ロ)19.1

(ロ)13.3

(ロ)20.1

(ロ)20.5

以 上 の ス コア表 を1覚 す る と,や や特 異 なパ タ ー ンがわ ず か に 見 られ る 例

え ば サ ー ビス業そ の他 ・札 幌以 外 ・50～100人 未満 の と ころ で労働 組 合 の態

勢 の重 視 一 の を のぞ き,き わ め てホ モ ジニ アス で,し か も予 想 され る通 りの 順

位 が あ らわれ て い る。.す な わ ち企 業 は業 績,支 払 い能 力 とい っ た内部 情 報 と あわ

せ て,世 間 相場 お よび物 価 す う勢 とい う外部 情 報 を必 要 と して い る,と い うこ と

を 知 る こ とが 出来 るの で あ る。

以 上,今 回 の調 査結 果 の1部 を,さ しあた り企業 の 当面 の 情報 関心 を知 る手 が

か りを うる 目的 で概 観 した。 賃 金 情 報 シ ステ ム構 想 を システ ム設 計 と して具 体化

し て ゆ く道 程 に おい て は,さ らに 今 日の 結 果 を基礎 とす る一 層 組織 的 な調 査 の設

計,シ ステ ムそ の もの の 設計,最 後 に シ ステ ム ・シ ミュ レー シ ョン に よ る綜 合 的

評 価 とい っ た よ うな ス テ ップが 必要 と なろ う。

最 後 に あげ た綜 合 的評 価 の問題 をい く分 補 足 して,こ の節 の しめ く く りを し ょ

う。 こ こで い う評 価 は,情 報 シ ス テ ム全体 の社 会 的評 価,す な わ ち産 業 シス テ ム

の パ フォ マ ンス にお け る情 報 シス テ ムの寄 与 の評 価 の こ とで あ る。

この側 面 での 主要 な方法 は い わ ゆ る シ ス テ ム ・シ ミュレ ー シ ョ ンのそ れ であ ろ

う。 しか し この 段階 ば か りで な く,も う1つ 前 の段 階,つ ま リシス テ ムそ の もの

の 設 計 や 虫取 りの 作業 に お い て,こ の方 法 は同 様 に有用 である こ とも い うま で も

な いo

賃 金情 報 シス テ ム構 想 は,す な わ ちと り もなお さ ず情 報化 社 会構 想 で あ る。 し

か も前 に述 べ た よ うに,情 報化 とは シス テ ム化 に他 な らな い の で あ るか ら,こ の

構 想 か ら産 業 全 体 の シス テ ム化 に とっ て どの よ うな利 益 が もた らされ る か を,ま

え もって 評 価 す る こ とが肝 要 で あ る。 具 体 的 にい うと,情 報 シス テ ム が ビル ト ・

イ ンさ れ る こ とに よって 産 業 シ ス テ ムの パ フォ マ ンス に どん な改 善 が 期 待 され る
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か とい うこ とで あ る。 そ うよ うな 目的 で の,シ ス テ ム ・シ ミ ュレ ー シ ョンの モデ

ル を組 み 上 げ る準 備 と して も,今 日の 調 査 な らび にそ れ を基礎 と して計 画 され る

今後 の調 査 が 重 要 な意 味 を持 つ こ とで あろ う。

註1)K.E.ボ ール ディング著,清 水幾太郎訳 「20世 紀 の意味」

(岩 波 新書1967)

2)正 村公宏著 「情報化社会 の産業 システム」

(講 座"情 報社会科学"第8巻,学 研,1971)

3)唐 津一著 「経営 と情報」(NHK情 報科学講座①,1968)

4)中 井浩 著 「科学技術 と情報」(現 代 情報論集3応 用編,片 方善治編,ペ リカン社

1969)
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お わ り に

わ れ わ れ は,前 年 度 実施 した 「情 報 需 要調 査 」 を よ り一層 掘 り下 げ,地 域 情 報 シ

ステ ムの設 計 に役 立 つ 資料 を 得 る,と い う目的 で本 年 度実 施 した 「賃金 情 報 に関す

る調 査 」 の結 果 を 中心 に,賃 金情 報 とい っ た や や狭 い範 囲 につ い て で は あるが,北

海 道 に おけ る民 間企 業 の情 報 需要 の実 態,な らび にそ の地域特 性 を探 り,そ う した

需 要へ の対 応 に かん す る現 在 の問題 点 な ど を明 らか に し ょう と した。

い くつ か の興 味 あ る ファク ト・ファ イ ンデ ィ ン グや,ま た残 され た疑 問 点 な どは,

す で に 各車 にお い て その 都度 示 して きた。 た だ,地 域 情 報 シス テ ムの デ ザ イ ンにか

ん しては,一 般 的 な意 義 づ け と構想 の 段階 に と どま り,具 体的 な ビ ジ ョン を画 き出

す ま で に至 っ て い な い こと,そ して なお 多 くの調 査 研 究 を積 み 重 ね てい か なけ れ ば,

そ れ を十 分 に達 成 で きない とい うこと を,率 直 に告 白 せ ざる をえ ない。

しか も,ア ンケ ー ト調 査 の結 果 を詳 細 に検 討す る とき,わ れ わ れ はつ ぎの よ うな

基 本 的 な疑 念 につ き 当 た る。 た しか に,北 海 道 にお け る民 間企 業 の情 報 需 要 は大 き

く,そ の必要 度 は高 ま って きて い る。 だ が,そ こで必 要 と意 識 さ れて い る ものは,

果 して公 開 的 で共同 利用 の 可能 な種 類 の情 報 なの であ ろ う か。 また,そ こで真 に 要

望 され て いる もの は,地 域 情 報 セ ンタ ー とい った 性 格 の 機 関 な の で あろ うか,そ れ

と も,統 計 資 料 や各 種 情 報 に かん す る解 説 と助 言 を担 当す る,い わ ゆ る相 談所 や 指

導 所 の よ うな もの な の では なか ろ うか。 こ う した疑 念 は,イ ン タ ビュ ー調査 に よ っ

てます ま す 強 め られ た こと も,付 言 してお く必 要 が あ ろ う。

最後 に,わ れ わ れ が 本調 査 と併 行 的 に作業 を進 め,そ の第o次 葉 とい うべ き もの

に当達 し,諸 般 の事 情 か ら冷 却状態 に なっ て い る,北 海道情 報 セ ンター設 立構 想 を

簡 略 に紹 介 して,本 報 告 を結 ぶ こ とに した い。 そ れ は,あ り うべ き地域 情 報 セ ンタ

ーの なか で ,賃 金 関 係情 報 が どの よ う な地 位 を しめ て い るか につ いて,ひ とっ の 有

益 な サ ン プル をさ し示 す こ とに もな ろ う。

「北海 道 地域 情 報 セ ンター 設立 計画(案)」 の事 業 詳 細 に よる と,当 該 セ ン ター

の 事業 は3つ に大 別 され,第1は 地域 情 報 の収 集 ・整 理 ・提 供 を行 な い地域 デー タ

・バ ンク を形 成 す る。 第2は 地域 振 興 に関 連 す る調 査研 究 を行 な い ,地 域 の シ ン ク
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・タ ンク的 機能 を は たす。 そ して 第3に,地 域 の情 報化 を推 進 す る た め に教 育 活 動

・普 及 活 動 を行 ない,人 材 を育 成 す る。

第1の 事 業 の うち情 報 の収 集 に つ い ては,経 済 ・経 営 にかん す る 情 報 と して,全

国 ・北海 道 の景 気 動 向,物 資の 需 給 動 向,賃 金 ・労働 力情 報 な どが,地 域 開 発 にか

んす る情 報 と して,地 域 開 発 計画 ・事 業 の 内 容,地 域 振 興 の 実 態 お よび 動 向,生 活

環 境 ・公害 防 止 の情 報 な どが,ま た 情 報 の 所 在 にか んす る情報 と して,研 究 機関 の

研 究 内容 ・施 設 等 にか ん す る情 報,指 導 ・相 談 機 関 の所 在 ・内 容 等 に かん す る情 報

ノ ウハ ウの情 報 所 在 にか ん す る情 報 が対 象 に な る。

第2の 調 査 ・研 究 にか ん しては,地 場 産 業育 成 にか ん す る調 査 研 究 とし て,例 え

ば 中小 企 業育 成 の た めの シ ス テ ム研 究,地 場 企業 振 興 上 の問題 点 に かん す る基 礎 調

査,省 力 化 シ ステ ム に かん す る調 査 ・研 究 な ど,北 海 道 経 済 の地 域 特 性 に か ん す る

調 査 研究 と して,例 えば 積 雪 寒冷 が 企 業 に与 え る影 響 な らび に季節 変 動 の実 態 に か

ん す る調 査研 究,北 海道 の産 業 構 造 な らび に需 給構 造 の特 性 に かん す る調 査 ・研 究

北 方圏 経 済 ・貿 易 ・交 流 にか ん す る基 礎 調 査 な ど,そ して情 報 処 理 シス テ ムの調査

研究 と して,例 え ば地域 情 報 ネ ッ ト ・ワーク形 成 に かん す る調 査研究,情 報 検 索 シ

ステ ムの 研 究 な どが考 え られ る とい う。
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V賃 金情報システムについての展望と構想





(財)北 海道情報 セ ンター設立構想

北 海 道 情 報 シ ス テ ム 調 査 会



一 『
(財)北 海 道 情 報 セ ンタ ー 設 立 の 必 要 性

.」

図表1

ー

　

Φ
c。
ー

地 域 の 情 報 化 地 域 の 情 報 化 ・経 営 の 高 度 化

∠＼

① 需要 の多様化,個 性化,高 度化に ②事 業転換や市場拡大 の可能性 が増
適応 で きる。

③他 の産業部門や商品分野 の動 きが ④ 多様 化 され る情報が一元化され る。

早期 に把握 できる。

地 場 企 業 の 育 成

.4L亀

情 報 セ ン ター の機能
中小企業の必要 な情報
を巾広 く収集

情 報 の もつ 意 味 ・問 題

点 をか み くだ いて 提 供

情報 の価値に対す る認

識 を高 めるための教 育
●' 已`

地 場 企 業 の 問 題点 情 報 収 集 能 力 の 不 足 情報 利 用 能 力 の 不 足 経 営 者 意 識 の 低 さ

ぷ

調 査(別 紙)に よ る
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1 1
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一 地 域 開 発 に 関 す る 情 報 一
地 域 特 性 に 関 す る調 査 研 究 一 情 報 処 理 教 育

一 人 材 の 所 在 に 関 す る情 報 一 地場産業育成に関する調査研究 一 情 報 化 促 進 教 育

一 経 済 に 関 す る 情 報 『
情報処理システムに関する調査研究 『

普 及 ・ 啓 蒙

一
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1
必 要 な 機 能

図表2



一
ー

　
べ
O
ー

必 要 な 機 能

教育 ・普及地 域 情 報 サー ビス 調査研究
1

1 1

1 1
・1

情報提供

⊥
図表4

一 受託調査

一

セ ミ ナ ー

情報収集 情報の分析 保管整理

1 1 i

一

一一 自主調査 講演会他一 情報の種類
一次情報

一 中央官庁
一 選択の基準

による

,
1

指導相談他一 二 次情報北海道および
地方自治体

図表5 一

一 会 誌
公共団体

一 情報の形態 一 カ ー ド
　

一 建 議一
マ イ ク ロ

フ イ ル ム
一 調査機関

一 関連機関
連絡会議一

大学 ・研究

機 関

一 MT

図表3



ー

　
べ

　
ー

'図 表
4

情 報 提 供

ll 1 lll

岡 翻 訳 電 話 F 刊 行 クリアリング 調 査

1 1 1 1 ll

保 管資料
の閲覧

一 受託業務 一 電話に よ
る相談

コ ンテ ン ツ 一
月報 ・年報

一 情報源など

関連事項
一

遡及的調査

論文 な ど
『 SDl紙 一 情報機関

関連事項
一

SDl調 査

一 試験 研究機
関関連事項

一 特定事項
調査

一 指導機関
関連事項

ll Il
月報 ・年報

SDl紙
抄 録 ・索 引

などの カード
テ レ ホ ン 複写資料 情報 リス ト



ー

　

べ
N
ー

、

調 、査 研 究
図表5

プ ロジ ェク ト ・

チー ム編 成

調査計画書提出

契 約 の 締 結

基礎資料の収集

報 告 書 作成

受 託 調 査

発注者 と会議

調査方法の検討

調査 の 目的 ・範 囲 ・方法 ・期間

報告書の形式 ・費用

地域情報 サー ビスか ら

仮 設 の設
・定 分 析

方

法

自社調査[亜 弓

委員会組
織調査

報 告 書 作 成

実施説明 ・配布



〈 目 的 〉

本 セ ン ター は,主 と して 北 海道 を中心 とす る地域 を対 象 と し ,関 連機 関 との 有機

的 な 連 携 の も とに 各 種 情 報 の収 集,整 理,提 供 を行 って 地域 情 報 化 の基 盤 を形 成 す

る とと もに,こ れ ら情 報 の効 果 的 な活用 を 図 るた め ,地 域 振 興 に 関 す る シス テ ムの

調 査 ・研 究 な らび に 情報 処 理 に関 す る教 育 普 及 を併 せ 行 う こ とに よ り ,地 域 に お け

る情 報 活動 の 中枢 的機 能 を果 し ,も って地 域 社会 の 発 展 と地 場 産 業 の育 成 に 寄与 す

る こ とを 目的 とす る。

く 事 業 内 容 〉

1地 域 情 報 サ ー ビス

情 報 の収 集 ・整 理 ・提 供 を行 ない地 域 デー タバ ンク を形 成 す る。

(1)経 済 ・経営 に関 す る情 報

② 地 域 開発 に関 す る情 報

(3)情 報 の所 在 に関 す る情 報

皿 調 査 ・研 究

地 域 振 興 に 関 連 す る調査 研 究 を行 い,地 域 の シ ンク タ ンク的 機 能 を は たす
。

(1)地 場 産 業 育 成 に 関す る調 査 ・研 究

② 北 海 道経 済 の 地 域 特 性 に関 す る調 査 ・研 究

㈲ 情 報 処 理 シス テ ム に関 す る調 査 ・研 究

皿 教 育 ・普 及

、地 域 の情 報 化 を推 進 す るた め に教 育活 動 ,普 及 活 動 を 行 な い,人 材 を育成 す る。
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<事 業 詳 細 〉

項 目 細 分 内 容

1情 報 サ ー ビス

1.情 報 収 集 (1)経 済 ・経 営 胡 全国 ・北海道 の景気動向

に関する情報 口)物 資の需給動 向

(ウ)賃 金 ・労 働 力情 報

国 その他 の経済 ・経営情報

② 地域開発に θ 地域 開発 計画,事 業 の 内容 、

関する情報 ㈲ 地域振興の実態及び動 向

(ウ)生 活 環 境,公 害 防 止 の 情 報

国 その他 の地域 開発情報

(3)情 報 の所在 θ 研究者,人 材 の所在情報

に関する情報 ㈹ 研究機 関の研究内容施設等 に関す る情 報

(ウ)指 導,相 談 機 関 の所在,内 容 等 に 関 す る情 報

国 ノ ウハ ウの情 報 所 在 に 関 す る情 報

2.情 報 提 供 (1)情 報配付 サ θ 入 手 ・収 集 した情報 の イ ンデ ックス

一 ビ ス
(イ)逐 次 刊行 物 ・レ ポー ト等 の 内容 を 月報,年 報

編集配 布す る。

(ウ)情 報 セ ン ター,関 係 機 関 の活 動 状 況

② 情報応答サ θ 電話に よる照会 相談

一 ビ ス ㈲ 資料 の閲覧 サー ビス

(ウ)資 料 の 複写,翻 訳 サー ビス

(3)情 報選択 サ θ ユー ザー の要 望 に よ り,特 定 の情 報 を選 択 提

一 ビ ス 供 す る。

聞 さ らに詳 細 なデ ー タが 必 要 な場合,ユ ー ザー
・

の要 望 に よ り調査,提 供 す る。

(4)ク リ ア リ ン θ 必要情報入手のた め,各 種情報所在機関 の紹

グ ・サ ー ビ ス 介

㈹ 会 員 を業務提携研究機関に紹介す る。
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項 目 細 分 内 容

皿 調 査 ・研 究 (1}地 場 産業育 (例.示)

成に関する調 θ 中 小 企 業育 成 の た めの シス テ ム研 究

査研究 ω 地 場企業振興上 の問題 点に関す る基礎調査

(ウ)省 力 化 シス テ ムに関 す る調 査 ・研 究

(2)北 海道経済 θ 積 雪寒冷が企業 に与え る影響,並 びに季節変

の地域特性に 動の実態に関す る調査研究

関する調査研 ㈲ 北海道 の産業構造 ならびに需給構造 の特性に

究 関す る調 査,研 究

(ウ)北 方 圏経 済,貿 易,交 流 に関 す る基 礎調 査

(3)情 報処理 シ 胡 地 域 情 報 ネ ッ ト ・ワー ク形 成 に 関 す る調査 研

ス テムの調査 究

研究 (イ)情 報 検 索 シ ス テ ム(1.R.)の 研 究

}

皿 教 育 ・普 及 (1)情 報処理教 切 シ ス テ ム ・エ ン ジ ニ ア リ ン グ セ ミ ナ ー

育 仔)コ ン ピ ュ ー タ ー ・ ト ッ プ セ ミ ナ ー

(経 営者)

(ウ)プ ロ グ ラ マ ー 養 成 コ ー ス

国 問 題 別 セ ミナー

㈲ その他 の情報処理研修'

② 情報化促進 σ)特 別講 演会

普及 (イ)シ ン ポ ジ ウ ム

(ウ)情 報 展 示会

国 視 聴 覚 ラ イブ ラ リー

㈲ そ の他 の情報化促進普及活動
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事 業 実 施 ス ケ ジ ュ ー ル

初年度 2年 度 3年 度

〔

1.情 報 収 集

(1)経 済 ・経 営 に関 す る情 報

⑦ 全国 ・北海道 の景気動 向 ○ ○ ○

(イ)物 資 の需 給 動 向 ○ ○ ○

(ウ)賃 金,労 働 力情 報 ○ ○ ○

国 そ の他 の経済経営に関す る情報 ○ ○ ○

② 地域開発 に関す る情報

θ 地域 開発計画 事業 の内容 ○ ○ ○

(イ)地 域 振 興 の 実 態 及 び動 向 につ い て ○ ○ ○

(ウ)生 活 環 境,公 害 防 止 の情 報 ○ ○ ○

国 その他 の地域 開発情報 ○ ○ ○

(3)情 報 の 所 在 に 関 す る情 報

θ 研究者,人 材の所在情報 ○ ○ ○

㈹ 研究機 関の研究内容,施 設等に関す る情報 ○ ○ ○

(ウ)指 導相談機 関の所在,内 容等 に関す る情報 ○ ○ ○

円 ノウハ ウの情報 所在に関す る情報 ○ ○ ○

2.情 報 提 供

(1)情 報 配 布 サ ー ビ ス ○ ○ ○

② 情 報 応 答 サー ビス ○ ○ ○

(3)情 報 選 択 サ ー ビ ス
○

(4)ク リ ア リ ン グ ・ サ ー ビ ス
○ 〇
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初年度 2年 度 3年 度

3.調 査 ・ 研 究

(1)地 場産業 育成 に関す る調 査研究 ○ ○ ○

(2)北 海道経 済の地域特性 に関す る調査 ・研究 ○ ○

(3)情 報 処理 シス テ ムの調 査 研究 ○ ○ ○

4.教 育 ・ 普 及

(1)情 報 処 理 教 育

θ 階 層 別 セ ミナー ○ ○ ○

㈹ 専 門 別 訓 練 コース ○ ○

(ウ)問 題 別 セ ミ ナ ー ○ ○ ○

(2)情 報化促進教 育

θ 特別講演会 ○

㈲ シ ン ポ ジ ウ ム

.

○ べ ○

(ウ)情 報 展 示 会 ○

国 視 聴 覚 ラ イブ ラ リー ○ ○ 〇
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年 度 別 収 支 予 算 吟(総 括 表)

収 入 の 部

年 度項 目 初 年 度 2年 度 3年 度

繰 入 金 千円 50千 円 307千 円

寄 付 金

基 金 道 ・市

〃 業 界

付属 設備 〃

30,920

(15,000)

(10,000)

(5,920)

一

一

ー

一

一

ー

一

一

補 助 金

基 金 ・日白張

付 属設備 〃

調査 補助 〃

運営補 助 道 ・市

42,065

(25,000)

(4,065)

(3,000)

(10,000)

13,000

-

一

(3,000)

(10,000)

13,000

-

一

(3,000)

(10,000)

賛 助 会 費 20,000 25,000 33,000

事 業 収 入

受 託 調 査 料

情 報 サ ー ビス 料

受 講 料

4,300

(3,000)

(300)

(1,000)

16,700

(12,000)

(2,800)

(1,900)

29,250

(21,000)

(3,450)

(4,800)

収 入 計 98,985 54,750 75,557

基 金 利 息 1,750 3,500 3,500

合 計 99,035 58,250 79,057
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支 出 の 部

年 度項 目 初 年 度 2年 度 3年 度

基 金 50,000千 円 千円 千円

施 設 費 9,985 535 700

事 業 費 ・

情 報 収 集 養

情 報 サ ー ビス 費

情 報 処 理 費

委 託 調 査 費

調 査 研 究 費

教 育 普 及 費

人 件 費

事 務 費

借 室 料

36,000

(・5,360)

(947)

(790)

(3,000)

(4,000)

(615)

(13,860)

(4,610)

(2,880)

56,408

(4,260)

(3,220)

(1,400)

(12,000)

(4,000)

(1,290)

(2L758)

(5,600)

(2,880)

76,802

(4,740)

(3,595)

(2,700)

(21,000)

(4,000)

(3,545)

(27,492)

(6,850)

(2,880)

雑 費 3,000 1,000 1,000

支 出 計 98,985 57,943 78,372

繰 越 金 50 307 685

合 計 99,035 58,250 79,057
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初 年 度 収 入 予 算 内 訳

収 入 の 部

項 目 予 算 額(千円) 備 考

寄 付 金 道 ・ 市

業 界

15,000

15,920

北 海 道10,000札 幌 市5,000

基 金10,000設 備5,920

計 30,920

補 助 金 日白張 ・道 ・市 42,065
基 金25,000設 備4,065

事 業3,000道 市 運 営 補 助10,000

賛助会費 業 界 ・市 町村 20,000 1口100×200口

事業収集 委 託 調 査 料 3,000 道 ・市 より調査 研究 事業 を 受託1プ ロジェク ト

情報サー ビス料 300 情 報配 布 サー ビス

月報500円 ×6ケ月×50部150

情 報 応 等 サー ビス

複 写100円 ×5P×300件150

受 講 料 1,000 情 報 処 理 教 育

コン亀 一 タートップセミナー20,000円 ×30人600

問 題 別 セ ミ ナー10,000円X40人400

計 97,285

基金利息 1,750 ・・… ×・・7× 尭

収 入 計 99,035
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支 出 の 部

項 目 予 算 額(千 円) 備 備 考

i基 金 50,000

施 設 費 設 備 ・備 品 9,985

事 業 費 情報集収費 5,300 基 礎 資 料2,000×700冊1,400

定 期 刊行物100/月 ×12ケ 月L200

不定 期 刊行 物100/月 ×12ケ 月1,200

団 体加 入 費100×15団 体1,500

情 報サー ビス費 945 月報300円 ×500部 ×6ケ月900

複写 サー ビス30円 ×5P×300件45

情 報 処理 費 790 コンピュータ 時間 割使 用30×20時 間600

磁 気 テー プ10×10本100

分 類 カー ド03×30090

調査研究 費 7,000 地場企業の技術開発上の問題点に関する基礎調査3,000

地 域情報 ネッ トワニク システム研究 の基礎i周査4,000

教 育 普 及 費 615 コン ピュー ター トップセ ミナー415

講師謝金40×4人160

講師旅費45×3人135
パ ン フ レッ ト50円 ×500部25

テ キ ス ト1,000円 ×40部40

食 糧 費1,500円 ×30人45

通 信 費20円 ×500部10

問題別セミナー200

講師謝金40×1人40

講費旅費45×1人45
パ ン フ レッ ト50円 ×500部25

テ キ ス ト1,000円 ×50部50

食 糧 費750円 ×40人30

通 信 費20円 ×500部10

.人 件 費 13,860 専任職員給与13,860

管 理 職(部 長)270×1×123,240

主 任 職225×3×128,100

初給 職105×2×122,520

事 務 費 4,610 消 耗 品 費50×11人550

通 信 費200×12ケ 月2,400

光 熱 費50×11人550

会 議 費10×11ノ 、110

渉 外 費20×11人220

旅 費65×12ケ 月780

借 室 料 2,880 4,000円/坪 ×60坪 ×12ケ 月2,880

計 96,085

雑 費 3,000 設立関係雑費

支 出計 98,985

繰 越 金 50

合 計 99,035
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2年 度 収 支 予 算 内 訳

収 入 の 部

項 目 予 算 額(千 円) 備 考

繰 入 金 50

補 助 金 日 白張 ・道 ・市 13,000

・
事業(調 査 研 究)3,000道'市10・000

賛助会費 業 界 ・市町村 25,000 1口100×250口

事業収入 受 託 調 査 料 12,000 受 託調 査4プ ロ ジ ェク ト

情 報 サー ビス 料 2,80b 情 報配 布 サー ビス

月報500円 ×12ケ 月×100部600

特 別 企 画4,000円 ×500部2,000

情 報 応 答 サ ー ビ ス

複 写100円 ×5P×400件200

受 講 料 1,900

.

情 報 処 理 教 育

コン㎏ 一タートップセミナー2qoOO×30人600

問 題 別 セ ミ ナ ー10ρ00円 ×40入 ×2回800

情 報 促 進 教 育

シ ン ポ ジ ウ ム10,000円 ×50人500

計 54,750

基金 利息 3,500
:δ

50,00d×0.07

収 入 計 58,250
、
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支 出 の 部

項 目 予 算 額(千 円) 備'考
、

施 設 費 設 備 ・備 品 535

事 業 費 情 報 収 集 費 4,260 定 期 刊行 物110×121,320

不定 期 刊 行物120×121,440

団 体 加入 費100×151・500

情 報 サー ビス 費 3,220 月報300×600×122,160

複 写 サー ビス30×5×40060

特 別 企画2,000×500LOOO

情 報 処 理 費 1,400 GUP使 用30×401,200

MT10×20200

受 託 調 査 費 12,000

調 査 研 究 費 4,000 積雪 寒冷の企業経営に与える影響調査 他5Projcet

教 育 普 及 費 1,290 コンピュー ター トップセミナー415

問題 別 セ ミナー(2回)400

シ ンポ ジ ウム280

講師謝金40×3人120

講師旅費45×1人45
パ ン フ レ ッ ト50円 ×500部25

テ キ ス ト1,000円 ×50部50

食 糧 費750円 ×40人30

通信 費20円 ×500部10

特別講演会195

講師謝金40×1人40

講師旅費45×1入45
パ ン フ レ ッ ト50円 ×1,000部50

通 信 費20円 ×1,000部20

' 会場費40×1日40

人 件 費 21,758 専任職員給与21,758

' 部 長302×1×123,624

主 任252×3×129,074

中 級202×2×124,848

初 級117×3×124,212

事 務 費 5,600 消耗品費50×14人700

通 信 費250×12ケ 月3,000

光 熱 費50×14入700

会 議 費10×14140

渉 外 費20×14280'
'

旅 費65×12ケ 月780

借 室 料 2,880 4,000円/坪 ×60坪 ×12ケ 月2.880

計 56,943

雑 費 1,000

支 出 計 57,943

繰 越 金 307

合 計 58,250
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3年 度 収 支 予 算 内 訳

収 入 の 部

考備
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支 出 の 部

項 目 予 算 額(千 円) 備 考

施 設 費 設 備 ・ 備 品 700

事 業 費

埠

情 報 収 集 費 4,740 定 期 刊 行 物12×121,440

不 定 期 刊 行 物15×121,800

団 体 加 入 費1,500

情 報 サー ビス費 3,595 月報300×700×122,520

特 別 企 画2・000×5001・000

複 写 サ ー ビ ス500件75

情 .報 処 理 費 2,700 CUP使 用30×802,400

MT10×30300

受 託 調 査 費 21,000

調 査 研 究 費 4,000 調 査8Project

教 育 普 及 費 3,545
o

コンピュー ター トップセミナー415

問 題 別 セ ミナー(3回)600

シ ン ポ ジ ウ ム280

展 示 会2・250

会 場 費100×5日500

施 設 費50×25社1,250

PR費10×25社250

雑 費10×25社250

人 件 費 27,492 専 任 職 員 給 与2τ492

部 長338×1×124,056

主 任282×3×1210,152

中 級226×2×125,424

初 級131×5×12τ860

事 務 費 6,720 消 耗 品 費50×18人900

通 信 費300×12カ 月 己600

光 熱 費50×18人900

会 議 費10×18人180

渉 外 費20×18人360

旅 費65×12780

借 室 料 2,880

計 77,372

雑 費 1,000

支 出 計 78,372

繰 越 金 685

合 計 79,057

一185-
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職 員 採 用 計 画

年 度
部署 ・職種

初 年 度 2年 度 3年 度 計

出 向 専 任 出向 専任 出 向 専 任 出向 専任

理 事 長(非 常勤)

専 務 理 事 1 (1) (1) 1

情 報 部 部 長

主 任

中 級

初 級

2

1

1

(1)

1(3) .1(1)

(1)

1(4)

(1)

(1)

1(2)

4

1

1

2

都 計 4 6 8 8

業 務 部 部 長

主 任

中 級

初 級

2

1

△1(1)

(1)

1(1)

1(1)

1(2)

(1)

(1)

1(2)

2

1

1

2

部 計 3 4 6 6

総 務 部 部 長

主 任

中 級

初 級

1

1

1

(1)

(1)

(1)

(1)

(1)

(1)

l

l

l

都 計 3 3 3 3

計 ・1・ (・)1・(・) ・(・)1・(11) ・ い1

合 計 11 14 18 18

セ

ン
タ

ー
長

(専
務

理
事
)

一

理

事

長

組 織

部報情

[
一

部務業

総 務 部

一186一

図

調 査(特 定事 項 調 査 な ど)

情 報 サ ー ビス(収 集 ・提 供)

業 務(調 査 研 究)

教 育(教 育 ・訓 練 ・展示 会)

庶 務 ・経 理(会 員 募集 な ど)



施 設 計 画(付 属 設 備)そ の1

初 年 度 2年 度 3年 度

品 名
数 量 金 額 数量 金 額 数 量 金 額

タ イ プ 1 100

ゼ ロ ッ ク ス 1 1,500

マ イ ク ロ 撮 影 機 1 800

マイク ロリーダー プ リンター 1 1,000

コ ピ ー 1 500

ミ ニ コ ン(電 卓) 2 400
」

保 管 庫(固 定式) 10 200

キ ャ ビ ネ ッ ト 10 250

机 ・ 椅 子 13 390 3 90 6 180

ロ ッ カ ー(書 庫) 5 250

〃(衣 服) 13 195 3 45 6 90

応 接 セ ッ ト 2 600

設 計 器 具 1 50

映 写 機(8㎜) 1 100

テ 〃(16㎜) 1 240

・

テ ー プ コ ー ダ ー 2 100

ス ク リ ー ン 2 40

ラ イ ト バ ン(巡 回 相談 車) 1 1,000

オ ー バー ヘ ッ トプ ロ ジ ェ ク ター 1 70

、

黒 板 1 40

電 話(回 線) 3 600 2 400 2 400

〃(ブ ラ ン チ) 7 70 3 30

パ ネ ル 1 200

金 庫 1 120

受 付 台 1 50

什 器 設 備 そ の他 1,000

カ ー ド ・ ボ ッ ク ス ケ 120

計 9,985 535 700

一187一



施設計画(付 属設 備)そ の2積 算資料

(単位 千円)

品 名 単位 数 量 単 価 計 日白張対象 のもの 備 考

タ イ プ 台 1 100 10ρ

ゼ ロ ヅ ク ス 〃 1 1,500 1,500 1,500 レンタル

マ イ ク ロ 撮 影 機 〃 1 800 800 800

マイク ロリーダープ リンター 〃 1 1,000 1,000 LOOO

コ ピ ー 〃 1 500 500

ミ ニ コ ン(電 卓) 〃 2 200 400

保 管 庫(固 定式) ケ 10 20 200 200

キ 〃 10 25 250 250

机 ・ 椅 子 組 11 30 330

ロ ッ カ ー(書 庫) ケ 5 50 250

〃(衣 服) 〃 11 15 165

応 接 セ ッ ト 組 2 300 600

設 計 器 具 〃 1 50 50

映 写 機(8吻) 台 1 100 100 100

〃(16蹴) 〃 1 240 240 240

テ ー プ コ ー ダ ー 〃 2 50 100 100

ス ク リ ー ン コ 2 20 40 40

ラ イ ト バ ン(巡 回相 談 車) 台 1 1,000 1,000 1,000

オ ー バ ー ヘ ジ トプ ロ ジ ェ ク ター 〃 1 70 70 70
`

黒 板 ケ 1 40 40
・

電 話(回 線) 〃 3 200 600

〃(ブ ラ ン チ) 〃 7 10 70

パ ネ ル 組 1 200 200

金 庫 コ 1 120 120

受 付 台 組 1 50 50

什 器 設 備 そ の他 1,000

カ ー ド ボ ッ ク ス ケ 4 30 120 120

計 9,985 5,420

額

瀬

額

額

金

輪

担

繊

助

噸

総

目

補

総

民

●

●

■

9,985千 円

5,420千 円 ×75%

4,065千 円

9,985千 円 補 助 額

5,920千 円

4,065千 円

一188一



/

/

≠ パ
ー

-

↓

ー

ー

ヒ

禁 無 断 転 載

昭 和50年3月 発 行

発行所

印刷所

財 団 法 人 日本 情 報 処 理 開 発 セ ン タ ー

東 京 都 港 区 芝 公 園3-5-8

機 械 振 興 会 館 内

TEL(434)8211(代 表)

山 藤 印 刷 株 式 会 社

札 幌 市 中央区 南大 通 り西6丁 目

TE][」(241)3047

49-ROO3



.＼

.

/

,

-

.」

,

'、

 

p
.

'

」

・

、

・

'

貯

'

/

ム

.
"

♪

、

'

メ

)

'

ち

、

、ひ
)


